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序 

 

生存圏研究所(Research Institute for Sustainable Humanosphere)は、京都大学木質科学研究所

と宙空電波科学研究センターを統合再編し、平成 16 年 4 月 1 日に設置された新生の附置研

究所である。平成１７年度より、大型施設・設備、データベース、および共同研究プロジ

ェクトの３つの柱を軸に、生存圏科学の拠点形成のための全国・国際共同利用研究所とし

ての活動を展開している。 

前身である木質科学研究所（1941 年創設）は、木質に関する国内唯一の大学附置研究所

として、再生可能な木質資源の理想循環システムの構築によって、豊かな環境確保と資源

の持続的利用を達成し、環境共生・資源循環型社会の実現に貢献することを基本的理念し

て、木質研究の先導的役割を担ってきた。一方、宙空電波科学研究センター（1961 年創設）

は、大気・宇宙空間の電磁環境観測とシミュレーション、独自に開発したリモートセンシ

ング技術による地球規模での大気大循環・波動および大気微量成分の輸送過程、宇宙発電

所構想に基づく太陽エネルギーの変換・伝送技術の開発など、広範な電波科学、地球科学

研究を通じて、将来的に人類生存圏を宇宙にまで拡大するために研鑽を重ねてきた。この

ように研究領域の異なる両部局は、社会的要請に的確に対応するための研究理念の見直し

と将来展望に関する検討を進める中で、化石資源への依存を深めた 20 世紀がもたらした人

類存続の危機に対する問題解決を「太陽エネルギーや再生可能な木質資源による資源循環

型社会の構築」に求め、地表、大気、宇宙にまたがる人類生存圏に関する研究を推進する

ために、俯瞰的・総合的な視野から学際的新領域「生存圏科学」、すなわち、人類生存圏を

包括的に捉え、その現状と将来を正確に「診断」して、生存基盤となる先進的技術を開拓・

創成するための分野横断的な学際総合科学の創成を目指すことになった。 
上述の目標達成のために、生存圏研究所は、問題解決型ミッションの設定、多様な背景

を持った学内外の研究者の相互連携のための研究体制、ミッション専攻研究員の採用など、

従前の国立大学附置研究所には類を見ない多くの試みを行っている。 

本報告書は、平成 17 年度の開放型研究推進部における全国・国際共同利用に関する活動、

生存圏学際萌芽研究センターにおける萌芽研究プロジェクトの推進、および中核研究部に

おける研究・教育活動を中心に、研究所の管理運営体制、財政、施設・設備、国際学術交

流、社会との連携など、生存圏科学創成に向けた研究所の現況と活動を取りまとめたもの

である。本報告書の作成に当たっては、当研究所自己点検・評価委員会委員、その他の教

員、宇治地区事務部の当研究所担当事務職員各位に多大なご尽力を頂いた。心より厚く御

礼を申し上げたい。 

生存圏研究所長 川井秀一 

平成 18 年 3 月 30 日 
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1．研究所の理念 
 

1．1 理念 

21 世紀の人類が直面する地球温暖化、環境破壊、資源の枯渇などは、人類の生存そのも

のを脅かす怖れがある。これらの深刻な問題に対し、人類の生存基盤について中長期的視

野に立ち研究開発を進め、社会に対して積極的に提言、および還元を行うことが今後、大

学にとって肝要である。 

本研究所「生存圏研究所」の理念は、生存基盤研究の中で、人類の生存を支える「圏」

という概念を重視し、生活圏、森林圏、大気圏、宇宙圏についてそれぞれの研究を深化さ

せると同時に、それぞれの有機的連関に広がりをもたせ、生存圏の正しい理解と問題解決

型の開発・創生活動に統合的、流動的かつ戦略的に取り組み、人類の持続的発展と福祉に

貢献することにある。 

 

1．2 目標 

 21 世紀、これからの 100 年において、人類がその生存と繁栄を持続させるために解決

しなければならない問題は多い。その中でも、資源・エネルギーの枯渇、地球温暖化によ

る環境破壊、人口増加は、人類の生存を脅かす直近の問題である。地球は、物質的にはほ

ぼ閉じた系であるが、エネルギー的には、太陽からの輻射などによる流入があり、閉じた

系（孤立系）ではない。地球上のあらゆる生物の生存は、この太陽輻射エネルギーに直接・

間接的に依存している。たとえば、植物は、太陽エネルギーと水と二酸化炭素から有機物

質と酸素を産出し、それが動物、微生物の活動へとつながっている。その延長線上に人類

は位置している。このように太陽エネルギーは大気圏・水圏を含めて地球上に形成されて

いる大きな炭素循環系の大本を形成している。 

しかし、20 世紀に入ってからの化石資源に依存する人間活動の爆発的増大は、この太陽

エネルギーを源とする連鎖に歪みを生じさせ、それが人口増加と生活向上の要求と相まっ

て、資源・エネルギーの枯渇、地球温暖化による環境破壊となって表出してきた。そして、

今世紀中には地球上の人類の生存が脅かされる状況にまで至っている。とりわけ発展途上

国の生活水準の向上と爆発的人口増加による物資、資源、エネルギー需要の指数関数的増

大は深刻な資源・エネルギー不足と環境悪化を加速させ、このまま放置すれば今世紀半ば

には深刻な状況に至ることは論を待たない。 

この深刻な問題を解決するには、現在の化石資源依存型社会から太陽エネルギー依存型

の持続的発展が可能となる社会への変革が必要である。そのためには、まず、人類の生存

圏を形成している地表から大気を通し宇宙空間に至る太陽エネルギーに源を発する物質循

環・連鎖の現状と炭素・水・大気・エネルギーの循環を正しく把握し、従来の専門分化し

た手法のみによらず、未来志向の広い専門分野間の連携による理解がなされなければなら
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ない。 

本研究所の目的の一つは、このように存続の危機に瀕している地球上の生存圏において、

その状態を正確に把握するとともに、それに基づいて、現状とその先行きを学術的に正し

く評価・診断し、理解を深化させることである。具体的には、環境変化と密接に関係があ

る地球の大気ダイナミクスを高性能レーダーにより研究し、地球の状態を正確にモニター

する。さらに、再生可能資源としての木質資源をより広範囲に活用し、消化型ではなく、

再生型の社会基盤を形成するために、バイオマス資源の現状把握や森林による二酸化炭素

の固定機能などを総合的に研究する。 

もう一つの生存圏研究所の目標は、危機的状態に向かいつつある生存圏の正しい診断と

理解に基づき、地球生存圏の悪化の悪循環を断ち切り、子孫に持続可能な生存圏を引き渡

すほか、宇宙空間へと展開する新たな生存圏の開拓などを開発・創生することである。具

体的には、太陽光エネルギーを宇宙で直接変換し、クリーンで大規模な電気エネルギーを

地上へマイクロ波送電する宇宙太陽発電所の研究開発を行い、温暖化ガスの抑制を図ると

同時に増大する電気エネルギーの需要に応えることである。また、将来の宇宙空間におけ

る人類活動とその先に見える宇宙空間生存圏の基礎研究として、宇宙空間の電磁環境観測

や大型宇宙建造物のシミュレーションなどによる正しい宇宙環境の研究も行う。また、光

合成による再生可能なバイオマス資源、とりわけその 95%を占める木質・森林バイオマス資

源の効率的形成とその有効利用を通した安定した生活圏の確保のために、木質・森林資源

の先導的技術の研究開発を行う。さらに、温暖化ガスの元凶である二酸化炭素を吸収・固

定し、酸素を供給する樹木・森林を循環活用するとともに、その空間を地球生存圏保全の

ために開発・創生することも目的とする。 

以上、生存圏における太陽エネルギーに源を発する環境計測、資源形成・変換について、

未来志向型の広い専門分野間の有機的連携により、深くかつ先進的なレベルで取り組むこ

とは、直前に迫っている資源・エネルギーの枯渇、地球温暖化等、環境の危機的状況に対

して、世界を先導する新しいパラダイムを開拓し、社会基盤を化石資源の消費から、再生

可能な太陽エネルギーの変換利用に変革する原動力となり、そのことが 21 世紀における人

類の生存と繁栄、すなわち自然と調和・共生する持続的産業社会の発展に大きく貢献する

ことが期待される。一方、これら広い分野間にわたる生存圏に関する研究を遂行するため、

個々に深化した学問領域を有機的に連関させた分野横断的な問題解決型学問領域の開拓と、

それを担う人材を育成し社会に輩出していくことも、本生存圏研究所の重要な役割である。 
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2．研究活動 

 
2．1 研究組織  
 生存圏研究所は生存圏に関する研究を行うとともに、大学附置全国・国際共同利用研

究所として、大型装置・特殊設備、データベースおよびプロジェクトを国内外の大学やそ

の他の研究機関の共同利用に供することを目的とする。生存圏研究所の組織図およびその

構成図を図 1 および図 2 に示す。研究所には所長を置き、その下に研究所を運営するため

の協議員会、教授会および運営委員会を設置する。また、2 名以内の副所長を置くことがで

きる。 

協議員会は研究所の最高意思決定機関であり、研究所の専任教授ならびに学内の関連部

局の長(農学、工学、情報学、理学研究科および宇治構内研究所の代表部局)で構成される。

教授会は研究所の専任教授で構成され、協議員会から付託される事項を審議する。 
研究所は、中核研究部、開放型研究推進部、生存圏学際萌芽研究センターから構成され

る。また、中核研究部の各分野で蓄積された個別の科学的成果を統合し、より先進的なレ

ベルで問題解決型の 4 つの研究ミッションに取り組む。 
 

2．1．1 中核研究部 

中核研究部は、生存圏に関わる基礎研究を行う専門家集団であり、それぞれの知識・技

術を相互に融合していくことによって、2．1．4 項で具体的に述べられる研究ミッションを

遂行する。中核研究部には 3 つの研究系、すなわち「生存圏診断統御研究系」、「生存圏戦

略流動研究系」、「生存圏開発創成研究系」を設ける。「生存圏診断統御研究系」には 7 つの

研究分野を置き、資源としての木質の形成機構解析・制御に関する研究、および、電波を

用いた大気環境の計測・診断に関する研究を行うことを通して、生存圏に生起するさまざ

まな事象の把握およびその機構の解析・制御を行う。「生存圏開発創成研究系」には 7 つの

研究分野を置き、木質資源の理想循環システムの構築に関する研究、および、宇宙環境の

計測と評価, 宇宙太陽発電に関する研究を行うことを通して、生存圏を維持・拡大するため

に必要な技術や材料の開発を行う。一方、「生存圏戦略流動研究系」には、外国人および国

内の客員用の 3 分野を設け、常勤の研究者のみではカバーできない領域の研究を推進する。

各分野の研究内容は 2．2．1 項で述べる。 
 
2．1．2 開放型研究推進部 

 開放型研究推進部は、研究成果に基づく産官学共同研究の推進や技術移転、大学附置全

国共同利用研究所としての円滑な運用、海外研究機関・大学との連携による国際研究拠点

としての役割などを果すために、「生存圏全国共同利用研究分野」および「生存圏国際共同

研究分野」から構成される。開放型研究推進部では、①大規模装置・実験設備の共同利用、

②情報資料・観測データベースの提供、③ミッションに関わる共同研究プロジェクトの立

案・主導、を推進する。全国・国際共同利用を推進するために、共同利用項目に対応した
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専門委員会を設置する。また、中核研究部および学際萌芽研究センターと協力して、研究

成果の活用、社会との連携を強化する。 

 
図 1 生存圏研究所組織図（1） 

中核研究部 
 生存圏診断統御研究系 
   バイオマス形態情報分野 
   バイオマス変換分野 
   森林代謝機能化学分野 
   森林圏遺伝子統御分野 
   大気圏精測診断分野 
   大気圏環境情報分野 
   レーダー大気圏科学分野 
生存圏戦略流動研究系 

   先進研究分野（国内客員） 
   総合研究分野（外国人客員） 
   圏間研究分野（外国人客員） 
生存圏開発創成研究系 

   生物機能材料分野 
   循環材料創成分野 
   生活圏構造機能分野 
   居住圏環境共生分野 
   生存科学計算機実験分野 
   生存圏電波応用分野 
   宇宙圏電波科学分野 

 開放型研究推進部 
   研究推進部長 
   生存圏全国共同利用研究分野 
   生存圏国際共同利用研究分野 

生存圏学際萌芽研究センター 
   センター長 
   萌芽研究分野 
   融合研究分野（学内共同利用） 
   学際研究分野（学内共同利用） 

協議員会 

専任教授会 

運営委員会 

ミッション 
推進委員会 

所 長 副所長 
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図 2 生存圏研究所構成図 
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2．1．3 生存圏学際萌芽研究センター 

生存圏学際萌芽研究センターは、萌芽研究分野、融合研究分野（学内共同）、ならびに学

際研究分野（学内共同）の 3 分野から構成される。生存圏ミッションに関わる融合的、萌

芽的研究を発掘し、中核研究部および開放型研究推進部へとフィードバックする創成的新

領域の開拓を目的とする。その創成的新領域の開拓推進のためにミッション専攻研究員を

配置する。また、学際新領域の開拓に際して当研究所教官が網羅できない研究領域を補う

ために、学内客員(兼任)を招聘し、人間生活圏から森林圏、大気圏、宇宙圏に至る圏間科学

を推進し、これら４圏を融合した生存圏の学際新領域への展開に努める。さらに、フォー

ラム、講演会、シンポジウム、研究会などを企画し、研究成果を公表して生存圏が包摂す

る４圏のより深い相互理解と協力を促し、これに基づく新たなミッション研究を創成・推

進することも任務の１つである。 
 
2．1．4 ミッション 

生存圏研究所は、生存圏の正しい理解と問題解決のために「環境計測・地球再生」、「太

陽エネルギー変換・利用」、「宇宙環境・利用」、「循環型資源・材料開発」の 4 つのミッシ

ョンを設置し、これに中核研究部の各分野で蓄積された個別の科学的成果を統合して、よ

り深くかつ先進的なレベルで取り組む。中核研究部の各分野に所属する研究者は 4 つのミ

ッションに参画する。ミッションは 6～12 年毎に見直しを行う。各々のミッションの概要

は以下の通りである(図 3～6 参照)。 
 
[ミッション 1：「環境計測・地球再生」] 
 大気圏・森林圏の計測や圏間相互作用を明らかにし、そこから生まれる森林資源の蓄積・

利活用を進めるべく、レーダーや衛星による大気の運動、炭素・水等の大気微量成分の正

測、熱帯樹木の年輪を利用した環境変動の研究、炭素固定能力の高い樹木の分子育種、有

用遺伝子を活用した環境修復などに取り組む。さらに、炭素循環に重要な役割を果たす水

圏に関する研究との連携を図る。 
 
[ミッション 2：「太陽エネルギー変換・利用」] 
 CO2削減に繋がる宇宙太陽発電・バイオマスエネルギーの実用化に向けた技術基盤を構築

するため、太陽エネルギーの直接的利用である宇宙太陽発電所の根幹技術としてのマイク

ロ波エネルギー伝送技術の開発、微生物・熱化学的方法を用いた木質バイオマスのバイオ

フューエル、バイオケミカルス、高機能炭素材料への変換などに取り組み、圏間の有機的

連関の上に太陽エネルギーを変換・利用する新しい学際的学問領域創成のための基盤技術

確立を目指す。 
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[ミッション 3：「宇宙環境・利用」] 
 宇宙空間に存在するプラズマ、宇宙線、惑星間物質等に関する研究を発展させるととも

に、それらが生命体、材料等に与える影響を検討することにより、地球近傍の宇宙空間の

環境調査と月および惑星の探査技術の開発、並びにそれらの環境を利用した研究を行いま

す。宇宙および室内での実験と計算機実験を駆使して、宇宙自然環境・飛翔体環境の定量

解析、さらには、これらの環境下での木質系新素材の開発、利用などの研究を推進し、宇

宙空間を人類の新たな生活圏に拡大していくための技術基盤の構築を目指す。 
 
[ミッション 4：「循環型資源・材料開発」] 
  地球上のバイオマスの 95%を占める森林(木質)資源について、生産－加工－利用－廃棄の

各段階における環境負荷低減のための新技術を、人間生活圏、森林圏、大気圏における炭

素循環とリンクさせて統合的な開発を行う。すなわち、分子育種による炭素固定能の高い

材木の創成、木質エコロジー住宅に関係する新素材、および新リサイクル法などの開発に

より、生存圏基盤の構築を行うことを目的とする。さらに、マイクロ波送電技術を応用し

た新規材料開発などの新たな試みにも取り組む。 

 

  

グローバル解析

リモートセンシング
技術開発

赤道大気観測

大気圏

海洋・湖沼

樹木分子育種

電離層

重金属除去
環境修復

環境計測

代謝　　
木質形成

炭素固定
物質生産

酸素発生
物質循環 森林圏

大気循環・大気波動

        
 

図 3 ミッション 1：「環境計測・地球再生」 
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太陽エネルギー

マイクロ波送電

変換

CO2固定

利用・変換

木質系バイオマスの
エネルギー・
化学資源変換

利用・変換

マイクロ波
応用

共生

CO2排出
受電システム
（レクテナ）

エネルギー・化学資源

宇宙太陽発電（SPS） ・循環型社会の
形成
・太陽エネルギーの
有効利用

図 4 ミッション 2：「太陽エネルギー変換・利用」 
 
 

図 5 ミッション 3：「宇宙環境・利用」 
 

マイクロ波による
エネルギー伝送

大型宇宙建造物環境

バウショック面

宇宙太陽発電所
(SPS)

国際宇宙ステーション

科学衛星による
宇宙電磁環境探査

電子スケール擾乱

磁気圏環境地球磁気圏

• 人類生存圏としての宇宙空間プラズマ電磁環境の理解とその観測器開発
• 宇宙環境での木質系材料の機能制御と宇宙環境用木質系新材料の開発

（融合萌芽プロジェクト）

超小型観測器の開発

宇宙環境シミュレータ（計算機システム）
を用いた宇宙環境解析・予測

木質系材料の適応性、
新規開発

地球

科学衛星

非線形プラズマ
過程の解析
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図 6 ミッション 4：「循環型資源・材料開発」 
 
 
2．2 研究内容 
2．2．1 各分野の研究概要 
《生存圏診断統御研究系》 
[バイオマス形態情報分野] 
バイオマス形態情報分野では、森林資源を細胞壁の構造や成分の変異と生物多様性の観

点から診断・分析し、森林資源の保全と持続的利用に関わる基礎研究を行う。バイオマス

の 95%と言われる木質は全て細胞壁によって構築されているので、細胞壁形成の分子機構

や 3 次元構成をミクロなレベルで明らかにすることは、化石資源に替わる高効率な再生産

や高度利用法開発の基礎となる。さらに、樹木年輪を指標に古環境の復元や大気環境の変

動に関する研究を推進し、生存圏の診断に資する。 
 
[バイオマス変換分野] 
バイオマス変換分野では、地球共生圏の社会活動の基盤となるエネルギー・化学物質を

再生可能資源である木質バイオマス成分から微生物機能を利用して生産する基礎的研究を

行う。特に、リグニン分解性担子菌の、(1)菌体外酸化機構の解析、(2)鍵酵素の発現制御機

構解析、(3)遺伝子工学による形質転換、(4)生物模倣型化学反応の開発、に注力し、環境負

荷の少ない未来型エネルギー・化学資源生成プロセスを構築することを目指す。 
 

樹木分子育種樹木分子育種
木質エコ住宅群木質エコ住宅群

SPSSPS
マイクロ波送電マイクロ波送電

環境共生型

メンテナンスシステム

環境共生型

メンテナンスシステム

快適な住環境設計快適な住環境設計

低環境負荷型木質材料低環境負荷型木質材料

サブリサイクル技術サブリサイクル技術 バイオエネルギーバイオエネルギー
バイオマスカーボンバイオマスカーボン

植林植林 里山共生林里山共生林

廃棄廃棄

リサイクルリサイクル

環境保全林環境保全林生産生産

加工・利用加工・利用

資源循環利用林資源循環利用林
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[森林代謝機能化学分野] 
森林代謝機能化学分野では、森林環境を保全しつつ、循環型社会に不可欠な再生可能資

源である木質を安定に供給するための生化学的基礎研究を行う。すなわち、生物有機化学

から分子生物学にいたる手法を用い、樹木フェニルプロパノイド生合成調節の分子機構を

解明するとともに、循環型社会に適合する木質を代謝工学的に産生するための基礎研究を

行う。さらに、樹木への養分供給に必須である樹木共生菌、腐生菌の炭素代謝機能を解明

し、森林圏の回復、優良森林資源の供給に資する基礎研究を行う。 
 
 [森林圏遺伝子機能統御分野] 
森林圏遺伝子機能統御分野では、植物分子生物学の手法を駆使して、一次および二次代

謝産物の生合成や輸送に関与する有用な遺伝子を見出し、その発現特性や機能を分子・細

胞レベルで解明することにより、森林圏における樹木植物の生命活動の分子基盤を明らか

にする。さらに特徴ある遺伝子を用いた有用植物の分子育種により、物質生産や環境修復

を行い、生活圏の健全な維持に資する。 
 
[大気圏精測診断分野] 
大気圏精測診断分野では、電波・光・音波を利用して大気状態を計測する多様な観測装

置を有機的に組み合わせて大気現象のいろいろな側面を多角的に研究し、また、新しい観

測手法や既存測器の新しい利用法を開発する。さらに、海外、特に赤道域における長期観

測を国際共同で推進して、生存圏としての地球流体圏の計測に寄与する。 
 
[大気圏環境情報分野] 
大気圏環境情報分野では、ゾンデ、ライダー、レーダー、ロケットなどによる定点では

あるが精緻な観測と、衛星からのリモートセンシングに代表されるグローバルな観測を相

互補完的に実施・利用し、大気環境に関わる情報を総合的に解析することによって、人間

の生存基盤の 1 つである大気圏を中心とした地球大気状態のモニタリング・診断を行う。 
 
[レーダー大気圏科学分野] 
レーダー大気圏科学分野では、MU レーダー及び下部対流圏レーダーをはじめとする大

気レーダー開発で培ったレーダー技術を基盤として新たな大気観測手法および大気レーダ

ーの開発を行い、人類の生存圏と密接に関連する大気現象の解明に資する。観測は国内外

で行い、海洋上の観測も視野に入れる。また赤道大気レーダー観測所を拠点に熱帯域での

フィールド研究を推進する。 
 
《生存圏戦略流動研究系》 
[先進研究分野（国内客員）] 
社会の変革にフレキシブルに対応し、重点研究課題(ミッション)に関連するより特化・深
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化した先進的研究を実施する国内客員研究分野である。例えば、環境計測に関連するレー

ダー技術開発、太陽エネルギー変換・利用に関連するマイクロ波送受電技術やバイオエネ

ルギープラントの開発、宇宙環境・利用に関連する宇宙機搭載小型軽量観測機器の開発、

循環型資源・材料開発に関連する木質ナノ材料開発などの研究・開発を実施する。 
 
[総合研究分野（外国人客員）] 
生存圏研究における個々の領域の研究成果を、より広い視野から検討し、生存圏を人類

の生活の場として確立するための総合的な研究を推進する外国人客員研究分野である。自

然科学系、人文系にこだわらず、より広範囲に人材を求め、生存圏を構成する「生活圏」、

「森林圏」、「大気圏」、「宇宙圏」をひとくくりとして、人類がこの生存圏の中で生きてい

くために必要な科学的視点、社会的視点の両方を加味し、総合的に研究を行う。 
 
[圏間研究分野（外国人客員）] 
生存圏を構成する各圏の相互のつながりを特に重点的に研究を行う外国人客員研究分野

である。当生存圏研究所が取り組んでいる複数の圏にまたがる知識を有する外国人研究者

を招聘し、常勤の研究所研究者との共同研究を展開しながら、生存圏を構成する各圏間の

つながりとその人類の生活に対して与える影響について研究を行う研究分野である。 
 
《生存圏開発創成研究系》 
[生物機能材料分野] 
生物機能材料分野では、研究ミッションである循環型資源・材料開発や研究プロジェク

トである木質エコロジー住宅の開発のための基礎的な研究を分担し、環境調和型木質系新

素材および新規機能性高分子材料の開発、木質の新しい加工技術の開発、木質住宅におけ

る居住特性についての研究を行う。 
 
[循環材料創成分野] 
循環材料創成分野は、生産から消費、廃棄、再生利用にいたる一連の木質生産利用循環

システムの構築に寄与するために、木質の構造と機能を生かした低環境負荷型木質材料や

木質系炭素材料を創成し、バイオエネルギー化技術やリサイクル技術の開発を行う。 
 
[生活圏構造機能分野] 
生活圏構造機能分野が目指す研究目的は、地球上で最も環境負荷が小さく、かつ理想的

資源循環系を形成可能な唯一の工業材料である木材を構造材料とした、木質空間構造(建物、

橋、その他)の構造耐力発現機構を解明し、生活圏環境に出来るだけ負荷をかけない自然環

境調和型木質空間を創成することにある。 
 
[居住圏環境共生分野] 
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居住圏環境共生分野では、自然生態系における木質共生系、および都市あるいは住宅生

態系における木質共生系、という木質資源を核とした 2 つの共生系に関する基礎的研究を

基に、環境共生型の総合的木材保存システムの開発、木材劣化生物を利用した環境浄化や

エネルギーの創製、木質系炭素材料の研究開発、など生存圏における未来型資源循環シス

テムの構築を目指す。 
 
[生存科学計算機実験分野] 
生存科学計算機実験分野では、高速計算機を用いた大規模なプラズマシミュレーション

を用いて、人類がその生存圏として進出していく宇宙空間の電磁環境解析、および、宇宙

人工構造物周辺での環境アセスメントなどを行い、21 世紀後半に必要となる人類の新たな

宇宙空間生存圏の確立に寄与する。 
 
[生存圏電波応用分野] 
人類の生存基盤の一つであるエネルギーに関し、生存圏電波応用分野では、電波をエネ

ルギーの一形態として、そして同時に、そのエネルギーの伝達媒体として利用し、マイク

ロ波を応用した新しい生存基盤に関する研究開発を行う。更に、エネルギー・環境問題の

一つのソルーションとしての太陽発電衛星の研究を通して未来への人類の発展に寄与する。 

 

[宇宙圏電波科学分野] 

宇宙圏電波科学分野は、宇宙空間・惑星空間における人工衛星による環境探査、および 

そのための探査技術開発を行う他、宇宙利用の一つとしての宇宙太陽発電衛星の開発を通

して、人類がその生存圏を宇宙へと延ばしていく過程において必要となる宇宙環境に関す

る知見を提供し、また、その宇宙空間の具体的利用形態を提案していくことにより、21 世

紀後半に必要となる人類の新たな宇宙空間生存圏の確立に寄与する。 
 
2．2．2 全国共同利用研究 
2．2．2．1 MU レーダー（信楽 MU 観測所） 

[概要] 

MU レーダー（中層・超高層大気観測用大型レーダー；Middle and Upper atmosphere radar）

は、滋賀県甲賀市信楽町の信楽 MU 観測所内に設置されたアジア域最大の大気観測用大型

レーダーである。高度 2 km の対流圏から、高度 500 km の超高層大気(熱圏・電離圏)にいた

る大気の運動、大気循環を観測する。昭和 59 年(1984 年)の完成以来、全国共同利用に供さ

れ、超高層物理学、気象学・大気物理学、天文学・宇宙物理学、電気・電子工学、宇宙工

学など広範な分野にわたって多くの成果を上げてきた。また近年は信楽 MU 観測所に多く

の関連観測装置が集積しつつある。今後は MU レーダーの新機能や周辺観測装置を一層充

実させ、これらの共同利用を推進し、新たな観測機器開発のフィールド実験場としての発

展を図っている。また後述するように、平成 17 年度には共同利用の国際化がスタートした。 
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[施設・設備] 
 信楽 MU 観測所は、滋賀県信楽町の国有林内にあり、昭和 57 年度に開設された。観測装

置の中核をなす「MU レーダー」は、大型アンテナアレイを備えた大出力の中層・超高層大

気観測用 VHF 帯レーダーであり、昭和 59 年(1984 年)に完成した。MU レーダーの最大の特

徴は、各アンテナ素子に取り付けた合計 475 個の小型半導体送受信機をコンピュータで制

御することにより、高速でビーム方向を変え、またアンテナを分割して使用することがで

きる。MU レーダーの全景を図 7 に示す。大型大気レーダーとしての感度は世界で 4－-5 番

目のクラスだが、高速にビーム方向を走査するアクティブ・フェーズド・アレイ・アンテ

ナを備え、またアンテナやハードウエアの動作をコンピュータで設定可変できる柔軟なシ

ステムとなっており、これらを考慮した性能は世界唯一の高性能大気レーダーと国際的な

評価を得ている。MU レーダーには付加装置として、「実時間データ処理システム」(平成 4

年度)、「高速並列レーダー制御システム」(平成 8 年度)が導入され、観測機能の維持向上を

図ってきた。平成 15 年度には「MU レーダー観測強化システム」が導入され、送受信機・

アンテナ・給電系統の損失の低下が図られるとともに、空間領域及び周波数領域のレーダ

ーイメージング観測が観測となった。この新しいシステムによって、新しい観測方法の開

発とさらなる観測データの蓄積による地球大気科学への貢献が期待されている。 
信楽 MU 観測所には、共同利用者のための研究室、研修室、宿泊施設などがあり、利用

者からの測定機器等の持ち込みや、研究会の開催などの便も計られている。また多数の観

測装置が設置され、共同利用に供されている。例えば「二周波共用型気象レーダー」は、

5~GHz および 14~GHz の二周波数の電波を用いて雨滴を観測し、その強度差から電波の降

雨減衰等を測定するものである。また「電離圏観測装置」(アイオノゾンデ)は、短波帯の電

波を垂直に打ち上げ、電離層からの反射波を解析して電子密度の高度分布を観測する装置

である。「ラジオゾンデ」は、小型気球に観測装置を取り付けて放球し、高度 30~km 付近以

下の気圧・気温・湿度分布を測定する目的で用いられる。さらに「地上観測装置」や「降

雨強度計」(高感度自記雨量計)による地上の気圧・気温・湿度・風向・風速・降雨量の同時

測定、「気象衛星受信装置」を用いた雲の広域分布図の実時間取得も可能である。平成 11

年度は「レーダー・ライダー複合計測システム」を導入して、中層大気及び下部熱圏の観

測体制を強化し、本格的な光電波複合観測が開始している。(図 7 にライダー観測の様子を

示す。)信楽 MU 観測所には、更に MU レーダーと協同観測する小型レーダー（下部対流圏

レーダー(LTR)、ミリ波レーダー、下部熱圏プロファイラレーダー(LTPR)）や、大気光観測

装置、RASS 用音波発射装置など大小の観測装置が結集しており、国内の大気観測の一大拠

点となっている。今後はこれらの観測装置を活用した活発な共同利用が期待されている。 
 
[共同利用の状況] 
 MU レーダーの運用は「MU レーダー観測全国共同利用」によって行われている。課題の

公募は年間 2 回であり、前期(4～9 月)と後期(10～3 月)のにわけて実施している。応募課題

は「MU レーダー共同利用専門委員会」によって審査され、観測スケジュールが決定されて
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いる。その運用時間は年間約 3,000 時間以上であり、その効率的運用は国際的にも高く評価

されている。採択課題と運用時間の約 60%は中層・下層大気研究に当てられ、40%が電離圏・

熱圏観測とレーダー応用技術開発に当てられている。申請される観測延べ時間が共同利用

観測に供することのできる合計時間の 2 倍以上となるため、「大気圏」および「電離圏」の

それぞれを対象とする標準的観測を定期的に設けて、数件の研究課題が同じ標準観測デー

タを共用する形で実施されている。また観測時間を重点的に割り当てる「キャンペーン観

測」も行われている。これまでの共同利用課題数と観測時間の推移を図 8 に示す。 

平成 17 年度から信楽 MU 観測所及び MU レーダーの共同利用が国際化された。このため

平成 16 年度中からMUレーダー共同利用専門委員に 2 名の国際委員(アドバイザー)を加え、

国際共同利用実施のための議論を開始してきた。平成 17 年度前期中に、国際委員を中心と

する専門家集団を構成し、そこからの推薦で利用者を募った。外国からの初めての応募課

題は 2 件(フランスと台湾から 1 件ずつ)であり、9 月に実施された共同利用専門委員会で審

議の上採択された。いずれの課題も順調に実施されつつある。 

「MU レーダー観測データベース共同利用」によって、1991 年度より長期間に蓄積され

たデータの利用が進められてきた。ここでは観測データのうちセンターが行っている標準

観測については観測後直ちに、その他の観測については 1 年を経過したデータを、共同利

用に供することとしている。受付は随時とし、前年度からの継続課題については 4 月から

翌 3 月を期間とする年 1 回の公募を行ってきた。観測データの一部はディスクアレイ上に

保管されており、オンライン・アクセスが可能になっている。大量のオリジナルデータを

利用するためには、研究所に来所してテープその他へのコピーが必要である。以上のよう

に過去 15 年間にわたって継続実施されてきた本共同利用事業は、平成 18 年度からは「生

存圏データベース共同利用」に発展的に統合され実施されることとなった。今後はデータ

ベース利用のための受付、データの取得、利用報告などほぼ全ての部分をホームページを

利用したオンライン処理にて実施される(http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/dbhs)。 

図 7 信楽 MU 観測所に設置された MU レーダー全景(左図)とライダー観測の様子(右図) 
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図 8  MU レーダー観測共同利用の観測時間及び課題数の年次推移 

 
2．2．2．2 先端電波科学計算機実験装置(A-KDK) 

宇宙プラズマ、超高層・中層大気中の電波現象の計算機実験による研究を推進させるた

めに、全国共同利用設備として平成 4 年度に電波科学計算機実験装置(KDK)、平成 10 年度

に先端電波科学計算機実験装置(A-KDK)を設置し、平成 5 年度からこれらを用いた共同利用

を行っている。平成 15 年度には A-KDK のレンタル更新を行い、512GB の共有型主記憶、

128 スカラープロセッサ搭載の並列高速演算装置を中心とした電波科学計算機実験専用シ

ステムによる共同利用を行っている。また、昭和 62 年度以降、大型計算機センターにおけ

る計算機実験研究者の利用負担金を補助する形でその共同利用研究を支援してきている。

これらの共同利用は、毎年全国から研究課題を公募し、電波科学計算機実験専門委員会で
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審査して運営委員会で採択決定の上、実施されており、毎年 40 件前後の研究課題が採択さ

れている。 

A-KDK システムは電波科学に関する計算機実験専用システムであり、CPU 時間及び主記

憶の利用に大きな制限を設けずに大型計算機センターではできない大規模計算機実験を行

うことができる。本共同利用で得られた成果の多くは、学術論文として公表されている。

また、研究成果の発表の場として、年度毎に KDK シンポジウムを開催している。代表的な

研究としては、GEOTAIL 衛星波動観測器で観測された広帯域静電ノイズの波形が、電子ビ

ーム不安定性から非線形段階へ発展した孤立ポテンシャルであることをA-KDKを用いた大

規模計算機実験により世界で初めて明らかにしたことが挙げられる。 

AKDK は約 40 の研究課題が採択されており、各ユーザーはネットワークを通して割り当

てられた CPU 間内で大規模計算機実験の実行が随時可能である。一般に、複数のユーザー

の下で並列計算機のすべての CPU を常時フル稼働させることは困難であるが、平均して 70

から 80%の高い CPU 占有率を保った運用を行っている。また１ヶ月あたりのジョブ投入実

行数も数百件あり、CPU 時間継続を申請する研究課題も数件あった。ただ、長時間の待ち

状態ジョブの扱いやプログラムの並列チューニングなどの点で多少問題もあった。スカラ

並列マシンによる KDK 共同利用は初めてでありその運用も手探り状態であったが、次年度

は、今年度の経験を元により高効率な運用を模索し実行する予定である。 

当研究所は、所内の宇宙圏研究グループが長年開発してきた電磁粒子シミュレーション

コード(KEMPO)による地球磁気圏プラズマ電磁環境のシミュレーション研究を中心にして、

国内の電波科学に関する計算機シミュレーション研究の拠点となっている。今後も引き続

き本共同利用を更に発展させ、宇宙プラズマ環境や超高層大気環境解析に加え、宇宙太陽

発電所(SPS)など宇宙電波応用や衛星など宇宙飛翔体環境のアセスメントなど実用的な電波

科学に関する計算機実験も本格的に行う。これにより、生存圏の中の宇宙圏電磁環境に関

する計算機実験研究拠点としての役割を果たすとともに、当該研究分野の発展に貢献して

いく。また、今後、プロジェクト型課題の公募も検討し、その中で必要であれば、海外ユ

ーザーによるＫＤＫ利用も試行し、国際共同利用へつなげていく計画である。 

 
2．2．2．3 マイクロ波エネルギー伝送実験装置(METLAB) 

マイクロ波によるエネルギー伝送実験を行うためのシステムで、平成 7 年度に、センタ

ー・オブ・エクセレンスによる先導的研究設備経費として大規模実験施設「マイクロ波エ

ネルギー伝送実験装置 METLAB(Microwave Energy Transmission LABoratory)」が設置された。 

本システムは、大電力マイクロ波によるエネルギー伝送実験を安全、かつ効率的に行う

ためのものである。システム全体は、電波的に見た準自由空間であり、マイクロ波に対し

無反射で、また外部への放射もない密室である、「電波暗室」、実験計測結果の取得及び、

電波暗室内部機器の制御を行う「計測室」とその内部に配置される「計測システム」、及び、

電源関係の「機械室」とからなる。高耐電力電波吸収体(1 W/cm2以上)を配した電波暗室の

大きさは、幅および高さが 7 m、長さが 16 m で、その横に計測室がある。本システムは、
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特に、大電力のマイクロ波によるエネルギー伝送実験を主目的に設計されており、内部に

配置された電波吸収体は、その大電力マイクロ波に耐え得るような素材が選ばれている。 

2.45GHz、5kW のマイクロ波電力をマグネトロンで発生させ、直径 2.4m のパラボラアン

テナから電波暗室内部に放射することが出来る設備も備えている。このマイクロ波送電シ

ステムを用いることで高密度のマイクロ波を発生させることが出来るため、従来は研究が

困難であったマイクロ波エネルギー伝送実験及び研究が容易に行うことが可能となる。 

また、計測システムとしても、アンテナのパターン特性を正確に測定するために必要な

「ターンテーブル」、「XY ポジショナ」などをもち、これらが計測室から遠隔操作でコント

ロールできるため、実験を円滑に行うことができる他、各種測定装置も設置され、本シス

テムは、「マイクロ波によるエネルギー伝送実験」を本格的に行うことのできる全国的にみ

ても希少な施設であり、「マイクロ波による電力伝送技術」の確立に大きな役割を担ってい

るといえる。 

さらに平成 12 年度には研究高度化設備費(COE 分)として「宇宙太陽発電所マイクロ波発

送受電システム」が、さらに平成 13 年度には「5.8 ギガ宇宙太陽発電無電電力伝送システ

ム」が導入された。この両システムを総称して宇宙太陽発電無電電力伝送システム

SPORTS(Space POwer Radio Transmission System)と呼び、前者を SPORTS2.45、後者を

SPORTS5.8 と呼ぶ。 

SPORTS2.45 は METLAB を更に高度に利用するための設備で、太陽電池駆動によるマグ

ネトロンアクティブフェイズドアレイ・マイクロ波送電サブシステム、マイクロ波受電サ

ブシステム、近傍界測定サブシステムから構成される。マイクロ波送電サブシステムは

2.45GHz、4kW の 12 素子位相制御(5-bit)マグネトロンアレイであり、目標位置推定のレトロ

ディレクティブ方式を採用している。近傍界測定サブシステムはアンテナ近傍界データを

取得し、遠方界データに変換するためのシステムであり、NSI 製の X-Y スキャナとソフト

ウェアから構成されている。マイクロ波受電整流サブシステムは 2mφ レクテナアレイであ

る。このシステムは宇宙太陽発電所 SPS を地上で模したシステムであり、計画が進んでい

る SPS の基礎研究を行うために用いられる。 

SPORTS5.8 は SPORTS2.45 をさらに発展させたもので、5.8GHz の位相制御マグネトロン

を 9 台用いたマイクロ波送電サブシステム、半導体素子を用いたビーム形成制御サブシス

テム、マイクロ波受電整流サブシステム、パラボラを用いた 3 素子アクティブ・フェイズ

ド・アレイ、PLL 制御マグネトロン発振器、展開型反射鏡システム等の他、真空装置、パ

ルス電源、ボンディングマシン等の測定及び開発補助機器、METLAB に次ぐ実験棟である

宇宙太陽発電所研究棟(略称 SPSLAB)から構成される。5.8GHzCW のマグネトロンは世界に

例を見ないものであり、しかもその位相制御型を用いたフェイズドアレイは世界唯一のシ

ステムである。ビーム形成制御サブシステムは 144 素子のフェイズドアレイで、半導体増

幅器を利用して 5.8GHz、約 14W を放射するシステムである。目標位置推定方法として、ス

ペクトル拡散符号化したパイロット信号を用いたレトロディレクティブ方式を採用してい

る。この目標位置推定システムはマイクロ波送電サブシステムでも用いることができる。
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また、マイクロ波受電整流サブシステムは宇宙空間での実験を想定し、展開収納型のレク

テナアレイを導入した。無指向である C60 フラーレン擬似球形構造と、平面構造をとるこ

とが可能である。 

SPSLAB は METLAB に次ぐ新しい実験棟であり、METLAB の隣に併設されている。

SPORTS2.45として導入された近傍界測定サブシステムが設置されている 100dBシールドル

ームをはじめ、30dB シールド実験室や実験準備室等を備え、マイクロ波エネルギー伝送及

び宇宙太陽発電所の研究を発展させることができる。 
本設備はマイクロ波送電のみならず様々な生存圏科学の計測器・機器開発・材料開発に

利用できるため、全国の研究者からの全国共同利用化の要望が多かった。そのため本設備

の平成 16 年度からの共同利用化を目指し，平成 15 年の初めに METLAB 共同利用専門委員

会を発足させた。平成 15 年度に 3 回の委員会を開催し，とりわけ本装置固有の問題を中心

に実施方法に関するご意見，ご助言をいただき，平成 16 年 1 月に公募を実施，16 年度から

の利用承認を行った。平成 16 年度の共同利用採択実績は学内 2 件，他大学 4 件，独立行政

法人 1 件、平成 17 年度の共同利用採択実績は学内 6 件，他大学 4 件，独立行政法人 2 件で

あった。平成 17 年 12 月末での来所のべ日数は 114 日であり、本共同利用設備は特に開発結

果を測定に来る利用方法であるために後期に利用が集中し、10 月以降はほぼ毎日の利用が

実施されていた。毎年年度末には共同利用の成果を元にシンポジウムを実施しており、平

成 16 年度 17 年度共に電子情報通信学会宇宙太陽発電研究会との共催で実施された。「開発

結果を測定に来る利用」である本共同利用設備の効率的な運用方法を今後も模索しながら

今後も精力的に全国共同利用を推進していく。 

共同利用に関するホームページ: http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/metlab/ 

 
2．2．2．4 赤道大気レーダー(EAR) 

 [概要] 

赤道大気レーダー(Equatorial Atmosphere Radar; EAR)は、地球大気変動の駆動源であるイ

ンドネシア域の赤道大気観測を目的として、インドネシア共和国西スマトラ州(東経 100.32

度、南緯 0.20 度)に設置された大型大気レーダーである。送信出力が MU レーダーの 10 分

の 1 である以外は MU レーダーとほぼ同様の機能を備えており、対流圏から電離圏にわた

る広範な大気の諸現象が観測可能である。EAR の運用は、インドネシア航空宇宙庁(LAPAN)

との協力により行われており、2001 年 7 月から長期連続観測を継続してきた。EAR の周辺

に気象レーダーや光学機器を主とする様々な観測装置が集積されつつあり、赤道大気観測

の一大拠点としての整備が進められてきた。後述するように、EAR では平成 17 年度後期か

ら全国・国際共同利用を開始している。初回の課題数は 22 件であり、うち 4 件がインドネ

シア研究者からの応募であった。 

 

[施設・設備] 

近年、大気環境変動を全地球規模で理解することの重要性に対する認識が深まっている。
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大小様々の島々が全赤道周長の 1/8 を占める領域に点在しているインドネシア域は、世界最

高温の海水に囲まれた「海洋大陸」とも言うべき地域であって、地球大気変動の最も重要

な駆動域として以前から注目を集めてきた。我々は、1980 年代からインドネシア赤道域に

おける各種の観測・研究を積極的に行ってきた。それらは 1990 年にインドネシア航空宇宙

庁(LAPAN)と共同で実施したラジオゾンデ観測、1992 年から現在までインドネシア共和国

技術評価応用庁(BPPT)との共同でジャカルタ郊外において継続している流星レーダーと境

界層レーダー観測、1995 年からのカリマンタン島における中波(MF)レーダーの日・豪・イ

ンドネシア共同での建設と運用、1998 年からのスマトラ島における 2 台目の境界層レーダ

ー観測の開始、などである。 

これらの活動の延長として、平成 12 年度末に赤道大気レーダー(Equatorial Atmosphere 

Radar; EAR)が、インドネシア共和国のスマトラ島中西部に位置する西スマトラ州コトタバ

ンに完成した。EAR の全景とアンテナ部を図 9 に示す。本装置は、周波数 47MHz、3 素子

八木アンテナ 560 本から構成される直径約 110 m の略円形アンテナアレイを備えた、大型の

大気観測用レーダーである。小型の送受信モジュールが全ての八木アンテナの直下に備え

られたアクティブ・フェーズド・アレイ構成をとっており、MU レーダーと同様にアンテナ

ビーム方向を天頂角 30 度以内の範囲で自由に設定し、送信パルス毎に変えることができる。

全体の送信出力が 100 kW と MU レーダーの 10 分の 1 である以外は、ほぼ同様の機能を備

えており、赤道域に設置されている大気レーダーの中で世界最高性能を誇る。EARはLAPAN

との共同で運営されており、図 10 に示すように、2001 年 7 月から現在まで長期連続観測を

続けてきた。更に平成 13 年度から平成 18 年度までの 6 年計画として、EAR を中心とした

様々な観測キャンペーンによって赤道大気力学の解明を目指す、特定領域研究「赤道大気

上下結合」(領域長: 深尾昌一郎)が実施中であり、同研究領域の下で各種観測装置が整備さ

れてきた(領域のホームページ http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/cpea/)。平成 16 年度に初の国際観

測キャンペーンを実施し、平成 17 年 11～12 月に第二回目のキャンペーンを成功裏に実施す

るなど、同研究領域では順調に赤道大気の総合研究を継続している。図 10 に示すように、

EAR は現在まで安定的に稼動を続けており、本研究所とは、静止衛星を用いたデータ通信・

電話回線で常時結ばれている。また EAR 観測データの 10 分平均値はホームページ上で逐

次公開されている。(EAR ホームページ http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/ear/) 

 

[共同利用の状況] 

本研究所の重要な海外拠点として、EAR は国内外の研究者との共同研究によって生存圏

の科学を推進するという大きな役割を担っている。同時にインドネシアおよび周辺諸国に

おける研究啓発の拠点として、教育・セミナーのための利用も想定される。EAR は平成 17

年度から全国・国際共同利用を開始している。 

共同利用の準備作業は、平成 16 年度より行われてきた。共同利用専門委員による議論の

結果、EAR の共同利用については、以下のような性格付けが行われている。(1) EAR の共同

利用は、施設が外国に位置することから必然的に「全国」「国際」型が重なった形態をとる
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こと、(2) 「国際」対応について、当初 2 年間(平成 18 年度まで)は、利用者を原則として日

本及びインドネシアからに限定して開始し、平成 19 年度から本格的な全国・国際共同利用

施設として運営すること、(3) 共同利用は「学術目的のみ」とし、海外からの利用者の資格

は個別に判断すること、(4) 有料利用については当面は行わないこと等である。また EAR

共同利用はいくつかの類型から構成される。 

a. EAR による観測 

b. EAR サイトへの持込み観測、観測場所としての利用 

c. EAR 観測データの利用 

これらをもとに平成 17 年度後期から発足するべく利用課題の公募を行った。初回の応募

課題数は 22 件であり、審査の結果全ての課題を採択して実施に移した。課題のうち 4 件が

インドネシア研究者からの応募であった。実際の観測実施については、EAR の特性を考慮

し、課題をいくつかのグループに分けてスケジュールする方式を取っている。また予算の

許す範囲において、EAR までの旅費(日本人研究者については日本から、インドネシア人研

究者についてはインドネシア国内旅費)を支給している。 

 
 

 
 

図 9 赤道大気レーダーの全景(上図)及びアンテナ近景(下図) 
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図 10 赤道大気レーダーによる長期連続観測の実績。ほとんどの期間、対流圏と下部成層圏

を対象とした標準観測が継続されている。また濃い色の期間では電離圏イレギュラリティ

の観測が実施された。図中の矢印はラジオゾンデ観測の実施期間を示す。 
 
 
2．2．2．5 居住圏劣化生物飼育棟(DOL)、生活・森林圏シミュレーションフィールド(LSF) 

これら 2 つの設備は、平成 17 年度から新しく全国共同利用化されたものである。 

DOL は、木材及びそれに類する材料を加害する生物を飼育し、材料の生物劣化試験、生

物劣化機構、地球生態系・環境への影響(例えば、シロアリによるメタン生成)などを研究

する生物を供給できる、国内随一の規模を有する施設である。飼育生物としては、木材腐

朽菌、変色菌、表面汚染菌(かび)などの微生物とシロアリやヒラタキクイムシなどの食材

性昆虫が含まれる。従前より、木材や新規木質系材料の生物劣化抵抗性評価や防腐・防蟻

法の開発・研究に関して、大学だけでなく、公的研究機関、民間企業との共同研究を積極

的に遂行してきた。平成 17 年度には以下に示す 13 件の課題が採択され、6 月から共同利用

研究が開始された。採択研究課題は、新しい住宅断熱工法に対応した物理的防蟻材料の開

発、廃食用油を用いたリサイクル型木材保存剤の開発（室内試験による防蟻性能の迅速推

定評価）、木材の生物劣化の非破壊診断技術の開発、環境に配慮した木材保存技術の開発、

木材腐朽菌の遺伝資源データベース構築、高知県産スギ材の耐久性能（特に黒心材につい

て）、エクステリア部材として使用される各種輸入木材および合成木材の耐久性について、

イエシロアリの原産地特定を目的とした各地産同種巣内の好白蟻性昆虫・好白蟻巣性昆虫

の棲息調査、乾材シロアリによる木材の分解機構の解明と糖分解酵素の阻害剤を用いたシ

ロアリ防除法の開発、日本産地下シロアリの行動に及ぼす気流の影響、フィンランド産心
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持ちオウシュウアカマツ人工乾燥材の保存処理と生物劣化抵抗性、ヒラタキクイムシによ

る木材食害様式の明確化、天然成分等を活かした新しい木材保存剤の開発、などである。 

研究代表者の所属機関の内訳は 6 大学、5 公的研究機関である。参加研究者の総数は 57

名であり、大学、公的研究機関及び民間企業の 3 者からの成るバランスのとれた研究者構

成である。 

LSF は、鹿児島県日置市吹上町国有内に設置されたクロマツとニセアカシア、ヤマモモな

どの混生林からなる約 17,000 平方メートルの野外試験地であり、日本を代表する 2 種の地

下シロアリが生息し、これまで既に 25 年以上にわたって木材・木質材料の性能評価試験、

木材保存薬剤の野外試験、低環境負荷型新防蟻穂の開発や地下シロアリの生態調査等に関

して国内外の大学、公的研究機関及び民間企業との共同研究が活発に実施されてきている。

平成 17 年度には以下に示す 12 件の共同研究課題が採択され、DOL の場合と同じく 6 月か

ら共同利用研究が開始された。採択研究課題は、ノンケミカルな調湿材および断熱材を用

いた住宅床下の防蟻効果の検証、木酢・パラフィン注入処理した外装用アカマツ板材の耐

久性評価、表面処理したエクステリアウッドの耐久性評価、加圧注入用薬剤および高耐久

性樹種の長期耐久性試験、。新しい住宅断熱工法に対応した物理的防蟻材料の開発、ねこ部

材による床下環境の改善とその防蟻性能、廃食用油を用いたリサイクル型木材保存剤の開

発（野外試験による防蟻性能の実用評価）、環境に配慮した木材保存技術の開発、非設地・

非暴露条件下での保存処理、未処理木質材料の野外試験、木材の生物劣化の非破壊診断技

術の開発、森林の分解者及び消費者の生態系における役割に関する生態学的研究、床下設

置用防蟻板の野外性能試験、などである。 

研究代表者の所属機関の内訳は 6 大学、3 研究機関である。参加研究者の総数は 60 名で

あり、DOL の場合と同じく、大学、公的研究機関及び民間企業の 3 者からの研究者が参加

するバランスのとれた構成となった。 

両施設における平成 17 年度の採択課題については、ほぼ予想通りの件数及び参加者数と

なり、コミュニティーからのニーズの高さを再確認することができた。研究者のカテゴリ

ーについても、大学、公的研究機関及び民間企業の 3 者がほぼバランス良く融合したもの

であった。しかしながら、まだ 1 年目ということもあり、内容についてはこれまでの共同

研究分野からの出発になった。今後、生存圏科学に関する総合的な室内・野外実験施設、

さらには国際共同利用施設へと発展させるために、平成 18 年 3 月に開催予定の DOL/LSF

合同共同利用専門委員会において、国際委員であるハワイ大学 Grace 博士及びマレーシア理

科大学 Lee 博士（会議参加予定）のコメントを参考にしながら、より新しい融合的テーマ

の発掘を強力に押し進めるために、18 年度の募集及び申請研究課題の選考方法について議

論を行う予定である。国際共同利用の具体的な形としては、これまでに既に共同研究の実

績のある海外の研究機関（オーストラリア CSIRO 昆虫学部門、ハワイ大学、マレーシア理

科大学、インドネシア生物材料研究・開発ユニットなど）と相互利用に関する協定等を結

ぶことによって、国際共同利用施設として活用することを想定しており、可能であれば平

成 18 年度中に募集を開始する方向で検討したい。 
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2．2．2．6 木質材料実験棟 

[施設の概要] 

木質材料実験棟は、柱・梁に構造用集成材を、床や壁には木質科学研究所等で新たに開発

された木質ボード類を使用した 3 階建て、延べ床面積 1,737 ㎡の本格的な木造軸組構造建築

物である。１階では主として木質構造材料、及び構造耐力要素の実大耐力実験（写真１）

や新規木質系複合材料の開発実験（写真２）が行われている。２階は研究スタッフや大学

院生等の居住空間である。3 階には会議室（30 名規模）、講演会場（200 名規模）が設けら

れ、京都大学公開講座や各種の学術講演会、国際研究シンポジウム等に幅広く利用されて

いる（写真 3）。 

 

[全国共同利用専門委員会とシンポジュウム] 

このような規模と設備を有する木質材料実験棟は、平成 17 年 4 月 1 日より、全国共同利

用施設として運用されることとなった。本年度は、この施設を有効に活用していくため、

全国共同利用専門委員会を立ち上げた。最初に、委員会の構成メンバーを事務局で選定し、

第１回専門委員会を平成 16 年 12 月 22 日に開催した。委員会では、専門委員会の内規、運

用、共同研究の方向等を審議した。委員会事務局では、審議内容に従って、木質材料実験

棟の内規、募集要項、申請書類、参考資料等を作成した。以下に木質材料実験棟全国共同

利用専門委員会の構成メンバーを示す。 

  
写真 1 実大耐力実験装置（左：000kN サーボアクチュエー

ター、：右 300kN 反力フレーム）  

 

写真 2 新規木質系複合材料の

開発実験（上）、X 線光電子分析

装置（ESCA）  

写真 3 
シンポジュウム等

に利用される 3 階

の講演会場（150

～200 名規模） 
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平成 17 年 2 月 15 日には、木質材料実験棟の全国共同利用化の方針を広く PR することを

目的に木質ホールにおいて「－木・土・竹 自然素材を活用した木造軸組住宅の提案とそ

の利用」と題するシンポジュウムを開催した。このシンポジュウムは過去３年間にわたっ

て継続してきた「エコ住宅プロジェクト」の研究成果を中心として、木質系自然素材を用

いた木造住宅の開発とその利用について活発な意見交換が行われた。出席者は８５名であ

った。 

その後、RISH ホームページに木質材料実験棟専用の窓を開設し、本施設の紹介、木質材

料全国共同利用の内規、共同利用研究の申請様式等を掲載し、平成 17 年 4 月 1 日からの利

用に向けた準備をほぼ完了した。 

[平成１７年度全国共同研究課題] 

平成 17 年度の全国共同利用申請課題は以下の 18 課題である。 

申請

番号 
代表者 代表者の所属 課題名 

所内 

担当 

1 渡辺 浩 
熊本大学大学院自

然科学研究科 
木橋の診断技術のシステム化と高耐久化 小松幸平 

2 小松幸平 京都大学生存研 
国産針葉樹の有効利用を目指した木造軸組み構

造住宅用各種構造要素の開発 
小松幸平 

3 土屋幸敏 京都府林業試験場 京都府内産木材の有効利用に関する研究 森 拓郎 

4 矢野浩之 京都大学生存研 セルロース系ナノファイバーコンポジットの開発 矢野浩之 

5 福留重人 
鹿児島県工業技術

センター 

地域産木材及び地域型伝統構法を活用した高耐

力構造用フレームの開発 
小松幸平 

6 森 拓郎 京都大学生存研 
国産針葉樹を用いたラーメン構造のための接合

部の開発 
森 拓郎 

7 小松幸平 京都大学生存研 
ラージフィンガージョイントによる集成材半剛節骨

組み加工の設計法の開発 
小松幸平 

8 後藤正美 金沢工業大学 伝統木造建築の荷重伝達メカニズムの解明 
小松幸平 

森 拓郎 

氏　　名 所属 職名
国際 Simon Aicher シュッツガルト大学オットーグラフ研究所研究室長

飯島泰男 秋田県立大学　木材高度加工研究所 教授
神谷文夫 （独）森林総合研究所 領域長
鈴木祥之 防災研究所　総合防災 教授
仲村匡司 大学院農学研究科 森林科学専攻 講師
川井秀一 生存圏研究所　開発創生系 教授
今村祐嗣 生存圏研究所　開発創生系 教授
矢野浩之 生存圏研究所　開発創生系 教授
篠原直毅 生存圏研究所　開発創生系 助教授
中村卓司 生存圏研究所　診断統御系 助教授
小松幸平 生存圏研究所　開発創生系 教授

木質材料実験棟 全国共同利用施設専門委員会名簿 （2005.5.27現在）

学外

学内

所内
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9 中村 昇 新潟大学農学部 
接合部の静的力学性状を用いた木質耐力壁の

時刻歴応答解析 
小松幸平 

10 畑 俊充 京都大学生存研 ウッドカーボンスパッタリング薄膜の XPS 分析 畑 俊充 

11 
佐々木貴

信 

秋田県立大学木材

高度加工研究所 

繰り返し荷重を受ける木ダボ接合部の疲労特性

評価 
小松幸平 

12 巽 大輔 京都大学農学部 
セルロース及びその誘電体を用いた燃料電池電

解質幕の構築 
畑 俊充 

13 棚橋秀光 
京都府立大学 人間

環境学部 環境デザ

イン学科 

貫の回転めり込みに関する実験的研究 小松幸平 

14 森 拓郎 京都大学生存研 集成材補強用木質テープの開発 森 拓郎 

15 井上正文 
大分大学工学部福

祉環境工学科建築コ

ース 

国産材を用いた軽量木質接合部の開発 森 拓郎 

16 井上雅文 
東京大学アジア生物

資源環境研究センタ

ー 

高機能天然繊維配交材料の創成 
川井秀一 

梅村研二 

17 山内秀文 
秋田県立大学木材

高度加工研究所 

野外暴露による構造用各種目質材料の耐久性

評価 
梅村研二 

18 中田欣作 
奈良県森林技術セン

ター 

強化 LVL を用いた接合部の開発と木質構造への

応用 

川井秀一 

小松幸平 

 

共同研究課題の進捗状況は、ほぼ半数の研究課題が実験を終了し、残りは２月～３月に

描けて実施される予定である。全体的に進捗状況がやや遅れているのは、H17 年度全共課題

の採択と予算の最終的決定が７月以降になったため、全体的に年度末にずれこんだものと

思われる。次年度からは、課題の採択と予算の決定を出来るだけ早めに行う必要ある。 

 

木質材料実験棟は、柱・梁に構造用集成材を、床や壁には木質科学研究所等で新たに開

発された木質ボード類を使用した 3 階建て、延べ床面積 1,737 ㎡の本格的な木造軸組構造建

築物である。１階では主として木質構造材料、及び構造耐力要素の実大耐力実験や新規木

質系複合材料の開発実験が行われている。また、3 階には会議室（30 名規模）、講演会場（200

名規模）が設けられ、京都大学公開講座や各種の学術講演会、国際研究シンポジウム等に

幅広く利用されている。 

このような規模と設備を有する木質材料実験棟は、平成 17 年 4 月 1 日より、全国共同利

用施設として運用されることとなった。本年度は、この施設を有効に活用していくため、

全国共同利用専門委員会を立ち上げた。最初に、委員会の構成メンバーを事務局で選定し、

第１回専門委員会を平成 16 年 12 月 22 日に開催した。委員会では、専門委員会の内規、運

用、共同研究の方向等を審議した。委員会事務局では、審議内容に従って、木質材料実験
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棟の内規、募集要項、申請書類、参考資料等を作成した。 

平成 17 年 2 月 15 日には、木質材料実験棟の全国共同利用化の方針を広く PR することを

目的に木質ホールにおいて「－木・土・竹 自然素材を活用した木造軸組住宅の提案とそ

の利用」と題するシンポジュウムを開催した。このシンポジュウムは過去３年間にわたっ

て継続してきた「エコ住宅プロジェクト」の研究成果を中心として、木質系自然素材を用

いた木造住宅の開発とその利用について活発な意見交換が行われた。出席者は８５名であ

った。 

その後、RISH ホームページに木質材料実験棟専用の窓を開設し、本施設の紹介、木質材

料全国共同利用の内規、共同利用研究の申請様式等を掲載し、平成 17 年 4 月 1 日からの利

用に向けた準備をほぼ完了した。なお、平成 17 年度は運用開始初年度であることを考慮し

て、特例として共同利用申請受付は、3 月一杯まで受け付けることとした。 

 

2．2．2．7 木質多様性解析ステーション（材鑑調査室） 

 材鑑室には、樹種識別のための基本資料として約１万 5000 個の木材標本が材鑑として保

管されている。これらの元帳・カードに記載されていた材鑑情報は、データベース化され

公開間近である。1978 年に国際木材標本室総覧に機関略号 KYOｗとして登録されており、

現在の保有材鑑数は 15014 個（178 科、1130 属、3616 種）であり、永久プレパラート数は

9563 枚である。また、他機関との交換により、材鑑数は年々増加している。 

 材鑑は、樹種識別のための比較標本として、また、実験のための木材試料として内外の

研究者、学生に利用されている。新しい展示内容として、昨年度から日本各地に点在する

伝統木工芸組合の職人さんによって制作された作品を数多く取りそろえているほか、本年

度は小原二郎教授（千葉工業大学）より新しく寄贈頂いた古建築材コレクション（100 点）、

ならびに文化庁、京都寺社の協力のを得て、唐招提寺、清水寺を初めとする貴重な古建築

材を入手、整理、展示している。年間およそ 350 人の見学者があり、研究者・学生・JICA

研修生・木材関 連企業の人・教育委員会・美術・考古関係者などに、幅広く利用されてい

る。また、木材に関する質問が多々寄せられている。 

 本年度より始まった全国共同利用研究および講習会には７件の研究課題、１件の講習会

が採択された。採択課題は、材鑑データベースを活用した樹木の民族学的研究、日本産木

材データベースの構築のための木材標本調査、日本列島内遺跡出土木製品の用材データベ

ース、熱帯および亜熱帯地域に生育する創成樹木の組織構造と材質変動に関する基礎的研

究、経年変化の解明とその予測、木質系古文化財の修理修復技術の開発、元寇船の製造場

所特定のための樹種の調査、材鑑調査室標本の木製品情報データベース化である。また樹

種識別技術習得のための講習会を大学生を対象に行った。 

 また「木の文化」に関する以下のシンポジウムを開催した。 

① 木の文化と科学 自然科学と人文科学の接点を探る 

② 木の文化と科学 歴史的建造物を探る 

③ WOOD CULTURE AND SCIENCE III（木の文化と科学Ⅲ） 
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Man and Trees in China and Japan(中国と日本における人と木) 

④ WOOD CULTURE AND SCIENCE IV（木の文化と科学 IV） 

Wood Culture in Ancient Egypt and Europe（古代エジプトとヨーロッパにおける木の文

化） 

⑤ 木の文化と科学Ⅴ 先人に学ぶ木の利用 

 

2．2．2．8 生存圏データベース 

生存圏データベースは、生存圏研究所における研究成果にもとづいて蓄積されたデータ

をもとに作成されるもので、生存圏の種々の研究に利用されるとともに個々の研究を融合

的に発展させていくポテンシャルをもつデータの集大成である。具体的には、人間生活圏

や森林圏をベースとする木質標本材鑑データ、木構造データ、植物遺伝子資源データ、大

気圏の基本データとなる MU レーダーデータ、赤道大気データ、グローバル大気データ、

さらに宇宙圏を中心とした宇宙圏電磁環境データからなる。これらすべての個別データが

既に実用に供する条件をもった学術的価値の高いものであるが、これらを生存圏データベ

ースとして総合的な構造化をはかることにより、「人類の持続的発展」という２１世紀に

我々が目指す新しい科学の研究に供する有用なデータベースを提供する。この生存圏デー

タベースは、本研究所内に設置され、所内外の専門家をメンバーとして形成する「生存圏

データベース共同利用専門委員会」の下で運用される。 

この生存圏データベースの共同利用化にあたり、そのコンポーネントである、MU レーダ

ー観測データ、及び宇宙電磁環境衛星観測データに関しては既に大量のデータがインター

ネット上でデータベースとして公開・利用されており、先行して共同利用が行われている。

また木質標本材鑑データも大量の資料がオンラインデータベース化を待つ状態にあり、そ

のオンラインデータベースの構築と、それを運用していくための細かな規定について、生

存圏データベース共同利用専門委員会において議論が既に行われているところである。こ

れらの活動に加え、公募型研究集会「大気圏・水圏データのデータベース化と高度利用に

関する研究集会」をおこなうなどして、「生存圏データベース」の全国共同利用化をより推

進するための基盤づくりをおこなっている。 

 

2．2．2．9 プロジェクト型共同利用 

 生存圏の正しい理解と問題解決のために、環境計測・地球再生、太陽エネルギー変換・

利用、宇宙環境・利用、循環型資源・材料開発をミッションとし、ミッションと深く関わ

る研究テーマについて、全国・国際レベルでプロジェクト研究を展開するとともに、公開

シンポジウムを積極的に開催して成果を社会に発信する。 

（１）本年度のシンポジウム実施状況 

本年度は、生存圏研究所の全国共同利用の展開と研究所ミッションの推進に関連した「生

存圏シンポジウム」を 20 件（予定を含む）、さらに今年度から新たに、生存圏科学研究の

関連分野における萌芽的研究に関するテーマについて全国の研究者が集中的に討議する
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「公募型研究集会・シンポジウム」を 8 件（予定を含む）開催した。 

               生存圏シンポジウム 

 開催日（開催場所） シンポジウムタイトル 

第 17回 2005.10.1(木質ホール         Understanding basic plant functions and their application  

第 18回 2005.10.5 (木質ホール) 木の文化と科学Ⅱ－歴史的建造物を探る－ 

第 19回  2005.11.15 (生存圏科学セミナー

室) 

宇宙圏電磁環境シミュミレーション 

第 20回 2005.11.25 (木質ホール） 東南アジアにおける生存科学に関する国際共同研究

の構築 

第 21回 2005.12.5 (木質ホール） 次世代循環型資源複合材料 

第 22回 2005.11.21 (百周年時計台記念

館) 

木の文化と科学Ⅲ－中国と日本における人と木－  

第 23回 2005.12.12 (木質ホール) 木の文化と科学Ⅳ－古代エジプトおよびヨーロッパ

における木の文化－ 

第 24回 2005.12.26 (百周年時計台記念

館) 

森をとりもどすために 

第 25回 2006.1.30-31 (木質ホール) 生存圏における波動観測とその応用 

第 26回 2006.2.11-12 (木質ホール) 木の文化と科学Ⅴ－先人に学ぶ木の利用－ 

第 27回 2006.3.2 (木質ホール) ミッション専攻研究員および萌芽ミッションプロジ

ェクトの研究成果報告 

第 28回 2006.3.14 (木質ホール) DOL/LSF に関する全国共同利用研究成果発表会 

第 29回 2006.3.20-21 (百周年時計台記念

館) 

生存圏電波科学国際シンポジウム 

Radio Science Symposium for Sustainable Humanosphere 

第 30回 2006.3 第２回持続的生存圏創成のためのエネルギー循環シ

ンポジウム－宇宙太陽発電とバイオマス変換― 

第 31回 2006.3 ＫＤＫ全国共同利用研究成果報告シンポジウム 

第 32回 2006.3 赤道大気レーダー共同利用研究発表会 

第 33回 2006.3 エコ住宅プロジェクト２１ 

第 34回 2006.3 資源循環型木質材料の開発とその木構造への応用 

第 35回 2006.3 アカシアマンギウムシンポジウム(1) 

第 36回 2006.3 アカシアマンギウムシンポジウム(2) 

 

公募型研究集会・シンポジウム 

開催日（開催場所） 主催者（担当者）       シンポジウムタイトル 

2005.11.23      

(京都大学生存圏研究

北海道大学大学

院理学研究科

ロケットによる中低緯度超高層大気風速の観測と科学 
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所) （渡辺重十） 

2006.1.23 

(京都大学生存圏研究

所) 

名古屋大学太陽

地球環境研究所 

（小川忠彦） 

赤道域中間圏・熱圏・電離圏結合に関する研究集会 

Symposium on equatorial mesosphere-thermosphere- 

ionosphere coupling  

2006.1.23 

(東京) 

北海道大学大学

院理学研究科 

（林 祥介） 

大気圏・水圏データのデータベース化と高度利用に関する

研究集会 Workshop on database and utilization of atmospheric 

and hydrospheric data 

2006.1.27 

(キャンパスプラザ京

都) 

京都大学大学院

農学研究科 

（藤井義久） 

生存圏における昆虫生態のモニタリング技術の進展開 

Recent developments of monitoring techniques of insect 

ecology in Humanosphere 

2006.2.17 

(国立極地研究所) 

国立極地研究所 

（田口 真） 

MTI 小型衛星による大気圏・宇宙圏観測ワークショップ 

Workshop on Upper Atmosphere and Space Research by MTI 

observation Satellite 

2006.2.20-21 

(東京大学) 

東京大学大学院

理学系研究科 

（松本 淳） 

モンスーンアジアの気象、気候に関する研究集会 

Weather and Climate in Monsoon Asia 

2006.3.22  

(京都大学生存圏研究

所) 

島根大学総合理

工学部 

（古津年章） 

赤道域対流圏・成層圏結合に関する研究集会 

Workshop on equatorial troposphere-stratosphere 

2006.3.24 

(東京大学) 

 

東京大学大学院

農学生命科学研

究所（鮫島正浩） 

木材学ならびに木材利用の新展開につながる新たな学問

体系の構築 

 

（２）プロジェクト研究の概要 

（国内プロジェクト研究） 

① 生命工学による木質資源回復と地球再生プロジェクト 

再生型生存基盤である木質資源の生産利用システムの基盤構築を大目標とし、長期的展

望に立った研究戦略を検討するシンポジウムを企画・開催し、わが国の木質生命科学の拠

点として育てる。同時に、１）森林生命システムの解明と環境修復、２）木質形成バイオ

システムの解明と木質分子工学、３）生命工学による熱帯木質資源の持続的利用研究を推

進する。また、本プロジェクトの遂行には、組換え樹木を育成するための閉鎖系大型温室

が必要不可欠であり、平成 19 年度に概算要求をしていく。 

② バイオマスエネルギープロジェクト  

持続的生存圏の確立のため、光合成による炭素固定化物である木質系バイオマスをエネ

ルギーのみでなく化学品や機能性材料に変換する生物化学的及び熱化学的変換プロセスを

開発する共同研究を立案する。「石油化学」に替わり、バイオマスからエネルギーや有用物



 31 

質を生産するため、異なる専門性をもった学内外の研究者が結集して、環境負荷の少ない

新規変換プロセスを確立する。 

③ 低環境負荷・資源循環型長寿命木造住宅プロジェクト 

質的に豊で、真に健康的で、100 年の耐久性を持ち、かつ耐震性能に優れた、21 世紀に

相応しい木造軸組み構法住宅を目指して、「自然素材活用型木造軸組構造住宅の開発」、「環

境調和型木造住宅保守管理システムの開発」、「解体廃材の選択的木炭化技術に関する研究

開発」、「住宅の調湿能判定法の開発」等の基盤的技術の開発を行う。 

④ 地球大気情報の総合解析プロジェクト 

ミッション 1「環境計測・地球再生」の一環として, 地球大気変動をモニターしそのメカ

ニズムを解明するため, 将来予測に足る精緻な定点(地上)観測と衛星からのリモートセンシ

ングに代表されるグローバルな観測データを総合的に収集したデータベースの構築を目指

している. これらのデータは「生存圏データベース」の一つとして, 全国共同利用に供する

予定である. 

⑤ 宇宙電磁環境衛星観測プロジェクト 

宇宙空間における電磁環境の変化を衛星によるプラズマ波動観測・解析によって明らか

にすることを目的とする。GEOTAIL プラズマ波動観測では日米共同ミッションとして成功

を収めており、更に、平成 16 年度には、水星ミッション(BepiColombo) に、本研究所が中

心となり日欧で共同提案したプラズマ波動観測が採択され、国内共同研究者とともに、宇

宙電磁環境探査に関する日米欧の共同研究プロジェクトを大規模に展開・発展させていく。 

⑥ 生存圏植物材料フロンティアプロジェクト 

人類の持続的生存に資する新しい植物材料の創成を目指し、国内外の研究者が参加して、

形質転換植物材料、セルロース系ナノファイバー複合材料、木質炭素材料など、植物材料

開発のフロンティアに取り組む。ミッション４の関連事業として、プロジェクト型全国共

同研究を推進する。 

⑦ 生存圏における木質の循環解析 

インドネシアスマトラ島における 20 万 ha のアカシア産業造林地をフィールドとし、森林

圏および大気圏の炭素、水蒸気などの物質循環を精測して、物質フロー解析やライフサイ

クル評価による環境負荷影響評価を行う。これによって、大気圏・森林圏の圏間相互作用

を明らかにし、地域の環境と木材の持続的生産の維持およびそこから生まれる木質資源の

利活用を図る。 

 

（国際プロジェクト研究） 

 国際プロジェクト研究については、各専門委員会が実施している国際共同研究（赤道大

気レーダーEAR 等）に基づくもののほか、「日本学術振興会拠点大学方式による学術交流に

関係する国際共同研究」、「宇宙空間シミュレーション国際学校」、「インドネシアにおける

赤道大気観測に関する啓蒙的国際活動」、「科学衛星 GEOTAIL プラズマ波動観測による国際

共同研究」、「水星探査ミッションにおける欧州との国際共同研究」、「赤道太平洋域におけ
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る大気微量成分の国際共同観測」、「アカシアマンギウム林をフィールド拠点とした国際共

同研究」等々を推し進めている。 

また、国際学術協定(MOU)を取り交わしている研究機関との国際共同研究や、その他の

多くの課題について国際共同研究を行っている。 

 

2．2．3 生存圏萌芽ミッションプロジェクト 

生存圏学際萌芽研究センターは、生存圏のミッションに関わる融合的、萌芽的研究を発

掘・推進し、中核研究部および開放型研究推進部と密接に連携して、新たな研究領域の開

拓を目指している。そのために、所内教員のほか、ミッション専攻研究員、学内客員、お

よび学外研究協力者と共同で圏間科学を推進し、4 圏の融合による生存圏学際新領域の展

開に努めている。 

 平成 17 年度は、6 名のミッション専攻研究員を採用し、萌芽ミッションの研究推進を図

っている(下表参照)。また、所内のスタッフだけではカバーできない領域を補うために、

理学研究科、工学研究科、農学研究科、および情報学研究科を含む 13 部局、計 43 名に学

内研究担当教員を委嘱し、萌芽プロジェクトを推進している(下表参照)。 

本年度は、所内教員および学内客員から萌芽ミッションプロジェクトを募集し、5 件の

プロジェクトをスタートさせた(下表参照)。 

また、ミッション専攻研究員を中心にした定例オープンセミナー(下表参照)や研究成果発

表のためのシンポジウム(下表参照)を開催し、生存圏が包摂する 4 圏の相互理解と協力を促

し、これに基づく生存圏にかかわる学際的な萌芽・融合研究について新たなミッション研

究を創成・推進に努めている。このオープンセミナーについては、毎週に定例的に開催し、

講演者を従来のミッション専攻研究員以外に所員や学内共同研究者に広げることにした。 

センター会議およびセンター運営会議を開催し、センターやミッションの円滑な運営を

図るための協議を定期的に行った。 

 
1. 平成 17 年度研究活動報告資料 

ミッション専攻研究員 

氏名、（共同研究者）、プロジェクト題目 

田邊俊朗（渡邊隆司、篠原真毅、三谷友彦）：マイクロ波と微生物を利用した木材からのエ

タノール生産 

坪内 健（大村善治）：エネルギー収支の確率的変動に基づく生存圏リスク評価の数理モデ

ル開発 

廣岡孝志（矢崎一史）：植物を用いた内分泌攪乱物質の環境浄化 

古本淳一（塩谷雅人、中村卓司）：熱帯域における森林・大気相互作用に関する研究 

古屋仲秀樹（畑 俊充、今村祐嗣）：廃棄保存処理木材から発生する高濃度砒素および重金

属を含んだ抽出液の無害化 

小島陽一（小松幸平、矢崎一史、黒田宏之）：遺伝子発現を指標としたスギの各種材質特性
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の解明 

 

平成 17 年度生存圏研究所学内研究担当教員 

部 局 名 職 名 氏 名 研 究 課 題 

教 授 余田 成男 
赤道域大気変動と物質輸送に関する数値実験 
的研究 

大学院理学研究科 

助教授 里村 雄彦 
赤道域降水変動に関する観測的及び数値実験 
的研究 

教 授 永田 雅人 
回転系対流パターンの非線形安定性解析による 
大気圏流れの解明 

大学院工学研究科・工学部 
教 授 引原 隆士 

太陽光発電システムの電力システムへの連係と 
電力変換方式の自律高機能化に関する研究 

教 授 太田 誠一 熱帯林の土壌生態 

教 授 野渕  正 熱帯樹木研究 

教  授 藤田  稔 木質バイオマスの多面的利用に関する研究 

教 授 東  順一 
未利用生物資源の有効利用による資源循環的社会

の構築 

教 授 谷    誠 森林・大気間における熱・水・CO2 交換過程 

助教授 藤井 義久 木材の生物劣化の非破壊診断技術開発 

大学院農学研究科・農学部 

講 師 坂本 正弘 タケ資源の有効利用 

教 授 坂   志朗 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究 

助教授 河本 晴雄 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究 エネルギー科学研究科 

助 手 宮藤 久士 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究 

大学院情報学研究科 教  授 佐藤   亨 大気レーダｰ新観測技術の開発 

教  授 梅田 真郷 環境温に対する生物の応答とその分子メカニズム 
化学研究所 

助 手 竹内 研一 環境温に対する生物の応答とその分子メカニズム 

エネルギー理工学研究所 教  授 吉川 暹 次世代太陽電池の開発 

教  授 鈴木 祥之 伝統木造建築物の構造力学的解明 

教  授 佐々 恭二 森林圏における土砂災害・土砂環境 の研究 

教  授 梅田 康弘 南海地震と内陸地震の予知研究 

教  授 寶    馨 生存圏諸過程における防災技術政策に関する研究 

教  授 中北 英一 大気レーダーの水文学への応用に関する研究 

教  授 Sidle, Roy C 
Evaluation of land cover change on soil and  
water resources 

教  授 川崎 一朗 広帯域地震計で地球磁場変動をとらえる試み 

教  授 千木良 雅弘 
地圏・水圏インターフェースでの岩石風化現象の 
解明 

助教授 諏訪  浩 山地災害の水文地形学的研究 

助教授 釜井 俊孝 都市圏における地盤災害 

助教授 石川 裕彦 
境界層レーダーによる境界層観測 とその気象防

災への応用 

助教授 立川 康人 流域圏における水循環と水災害に関する研究 

助教授 福岡  浩 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究 

防災研究所 

助教授 林  泰一 
｢伝染病に対する気象、気候要素インパクト｣ 
｢スマトラ アカシア林上の乱流輸送過程の研究｣ 
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助 手 王 功  輝 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究 

助 手 汪 発 武 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究 

基礎物理学研究所 教  授 嶺重  慎 生存圏としての宇宙プラズマ環境の研究 

霊長類研究所 助 手 淺岡 一雄 霊長類の環境科学 

教  授 山田  勇 
東南アジアの生態資源の持続的 
利用と保全について 

教  授 松林 公蔵 医学からみた人間の生存圏 

教  授 水野 廣祐 
東南アジアにおける持続的経済社会とエントロピ

ー 

助教授 河野 泰之 東南アジアの生活・生業空間の動態 

東南アジア研究所 

助 手 柳澤 雅之 
生態環境資源の地域住民による利用と管理に 
関する研究 

生態学研究センター 助教授 陀安 一郎 集水域の同位体生態学 

フィールド科学教育研究センター 助 手 坂野上 なお 
木造住宅生産システムと木質材料の供給に 
関する研究 

 
平成 17 年度生存圏萌芽ミッションプロジェクト一覧 

 氏  名 研究プロジェクト題目 共同研究者 関連部局 関連ミッション 

1 矢崎 一史 
マイクロ波照射による植物遺伝子の発現変動 
に関わる分子生物学的解析 

篠原 真毅 
三谷 友彦 

鈴木 秀之 
かずさＤＮＡ 1, 2, 4 

2 服部 武文 
生物肥料効果が期待される難水溶性 
リン酸塩の可溶化能力が高い菌類の選抜 

Erman Munir 
岩瀬 剛二 
梅澤 俊明 

北スマトラ大学 
環境総合テクノ

ス 
1 

3 谷   誠 
分光反射指標を用いたヒノキ人工林における 
炭素固定機能の評価 

小杉 緑子 

中村 卓司 
農学研究科 1 

4 東  順一 ホウ酸は何故シロアリに有害か 
角田 邦夫 

吉村  剛 
農学研究科 4 

5 林 泰一 
アカシア人工林における気象環境に関する 
調査研究  
その１ 広域の雨量の時空間分布 

塩谷 雅人 
中村 卓司 

防災研究所 1 

 
定例オープンセミナー 

  発表年月日 氏     名 題 目 

第 1 回 2005/6/29（水） 田邊 俊朗 微生物とマイクロ波照射を複合的に用いるスギからエタノールへの変換技術 

  2005/6/29（水） 坪内  健 Statical analysis on the geomagnetic extreme event 

第 2 回 2005/7/20(金) 廣岡 孝志 植物を用いた内分泌攪乱物質の環境浄化 

  2005/7/20(金) 古本 淳一 森林圏における大気観測に関する研究 

第 3 回 2005/9/21（水） 
古屋仲 秀

樹 
新規メソポーラス・マンガン酸化物の合成と応用 
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  2005/9/21（水） 小島 陽一 遺伝子発現を指標としたスギの材質特性の解明 

第 4 回 2005/11/2(水) 坪内  健 Toward space weather forecasting : a scheme for long-term risk evaluation 

第 5 回 2005/11/9(水) 田邊 俊朗 
選択的白色腐朽とマイクロ波照射による木質バイオマス・エタノール 
変換のための複合前処理 

第 6 回 2005/11/16(水) 横山  操 木材の経年変化解明に向けての試み 

第 7 回 2005/12/7(水) 張  紋韶 台湾における伝統的木造建物の接合部の構造特性 

第 8 回 2005/12/14（水） 廣岡 孝志 植物を用いた内分泌攪乱物質の環境浄化 

第 9 回 2005/12/21（水） 東 順一 シロアリに対するホウ酸の作用 

第 10回 2006/1/11（水） 林 泰一 アカシア人工林における気象環境に関する観測 

第 11回 2006/1/18（水） 古本 淳一 熱帯域における森林・大気相互作用に関する研究 

第 12回 2006/1/25（水） 服部 武文 
木材腐朽菌・外生菌根菌の有機酸代謝機構の特徴と森林育成における 

両菌の重要性 

第 13回 2006/2/1（水） 
古屋仲 秀

樹 
  （予定） 

第 14回 2006/2/8（水） 小島 陽一   （予定） 

第 15回 2006/2/15（水） 家森 俊彦   （予定） 

第 16回 2006/2/22（水）  未定   （予定） 

 

2．生存圏学際新領域の開拓に向けた『萌芽ミッションシンポジウム』の開催 

 

生存圏学際新領域の開拓に向けた 

萌芽ミッションシンポジウム（案） 

 

日時：平成 18 年 3 月 2 日（木） 午後 1 時から 

場所：生存圏研究所木質ホール３階 

プログラム 

 

13:00-13:05 挨 拶        川井秀一（生存圏研究所長） 

13:05-13:20 センターの活動概要  今村祐嗣（生存圏学際萌芽研究センター長） 

 

萌芽ミッションプロジェクトの研究報告 

 

13:20-13:40 マイクロ波照射による植物遺伝子の発現変動に関わる分子生物学的解析 

矢崎一史（生存圏研究所） 

13:40-14:00 分光反射指標を用いたヒノキ人工林における炭素固定機能の評価 
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                    中西理絵・小杉緑子・谷 誠（農学研究科）  

14:00-14:20 アカシア人工林における気象環境に関する調査研究―広域の雨量の時空間分布 

林 泰一（防災研究所） 

14:20-14:40 生物肥料効果が期待される難水溶性リン酸塩の可溶化能力が高い菌類の選抜 

服部武文（生存圏研究所）  

14:40-15:00 ホウ酸は何故シロアリに有害か 

            東 順一（農学研究科）  

15:00-15:10 休 息 

 

ミッション専攻研究員による研究成果の発表 

 

15:10-15:30 廣岡 孝志：植物を用いた内分泌攪乱物質の環境浄化 

15:30-15:50 古本淳一：熱帯域における森林・大気相互作用に関する研究 

15:50-16:10 田邊俊朗：マイクロ波と微生物を利用した木材からのエタノール生産 

16:10-16:30 坪内 健：エネルギー収支の確率的変動に基づく生存圏リスク評価の数理モデル開

発 

16:30-16:50 小島陽一：遺伝子発現を指標としたスギの各種材質特性の解明 

16:50-17:10  古屋仲秀樹：廃棄保存処理木材から発生する高濃度砒素および重金属を含んだ抽出

液の無害化 

 

3．センター会議（月例）の開催 

センター長、所長、推進部長、ミッション代表者、ミッション専攻研究員ならびにその

共同研究者が集まり、萌芽ミッションプロジェクト推進のための方針の決定、推進部・セ

ンター合同研究室の運営、セミナーの実施などについて協議した。開催数 計 7 回（2006/1/11

現在） 

4．ミッション推進委員会議の開催 

所長、センター長、推進部長、ミッション代表者が集まり、各ミッションの展望、プロ

ジェクトの進捗、予算の配分等について協議する「ミッション推進委員会」については、

16 年 10 月より所長の管掌事項にした。 

5．第 1 回（平成 17 年度）センター運営会議の開催 

センター運営会議を開催し、委員にこれまでの活動を報告し、意見を伺うと共に、平成

１7 年度の活動方針を協議する。 

日時：平成 18 年 3 月 2 日（木）午後 5 時～ 

場所：生存圏研究所木質ホール 3Ｆ 

 

平成 18 年度の研究活動に向けて 

1．平成 18 年度ミッション専攻研究員の公募 
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次年度ミッション専攻研究員の公募を 1 月 12 日～2 月 20 日に行った。公募要領に関し

ては下記の添付資料を参照。その結果を受け、ミッション推進委員会議およびセンター運

営会議において選考をおこなった。 

2．平成 18 年度学内研究担当教員推薦の依頼 

平成 18 年度の学内研究担当教員の推薦を依頼するため、学内各部局に依頼状を送付して

いる。 

 

添付資料 ≪平成 18 年度ミッション専攻研究員の公募要領≫ 
 

京都大学生存圏研究所「ミッション専攻研究員」の公募 

 

京都大学生存圏研究所では、下記の要領にしたがって、ミッション専攻研究員を公募します。 

本研究所は、人類の生存に必要な領域と空間、すなわち人間生活圏、森林圏、大気圏、および

宇宙空間圏を「生存圏」としてグローバルにとらえ、その「科学的診断と技術的治療」に関する

革新的学際領域の開拓と発展を図ることを目指しています。 

 ミッション専攻研究員とは、研究所の学際萌芽研究センターあるいは開放型研究推進部に所属

し、生存圏科学の創成を目指した４つのミッションに係わる萌芽・融合的な研究プロジェクトに

専念いただく若手研究者のことです。 

以下、人間生活圏から森林圏、大気圏、宇宙空間圏に至る４圏を融合させた生存圏学際新領域

開拓のための４つのミッションについて記します。 

ミッション 1: 環境計測・地球再生 
地球大気の観測とその技術、木質遺伝子生化学研究、木質資源の有効利用などの研究を深化さ

せて、生存圏環境の現状と変動に関する認識を深めるとともに、環境を保全しつつ持続的に木質

資源を蓄積・利活用するシステムの基盤の構築をめざすミッションです。  
ミッション 2: 太陽エネルギー変換・利用 
宇宙太陽発電所の研究、木質バイオマスのエネルギー・化学資源変換の研究を進展させ、化石

資源の消費量を減らし太陽輻射およびバイオマスエネルギーを利用した再生産可能なエネルギ

ー変換利用による持続的な社会の構築をめざすミッションです。  
ミッション 3: 宇宙環境・利用 
宇宙空間プラズマの研究を発展させ、地球周辺の宇宙空間の環境の探査とその探査技術の開発

および宇宙自然環境・飛翔体環境の定量解析、さらにこれらの環境下の木質素材の開発利用など

の研究で宇宙空間を２１世紀の人類の新たな生活圏に拡大していく研究基盤の構築をめざすミ

ッションです。  
ミッション 4: 循環型資源・材料開発 
生物資源のなかでも再生産可能かつ生産量の多い木質資源に関する研究を深化・発展させ、生

産、加工・利用、廃棄・再利用に至る各段階での低環境負荷型要素技術開発を行って、持続的循

環型社会を実現するための木質資源の循環システムの構築をめざすミッションです。 
詳しくは、生存圏研究所のホームページ http://www.r ish.kyoto-u.ac.jp/を参照ください。 

 
記 

京都大学生存圏研究所 ミッション専攻研究員の公募要領 
 
・募集人員：ミッション専攻研究員 ５名程度（平成１８年４月 1 日採用） 
・募集期間：平成１８年１月１２日～平成１８年２月２０日 
・応募資格：採用年度の４月１日、博士の学位を取得した者又は博士の学位取得が確実な者。他

に常勤の職等に就いていない者。 
・任期：平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日まで（任期は、原則として、平成 19 年 3

月末日までですが、ポストが確保された場合、研究成果を審査の上、再任が可能です） 
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・応募書類： 

（ア） 履歴書：応募者氏名、生年月日、年齢、学歴、職歴、メールアドレス等 

（イ） 専門分野、関連ミッション、提案プロジェクト名 

（ウ） 研究業績リスト（原著論文、著書、特許、その他）および主要論文の別刷またはコピー

３編以内 
（エ）これまでの研究活動（2000 字程度） 
（オ） 研究の抱負（1000 字程度） 
（カ） 研究の計画（具体的に記入してください。4000 字程度） 
（キ） 応募者の研究、人物を照会できる方（2 名）の氏名および連絡先 
・応募書類の提出先： 

〒611-0011 京都府宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所担当事務  
（封筒の表に「ミッション専攻研究員応募書類在中」と朱書きし、郵送の場合は簡易書留にする

こと） 
・ 問い合わせ先：開放型研究推進部 津田敏隆 tsuda@rish.kyoto-u.ac.jp 

生存圏学際萌芽研究センター 今村祐嗣 imamura@rish.kyoto-u.ac.jp 
・待遇：  
（ア） 身分 時間雇用職員、採用時名称 非常勤講師 
（イ） 給与 ミッション専攻研究員（月額３０万円程度） 
（ウ） 通勤手当支給 

以上 

 

2．2．4  21 世紀 COE プログラム 

2．2．4．1 環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成 

21 世紀には人口の増大と生活レベルの向上に伴い、エネルギー消費が急速に増大すると

予想される。エネルギーの生産・利用は、地球温暖化など地球環境問題と密接に関わって

おり、エネルギー消費量の増大は、人類の生存をも脅かす恐れがあることから、その改善

が急務となっている。エネルギー・環境に関わる諸問題を改善し、美しい地球環境を守っ

ていくことは、現在の我々、ならびに子々孫々に課せられた大きな義務であると言える。

そのためには、エネルギー消費をより抑えた社会を築くと同時に、一方ではエネルギーの

変換効率や輸送・貯蔵技術を高め、また環境に調和した新エネルギー、代替エネルギーの

開発を行う必要がある。本研究所でも宇宙太陽光発電とバイオマス変換に関する研究を中

心に、太陽エネルギー依存型社会の構築を目指した研究活動を行っている。このような背

景のもと、京都大学大学院エネルギー科学研究科、エネルギー理工学研究所、宙空電波科

学研究センターから申請した 21 世紀 COE プログラム「環境調和型エネルギーの研究教育

拠点形成」が平成 14 年度に採択され、3 年目を迎えた。宙空電波科学研究センターが平成

15 年度に生存圏研究所に引き継がれて今に至る。本プログラムの研究拠点形成では、環境

に優しいエネルギーシステムを構築する研究の 4 つの柱をたて、環境調和型エネルギーシ

ステムの構築を目指した研究拠点を形成することを目的としている。太陽エネルギー､水素

エネルギー､バイオエネルギー､環境調和型トータルエネルギー評価である。本研究所は太

陽エネルギー研究として本 COE に参加している。一方、教育拠点形成では、広い視野から

エネルギー・環境問題に対応できる人材を育てるための研究教育組織および体制を構築す

ることを目的としている。さらに、これらの研究拠点、教育拠点を円滑に推進するための
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組織として、国際環境調和型エネルギー情報センターを設立し、エネルギー技術や環境な

どに関する情報を収集･解析し、エネルギー情報の発信・政策提言を行うとともに、国際エ

ネルギー共同研究事業、産官学連携事業を推進し、大学の社会的責務を果そうとするもの

である。 

本研究所では本 COE の卓越した研究成果の例として(1) マイクロ波送電用位相振幅制御

マグネトロンの開発及びパルス化：本研究の結果開発されたマグネトロンは、現在、日本

の電力試験衛星デザインのすべてに採用され、実用化されており、さらに今年度パルス化

に成功した。本成果は安価なパルスレーダーへの応用も可能とするものである。(2) マイク

ロ波送電を応用したユビキタス電源の開発：本研究に関しては、既に特許出願を行ってお

り、この結果、多数の企業からの問い合わせを受け、複数の企業との共同研究を行ってい

る。今後は利便性を高めたシステムを開発し、企業との連携により事業化へ移行する予定

であり、無線電力伝送の無線ユビキタス電源フォーラムの中核拠点として、産学共同研究

拠点の機能を果たすことになる。本研究所が目指す生存圏の拡大に向け、現在も研究継続

中である。 

 

2．2．4．2 活地球圏の変動解明 アジア・オセアニアから世界への発信 

長い地球史の諸変動のうち、特に人間活動の時間スケール(数千年まで)で変動し、人と自然

の共生をはかる上で重要な領域(リソスフェアから超高層大気)を「活地球圏」と定義し、そ

こでの変動を本拠点の主な研究対象としている。とりわけ、アジア・オセアニアは地球上

最大の変動域であり、巨大地震・火山噴火が頻発し、アジアモンスーン・エルニーニョ現

象が生じている。このような活地球圏の変動現象は多重の時間空間スケールで複合的に生

じている点に特徴があり、従来の地球科学の枠組みを超えたものなので、本 COE プログラ

ムでは、同地域に着目した「同業異分野の研究者が混在する活地球圏を覗くルツボ」を形

成して分野横断的に連携した研究教育を展開し、「活地球圏変動の科学」を創成することを

目的とする。 

本 COE プログラムは平成 15 年度に地球科学分野で採択され、理学研究科・地球惑星科学

専攻（地球熱学研究施設、地磁気世界資料センターを含む）、生存圏研究所および防災研究

所の緊密な連携のもとで、3 つの重点科学事業 (J1) 宙-空-海-陸系における水･熱フロー、(J2) 

リソスフェアにおける水･熱フロー、(J3) 固体圏-流体圏変動の時間カップリング、及び 2

つの共通基盤事業 (K1)先端計測法開発と海外研究教育拠点、(K2)情報統合化と数値モデリ

ングが推進されている。 

生存圏研究所からは 4 名の教授が事業推進者として参画しており、J1、K1、K2 のリーダー、

あるいはサブリーダーを努めている。従来の研究活動を活用して、コンピュータモデリン

グおよび海外観測を主に担当している。とりわけ、平成 16 年度までにアジア・オセアニア

域における海外研究教育拠点をインドネシアのバンドン工科大学、タイ・バンコクのチュ

ラロンコン大学、中国の武漢大学・地球物理学研究所およびオーストラリアのアデレイド

大学に開設し、フィールド研究を展開している。バンドン工大では 2004 年 7 月に 2 週間に
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わたりサマースクールを開校し、アジア域から 40～50 名の若手研究者・学生（うち 10～20

名はインドネシア人）を招聘して活地球圏に関する幅広い講義、実習を行った。この 2004

年のスクールに合わせて開催した国際シンポジウムには尾池総長が出席し、特別公演を行

った他、インドネシアに縁が深い本学名誉教授ならびにインドネシアの関係研究所の代表

がセミナーを行った。一方、2005 年のスクールでは、ITB の Santosoga 学長が特別講義を行

った。 
今後、国際シンポジウム･国際教育プログラムなどを積極的に実施して、活地球圏変動科

学に関する研究成果をアジア･オセアニアから世界に向けて発信していく。 
 

 
2．3 研究業績 
研究業績として、著作活動はもっとも研究活動を反映するものの一つとして考えられる。

2005 年(平成 17 年)の当研究所関連の研究者が発表した原著論文を中心に以下に示す。また、

論文発表件数を下表にまとめた。 

 

論文発表件数 

査読付き原著論文 

分 類 件数 

学術誌に掲載された外国語原著論文 96 

学術誌に掲載された日本語原著論文 14 

単行本に掲載された外国語原著論文 1 

単行本に掲載された日本語原著論文 2 

学術会議会議録(プロシーディング)に掲載された外国語原著論文 11 

学術会議会議録(プロシーディング)に掲載された日本語原著論文 0 

査読なし原稿 

分 類 件数 

外国語および日本語の著書 15 

外国語および日本語の編書 0 

翻訳書 0 

外国語および日本語の事典・ハンドブック・解説書など 0 

外国語および日本語の学術会議会議録 107 

外国語および日本語の解説 19 

外国語および日本語の総説 15 
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文

(O
JJ

) 
 

 
 

 
 

 
 

 

著
者

名
(全

員
) 

論
文

タ
イ

ト
ル

 
学

術
誌

名
 

巻
 

号
 

開
始

 
ペ

ー
ジ

 
終

了
 

ペ
ー

ジ
 

発
表

年
 

矢
崎

一
史

 
植

物
の

形
態
と

AB
C
蛋

白
質

 
化

学
と

生
物

 
43

 
5 

28
8 

29
5 

20
05

 
矢

野
浩

之
、
川
井

秀
一

、
小

川
壮

介
、
稲

井
淳

文
、
本

馬
洋

子
、
山

内
秀

文
、
那

須
英

雄
、

山
崎

道
人

、
矢

田
元

一
 

タ
ン

ニ
ン

高
含

有
ア

カ
シ

ア
樹

皮
粉

末
の

製
造

と
接

着
剤

へ
の

応
用

 
木

材
工

業
 

60
 

10
 

47
8 

48
2 

20
05

 

足
立

幸
司

、
井

上
雅

文
、

川
井

秀
一

 
ロ

ー
ル

プ
レ

ス
液

中
圧

縮
法

を
用

い
た

生
材

へ
の

薬
剤

注
入

 
木

材
学

会
誌

 
51

 
3 

15
9 

16
5 

20
05

 

足
立

幸
司

、
井

上
雅

文
、

川
井

秀
一

 
ロ

ー
ル

プ
レ
ス

時
の

木
材

の
変

形
挙

動
 

木
材

学
会

誌
 

51
 

4 
23

4 
24

2 
20

05
 

藤
田

巧
、

小
松

直
利

、
川

井
秀

一
 

せ
っ

こ
う

パ
ー

テ
ィ

ク
ル

ボ
ー

ド
の

製
造

と
性

質
（

第
３

報
）

ケ
ナ

フ
繊

維
オ

ー
バ

ー
レ

イ
に

よ
る

曲
げ

性
能

の
改

善
お

よ
び

ボ
ー

ド
の

不
燃

性
能

の
評

価
 

木
材

学
会

誌
 

51
 

5 
31

8 
32

6 
20

05
 

中
谷

 
誠

、
小

松
幸

平
 

ラ
グ

ス
ク

リ
ュ

ー
ボ

ル
ト

の
引

抜
き

性
能

発
現

機
構

（
第

１
報

）
先

孔
直

径
、
埋

込
み

深
さ

、
埋

込
み

方
向

、
縁

距
離

が
引
抜

き
性

能
に

与
え

る
影

響
 

木
材

学
会

誌
 

51
 

2 
12

5 
13

0 
20

05
 

中
谷

 
誠

、
小

松
幸

平
 

ラ
グ

ス
ク

リ
ュ

ー
ボ

ル
ト

の
引

抜
き

性
能

発
現

機
構

(第
2
報

) 
繊

維
平
行

方
向

引
抜

き
理
論

の
構

築
 

木
材

学
会

誌
 

51
 

5 
31

1 
31

7 
20

05
 

田
淵

敦
士

、
北
守

顕
久

、
森

拓
郎

、
小
松

幸
平

 
京

町
家

に
お
け

る
小

壁
の

水
平

せ
ん

断
性

能
 

構
造

工
学

論
文

集
 

51
B

 
 

 
49

7 
50

2 
20

05
 

大
釜

敏
正

、
今
村

祐
嗣

、
則

元
 

京
、
阿

部
恵

子
、

立
本
英

機
 

木
炭

の
調

湿
効

果
 

木
材

学
会

誌
 

41
 

 
 

33
4 

33
9 

20
05

 

川
口

聖
真

、
齋
藤

秀
樹

、
糟

谷
信

彦
、
池

田
武

文
、

今
村
祐

嗣
 

耕
作

放
棄

水
田

に
成

立
し

た
タ

チ
ヤ

ナ
ギ

幼
齢

群
落

の
一

次
生

産
 

日
本

森
林

学
会

誌
 

87
 

5 
43

0 
43

4 
20

05
 

齋
藤

秀
樹

、
川

口
聖

真
、

糟
谷

信
彦

 
耕

作
放

棄
水

田
に

成
立

し
た

若
い

タ
チ

ヤ
ナ

ギ
群

落
の

花
粉

生
産

 
花

粉
学

会
会
誌

 
51

 
1 

17
 

20
 

20
05

 

松
田

庄
司

, 
橋
口

浩
之

, 
深
尾

昌
一

郎
 

分
散

ア
レ

ー
レ

ー
ダ

に
お

け
る

捜
索

用
ロ

バ
ス

ト
ビ

ー
ム

形
成

法
に
関

す
る

研
究

 
電

子
情

報
通

信
学

会
論

文
誌

B 
J8

8-
B

 
12

 
23

43
 

23
57

 
20

05
 

藤
田

浩
史

, 
手

柴
充

博
, 
橋

口
浩

之
, 
梅

本
泰

子
, 
柴

垣
佳

明
, 
山

中
大

学
, 
深

尾
昌

一
郎

 

台
風

04
16

号
(C

ha
ba

)中
心

付
近

の
構

造
と

そ
の

時
間

変
化

 
海

洋
 

42
 

号
外

 
94

 
10

4 
20

05
 

塩
谷

雅
人

 
人

工
衛

星
か
ら

見
る

私
た

ち
の

生
存

圏
 

欧
文

誌
「

生
存

圏
研

究
」
 
創

刊
号
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単

行
本

に
掲
載
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れ

た
査

読
付

き
日

本
語

原
著

論
文

（
O

BJ
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著
者

名
(全

員
) 

論
文

タ
イ

ト
ル

 
単

行
本

名
 

出
版

社
(都

市
名

) 
号

 
開

始
 

ペ
ー

ジ
 終

了
ペ

ー
ジ

 
発

表
年

 

渡
辺

隆
司

 
選

択
的

白
色

腐
朽

菌
に

よ
る

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
の

糖
化

・
発

酵
前
処

理
 

エ
コ

バ
イ

オ
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
最

前
線

‐
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
型

社
会

を
目

指
し

て
 

シ
ー

エ
ム

シ
ー

出
版

(東
京

）
 

68
 

68
 

78
 

20
05

 

渡
辺

隆
司

 
植

物
細

胞
壁

の
精

密
リ

フ
ァ

イ
ニ

ン
グ

ー
生

体
触

媒
に

よ
る

分
子
変

換
技

術
 

木
質

系
有

機
資

源
の

新
展

開
 

シ
ー

エ
ム

シ
ー

出
版

(東
京

）
 

68
 

68
 

79
 

20
05

 

       

   
 

  
単

行
本

に
掲
載

さ
れ

た
査

読
付

き
外

国
語

論
文

(O
BF

) 
  

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

著
者

名
(全

員
) 

論
文

タ
イ

ト
ル

 
単

行
本

名
 

出
版

社
(都

市
名

) 
号

 
開

始
 

ペ
ー

ジ
 

終
了

 
ペ

ー
ジ

 
発

表
年

 

K
ig

uc
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M
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Y.
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at
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ka
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M
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Su

zu
ki

 
an

d 
Y.

 
Im
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og
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ss
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d 
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e 

Se
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e 
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ed
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tio
n 
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xt
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g 

Te
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e 

Li
fe
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ed
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n-

C
h
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ng
in

g 
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e 
St
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tio
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s f
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C
oa
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g 

Te
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no
lo

gy
, U

SA
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3 

13
4 

20
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学
術

会
議

会
議

録
に

掲
載

さ
れ

た
査

読
付

き
外

国
語

原
著

論
文

（
O

PF
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

著
者

名
(全

員
) 

論
文

タ
イ

ト
ル

 
会

議
録

名
 

会
議

開
催

年
月

日
 

開
始

都
市

名
 

開
始

 
ペ

ー
ジ

 
終

了
 

ペ
ー

ジ
 
発

表
年

 

W
at

an
ab

e 
T.

 a
nd

 T
. 

K
os

hi
jim

a 

In
te

ra
ct

io
n 

be
tw

ee
n 

lig
ni

n 
an

d 
po

ly
sa

cc
ha

rid
es

, a
nd

 
fr

ee
 ra

di
ca

l-m
ed

ia
te

d 
w

oo
d 

bi
od

eg
ra

da
tio

n 
by

 
se

le
ct

iv
e 

w
hi

te
 ro

t f
un

gi
 

22
9t

h 
A

m
er

ic
an

 
C

he
m

ic
al

 S
oc

ie
ty

 
N

at
io

na
l M

ee
tin

g 
20

05
/3

/1
3-

17
 

サ
ン

デ
ィ

ア
ゴ

・
U

SA
 

C
EL

L7
 

C
EL

L7
 

20
05

 

 W
at

an
ab

e 
T.

, S
. S

at
o,

 Y
. 

O
ha

sh
i, 

T.
 W

at
an

ab
e,

  
Y.

 H
on

da
, H

. K
is

hi
m

ot
o,

 
N

. Y
ag

i a
nd

 K
. M

ur
ao

ka
 

D
eg

ra
da

tio
n 

of
 v

ul
ca

ni
ze

d 
an

d 
no

n-
vu

lc
an

iz
ed

 
po

ly
is

op
re

ne
 ru

bb
er

s b
y 

lig
ni

n-
de

gr
ad

in
g 

fu
ng

i a
nd

 
lip

id
 p

er
ox

id
at

io
n 

ca
ta

ly
ze

d 
by

 
ox

id
at

iv
e 

en
zy

m
es

  

In
te

rn
at

io
na

l C
he

m
ic

al
 

C
on

gr
es

s 
of

 P
ac

ifi
c 

B
as

in
 S

oc
ie

tie
s 

(P
ac

ifi
ch

em
 2

00
5)

 

20
05

/1
2/

15
-2

0 
ホ

ノ
ル

ル
 

PN
97

 
PN

97
 

20
05

 

O
ha

sh
i Y

., 
Y.

 K
an

, T
. 

W
at

an
ab

e,
  

Y.
 H

on
da

 
an

d 
 T

. W
at

an
ab

e 

Se
le

ct
iv

e 
lig

ni
n-

de
gr

ad
in

g 
fu

ng
us

, C
er

ip
or

io
ps

is
 

su
bv

er
m

is
po

ra
 p

ro
du

ce
s a

lk
yl

ita
co

nt
at

es
 (c

er
ip

or
ic

 
ac

id
s)

 th
at

 in
hi

bi
t p

ro
du

ct
io

n 
of

 a
 c

el
lu

lo
ly

tic
 a

ct
iv

e 
ox

yg
en

 s
pe

ci
es

, h
yd

ro
xy

l r
ad

ic
al

s b
y 

th
e 

Fe
nt

on
 

re
ac

tio
n 

In
te

rn
at

io
na

l C
he

m
ic

al
 

C
on

gr
es

s 
of

 P
ac

ifi
c 

B
as

in
 S

oc
ie

tie
s 

(P
ac

ifi
ch

em
 2

00
5)

 

20
05

/1
2/

15
-2

0 
ホ

ノ
ル

ル
 

PN
40

3 
PN

40
3 

20
05

 

 W
at

an
ab

e 
T.

, Y
. O

ha
sh

i, 
T.

 T
an

ab
e,

 T
. W

at
an

ab
e,

 
Y.

 H
on

da
 a

nd
 K

. 
 

M
es

sn
er

 

Fr
ee

 ra
di

ca
l-m

ed
ia

te
d 

lig
ni

n 
bi

od
eg

ra
da

tio
n 

by
 

se
le

ct
iv

e 
w

hi
te

 
ro

t f
un

gi
 a

nd
 it

s 
po

te
nt

ia
l u

se
 in

 w
oo

d 
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om
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s 
co
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er

si
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In
te

rn
at

io
na

l C
he

m
ic

al
 

C
on

gr
es

s 
of

 P
ac

ifi
c 

B
as

in
 S

oc
ie

tie
s 

(P
ac

ifi
ch

em
 2

00
5)

 

20
05

/1
2/

15
-2

0 
ホ

ノ
ル

ル
 

PN
45

1 
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45
1 

20
05

 

U
m

ez
aw

a,
 T

., 
Su

zu
ki

, S
., 

Ya
m

am
ur

a,
 M

., 
N

ak
at

su
bo

, T
., 

H
at

to
ri,

 T
., 

an
d 

M
. S

hi
m

ad
a 

B
io

sy
nt

he
si

s o
f n

or
lig

na
ns

 
In

te
rn

at
io

na
l C

he
m

ic
al

 
C

on
gr

es
s 

of
 P

ac
ifi

c 
B

as
in

 S
oc

ie
tie

s 2
00

5 
20

05
/1

2/
15

-2
0 

H
on

ol
ul

u,
 U

SA
 

#4
53

 
#4

53
 

20
05

 

Ts
ug

um
i M

as
un

o,
 

N
ob

uk
az

u 
Sh

ita
n,

 S
hu

ji 
K

an
ek

o,
 a

nd
 K

az
uf

um
i 

Ya
za

ki
 

C
lo

ni
ng

 a
nd

 c
ha

ra
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er
iz

at
io

n 
of

 a
 h

ea
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 m
et
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tra
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rte

r f
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m
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ta
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ri
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Pl

an
t B

io
lo

gy
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00
5 

20
05

/7
/1

6-
7/
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シ
ア

ト
ル
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3 
11

3 
20

05
 

Sh
ita

n,
 N

ob
uk

az
u,

 
Te
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sa

ka
, K

az
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, 
  

Sa
to
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ih
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o,
 Y

az
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K

az
uf
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i 

C
lo

ni
ng
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ha
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io

n 
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D

R
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M

D
R
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5 
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シ
ア

ト
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B
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ke
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J.
, L
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, O

R
., 

G
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, M
., 
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, W
A
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B

an
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., 
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w

at
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., 
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B
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ou
ch
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R
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tti

, V
., 

B
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A
., 
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K
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A
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U
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M
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le
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H
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., 
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., 
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M
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2．4 講演 
2005 年(平成 17 年)の当研究所関連の研究者が講演した記録(件数)を下表にまとめ、主た

る講演を表にした。 

 

講演件数 
分 類  件数 

学術会議・学会大会主催者の依頼で行った外国語による基調講演 5 

学術会議・学会大会主催者の依頼で行った日本語による基調講演 2 

学術会議・学会大会主催者の依頼で行った外国語による招待講演 30 

学術会議・学会大会主催者の依頼で行った日本語による招待講演 32 

講演採択が審査される学術会議・学会大会での外国語による講演 48 

講演採択が審査される学術会議・学会大会での日本語による講演 58 

学術会議・学会大会における外国語によるパネリスト 5 

学術会議・学会大会における日本語によるパネリスト 5 

大学等研究機関における外国語による招待講演 14 

大学等研究機関における日本語による招待講演 20 

上記分類に属さない外国語による講演(学会での研究発表他) 60 

上記分類に属さない日本語による講演(学会での研究発表他) 140 
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3．教育活動 
 
3．1 大学院・学部における教育目標 
生存圏研究所は、広範な研究分野の背景を持った教員による分野横断的な学際教育を通

して、新たな学問領域である生存圏科学を担う多彩な人材育成に取り組んでいる。 
研究所に所属する教員は、大学院農学研究科・工学研究科・情報学研究科・理学研究科

の協力講座、地球環境学堂の協働講座および生命科学研究科の研究指導委嘱講座のメンバ

ーとして大学院教育を担っており、農学、情報学、工学、理学にまたがる幅広い研究分野

の学生(博士課程 44 名、修士課程 48 名)の指導にあたっている。また、それぞれの学部教育

においても、授業、演習で協力している。 
特に、当研究所の特色として、全国共同利用にも供されている最先端の研究設備を有し

ていることがあげられ、所属する大学院学生がこれらを利用した最先端の研究に接するこ

とを通して、国際的かつ総合的な能力のある人材を養成している。同時に、国内外からも

多数の研究生、日本学術振興会の特別研究員(外国人 3 名、日本人 10 名)を受け入れて、総

合的な知識と俯瞰的な視野をもって生存圏の科学の発展に寄与することのできる研究者を

育成している。 
その他、全学共通科目授業を毎年度 3 科目、また新入生を対象とする少人数セミナー、

いわゆる「ポケット・ゼミ」についても 2 科目を提供している。次年度には特に「生存圏

の科学」と題した全学共通科目 3 科目を提供する予定である。 

国際的な研究拠点として積極的に共同研究をおこなう中で、東南アジアをはじめ諸外国

の留学生や研修生を積極的に受け入れ、指導的研究者を数多く育成してきており、その成

果は多数の学術論文および論文博士の取得等に結実している。国際的な教育活動の一環と

して、今年度は、研究所が参加している 21 世紀 COE プログラムにおいて国際サマーセミ

ナーに講師として参加したほか、インドネシアと京都を結んだ国際遠隔セミナーを実施し

た。また、宇宙空間シミュレーション国際学校 ISSS-7 を実施した。 

教養教育として、学部課程の学生だけでなく高校生や社会人に対する啓蒙活動も積極的

に行っている。たとえば、今年度は、大型の共同利用設備である MU レーダーの一般公開、

高校生のための電波勉強会、京都大学公開講座(農学研究科森林科学専攻との共催)、木質構

造に関する公開実験等を実施した。 
 
3．2 教育内容(特論など) 

本研究所教員が担当している大学院科目、学部科目、全学共通科目、ポケット・ゼミを延

べ 70 件を越えている。主だった物を以下に示す。 

 

1) 農学研究科 

 「木質細胞構造機能学Ｉ」、「機能性高分子学特論」、「木質高分子学演習」、「木質高分子学

専攻実験」、「森林代謝機能化学専攻実験」、「森林代謝機能化学専攻演習」、「木質制御生化
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学」、「森林圏遺伝子統御学専攻演習」、「森林圏遺伝子統御学専攻実験」、「木質複合材料学

Ｉ」、「木質複合材料学演習」、「木質複合材料学専攻実験」、「木質構造機能学Ｉ」、「木質劣

化制御学Ⅰ」、「木質劣化制御学演習」、「木質劣化制御学実験」、「木質バイオマス変換化学」、

「木質バイオマス変換化学専攻実験」、「木質バイオマス変換化学専攻演習」、「機能性高分

子学特論」、「木質高分子学演習」、「木質高分子学専攻実験」 

 

2) 工学研究科 

 「宇宙電波工学」、「マイクロ波応用工学」、「電磁界シミュレーション」 

 

3) 情報学研究科 

 「通信情報システム特別研究 1」、「大気環境光電波計測」、「リモートセンシング工学」、 

「電磁波伝搬論」 

 

4) 理学研究科 

 「大気圏物理学 III」 

 

5) 農学部 

 「木質材料学」、「木材保存学」 

 

6) 工学部 

 「電波工学 1」、「電波工学２」、「マイクロ波工学」、「電気電子英語」、「電気電子数学 2」、 

「電気電子工学実験 A」、「電機電子工学実験Ｂ」、「電気電子計算工学及演習」 

 

7) 総合人間学部（全学共通科目） 

 「生存圏の科学-環境計測・地球再生」、「電波科学概論」、「宇宙科学」、「通信技術入門」、 

「生存圏の科学 -ウッドバイオマス-」、「地球大気観測」 

 

8) ポケット・ゼミ 

 木の性質と利用」、「木研での研究概要紹介と木を食べる生物」、「シロアリに食べられな 

い木と食べられる木」、「樹木生長のしくみと木」、「木の成分(セルロース)の機能と利用」、 

「木の遺伝子」、「木から作る先端材料」、「木の形を変える」、「木で作る住空間」、「宇宙環 

境セミナー」 
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3．3 教育活動の成果 
3．3．1 学位(博士＋修士)取得状況 
平成 17 年度に当研究所教授が審査した博士論文は 12 編あり、各論文に対して学位が授

与された。また、当研究所において、平成 17 年度において 25 編の修士論文に対して学位

が授与された。各々のリストを以下に示す。 

 

  

            [博士論文] 

氏名 論文タイトル 

小原一朗 植物プレニルトランスフェラーゼの機能解析と代謝工学への応用 

松田庄司 マルチビームレーダーにおける目標捜索性能とビーム形成方式に関する研究 

植松明久 
An observational study of fog structure and dynamics with a millimeter-wave 

scanning Doppler radar 

Findy Renggono 
Study on precipitating clouds over Kototabang, West Sumatra observed by wind 

profilers 

Shams Mohammad 

Iftekhar 

Compressive deformation behavior of wood impregnated with low molecular weight 

phenol formaldehyde (PF) resin 

河崎珠美 
Wood-based sandwich panel with low-density fiberboard for use as structurral 

insulated wall and floor 

Ragil Widyorini Self-bonding characterization of non-wood lignocellulosic materials 

三谷 友彦 Study on Noise Features of Magnetron and Low Noise Wireless Power Transmission 

三神 泉 Study on New Concept of Space-Solar Power Station (SPS) 

横山 浩之 サービス要求対応型通信網資源の動的割当に関する研究 

古屋 裕規 
Timescale Properties of Aggregated IP Traffic and Their Application to Network 

Dimensioning 

山下 史洋 
Study on digital signal processing techniques for high-scalable mobile satellite 

communications 

 

  

   [修士論文] 

氏名 論文タイトル 

津田 冴子 
選択的白色腐朽菌 Ceriporiopsis subvermispora の脂肪酸不飽和化酵素遺伝子の

クローニング 

酒徳 尚文 担子菌における新規な形質転換系の開発 
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川﨑 優子 
選択的白色腐朽菌 Ceriporiopsis subvermispora が産生する脂質関連代謝物の解

析 

坂井 亮太 多機能型ペルオキシダーゼの発現および構造機能相関解析 

西 圭介 
Trametes versicolor RC3 株ラッカーゼを用いた木材由来の発酵阻害物質の除去

について 

馬場 保徳 新規白色腐朽菌・ソルボリシス複合前処理によるスギ材の酵素糖化 

山村 正臣 
cDNA cloning of Asparagus officinalis hinokiresinol synthase（アスパラガスヒノキレ

ジノール合成酵素の cDNA クローニング） 

TAHSIN 

JILANI 

Screening of ectomycorrhizal fungi for mycorrhizal remediation of toxic heavy metals

（外生菌根菌－樹木共生系を用いた重金属捕集に関する基礎研究） 

藤村 まどか 

cDNA cloning and subcellular localization of glyoxylate dehydrogenase from brown-rot 

fungus Fomitopsis palustris（褐色腐朽菌オオウズラタケのグリオキシル酸デヒド

ロゲナーゼの cDNA クローニングとその細胞内局在） 

矢野真理子 ムラサキ毛状根におけるシコニン小胞の分泌メカニズム 

佐々木佳菜子 植物二次代謝におけるイソプレノイドの生合成と生理的役割 

濱本正文 シロイヌナズナの ABC タンパク質 AtABCA1 の発現特性と生理機能 

水戸光司 膜結合型芳香族プレニルトランスフェラーゼ LePGT-1 の大量発現と機能解析 

前川暁紀 
レーダーと GPS-TEC 観測に基づく中緯度電離圏 E・F 領域の電磁気的相互作用

に関する研究 

藤田浩史 Study on structural variations of Typhoon based on wind profiler observations 

淡野敏 Observation of refractive index profiles with GPS radio occultation from an airplane 

井村真悟 Development of a new humidity retrieval algorithm from turbulence echo power 

杉本尚悠 境界層内水蒸気観測用可搬型ラマンライダーの開発 

岩竹淳裕 木質パルプ/ポリ乳酸グリーンナノコンポジットの機械的特性 

奥村隆司 木材用接着剤としてのアルギン酸ナトリウムの接着特性 

川口聖真 シロアリおよび共生微生物によるバイオガスの効率的生産 

安達 達彦 建物内無線配電システムの研究 

三宅 洋平 

Computer experiments on the characteristics of electric field antenna  in the spacecraft 

environment (3 次元計算機実験による宇宙飛翔体環境における電界アンテナ特性

に関する研究) 

篠田 健司* 電気自動車無線充電システムの開発 

松嶋 孝明* パルス駆動型位相制御マグネトロンの研究  
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3．3．2 院生の就職状況 

各分野から提出された調書をもとに、平成 16 年度の学生の就職状況をまとめた。 

 王子製紙、日本ミルクコミュ二ティー、農林中央金庫、蝶理、キューピー、コシイプレ

ザービング、天野エンザイム、日本生協連、ナリス化粧品、情報通信研究機構、デンソー、

マッキンゼー・アンド・カンパニー、セック、日本気象協会、大建工業、セメダイン、三

共ライフテック、KDDI、新日本無線、宇宙航空研究機構、博士後期課程進学。 
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4．教員組織 

4．1 人員配置 

 本研究所では、各分野は原則として 3 名のスタッフで構成される研究体制をとっている。

平成 17 年度においては、下記のとおり 39 名の専任教員と 1 名の国内客員、3 名の外国人客

員を配置している。下記の教員配置表を参照。 

 

【生存圏診断統御研究系】 

バイオマス形態情報分野    教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

  バイオマス変換分野      教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

  森林代謝機能化学分野     教授 1 名           助手 1 名 

  森林圏遺伝子統御分野     教授 1 名   助教授 1 名・講師 1 名 

  大気圏精測診断分野      教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

  大気圏環境情報分野      教授 1 名   助教授 1 名 

  レーダー大気圏科学分野    教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

 

【生存圏開発創生研究系】 

  生物機能材料分野       教授 1 名   助教授 2 名 

  循環材料創成分野       教授 1 名           助手 1 名 

  生活圏構造機能分野      教授 1 名           助手 2 名 

  居住圏環境共生分野      教授 1 名   助教授 2 名・講師 1 名                  

  生存科学計算機実験分野    教授 1 名   助教授 1 名 

  生存圏電波応用分野      教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

  宇宙圏電波科学分野      教授 1 名   助教授 1 名   助手 1 名 

【生存圏戦略流動研究系】 

  先進研究分野         国内客員教授又は助教授 1 名 

  総合研究分野・圏間研究分野  外国人客員教授又は助教授 3 名 

 

4．2 採用 

  専任教員の採用については、生存圏研究所専任教員選考内規により、教授、助教授、講

師、助手の選考手続きを規定し、これに従い選考、採用を行っている。原則として、教員

補充の必要が生じたとき所長は、専任教授会に附議し、候補者選考委員会を発足させる。

同委員会は公募要項を作成し、教授、助教授、講師の選考においては、応募者の業績その

他について調査を行い複数の候補者を選定し、その結果を専任教授会に報告する。専任教



 66 

授会は、投票により候補者を選定し、協議員会に推薦する。協議員会は推薦のあった候補

者について投票により 1 名を選考する。助手の選考においては、応募者の業績その他につ

いて調査を行い、専任教授会に候補者選定の報告を行う。専任教授会は選定報告のあった

候補者について投票により議決を行う。 

 客員教員の採用については、生存圏研究所客員教員選考内規および客員教員選考に関す

る申合せにより選考手続きを規定し、これに従い選考、採用を行っている。客員教員の受

入希望の申し出があったときは、教員会議で当該候補者の客員選考委員会への推薦を審議

する。客員選考委員会は推薦のあった者について調査を行い、候補者を選定し専任教授会

に推薦する。専任教授会は、推薦された候補者について合意により選考する。 

 

4．3 人事交流 

 平成 17 年度における他機関との間で行われた人事交流は以下のとおりである。 

平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日 

五十田   博 氏（信州大学工学部助教授） 

  生存圏戦略流動研究系先進研究分野 客員助教授に採用 

 

平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日 

鮫 島 正 浩 氏（東京大学大学院農学生命科学研究科教授） 

 生存圏戦略流動研究系先進研究分野 客員教授に採用 

 

  平成 17 年 8 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日 

  楊     萍 氏（熊本大学教育学部助教授） 

   生存圏研究所非常勤講師に採用 

 

  平成 17 年 10 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日 

  西 野   孝 氏（神戸大学工学部教授） 

   生存圏研究所非常勤講師に採用 

 

《教員配置表（平成 18 年 1 月 1 日現在）》 

【生存圏診断統御研究系】 

バイオマス形態情報分野 

 教授 伊東 隆夫  助教授 杉山 淳司  助手 馬場 啓一 

  バイオマス変換分野 
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教授 渡邊 隆司  助教授 本田 与一  助手 渡邊 崇人 

  森林代謝機能化学分野 

教授 梅澤 俊明             助手 服部 武文 

  森林圏遺伝子統御分野 

教授 矢﨑 一史  助教授 林  隆久 講師 黒田 宏之 

  大気圏精測診断分野 

教授 津田 敏隆  助教授 中村 卓司  助手 堀之内 武 

  大気圏環境情報分野 

教授 塩谷 雅人  助教授 山本  衛 

  レーダー大気圏科学分野 

教授 深尾 昌一郎  助教授 橋口 浩之  助手 山本 真之 

【生存圏開発創生研究系】 

  生物機能材料分野 

教授 矢野 浩之  助教授 師岡 敏朗・田中 文男 

  循環材料創成分野 

教授 川井 秀一             助手 梅村 研二 

  生活圏構造機能分野 

   教授 小松 幸平             助手 瀧野 眞二郎・森  拓郎 

  居住圏環境共生分野 

教授 今村 祐嗣  助教授 角田 邦夫・吉村  剛 講師 畑  俊充                  

  生存科学計算機実験分野 

教授 大村 善治  助教授 臼井 英之 

  生存圏電波応用分野 

教授 橋本 弘藏  助教授 篠原 真毅  助手 三谷 友彦 

  宇宙圏電波科学分野 

   教授（兼務）松本  紘  助教授 小嶋 浩嗣  助手 上田 義勝 

   （京都大学理事・副学長） 

【生存圏戦略流動研究系】 

  先進研究分野 

   客員教授 鮫島 正浩 

  総合研究分野・圏間研究分野 

  外国人客員教授 Daggumati,Narayana Rao 
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5．管理運営 

 

5．1 研究所の意思決定 

研究所の管理運営は、所長を中心に研究所の重要事項を審議する協議員会、協議員会か

らの付託事項を審議する専任教授会、研究所の運営に関する重要事項について所長の諮問

に応じる運営委員会、ミッション遂行について所長の諮問に応じるミッション推進委員会

が機能している。さらに研究所の運営に関する一般的事項、特定事項、関連事務事項を協

議するため教員会議、各種委員会が置かれている。 

また、開放型研究推進部運営会議、同推進部運営会議の下に 10 の共同利用専門委員会、

さらに生存圏学際萌芽研究センター会議、同センター運営会議が置かれ、各々の役割を担

っている。 

 

5．1．1 所長 

1) 所長は重要事項にかかる意思の形成過程において協議員会、専任教授会、教員会議を召 

集し、議長となって研究所の意思を決定し執行する。 

2) 所長候補者は、京都大学の専任教授のうちから、専任教員の投票により第１次所長候補 

者 2 名が選出され、協議員会において第 1 次所長候補者について投票を行い、第 2 次所長

候補者 1 名が選出される。第 2 次所長候補者を選出する際の協議員会は構成員の 4 分の 3

以上の出席を必要とし、単記による投票により得票過半数の者を第 2 次所長候補者とする。

所長の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 

  なお、所長選考内規附則には「生存圏研究所設置後最初に任命される所長の候補者の選 

考については、木質科学研究所及び宙空電波科学研究センターの協議員会の推薦する候補 

者について総長が行う。」と規定されているが、選考内規の定めと同様の手続きを経て、 

松本 紘教授が初代所長として選出された。松本所長の平成 17 年 10 月 1 日付け本学理 

事・副学長就任に伴い、後任の所長として川井秀一教授が選出された。なお、川井所長の

在任期間は平成 17 年 10 月 1 日から平成 18 年 3 月 31 日である。また、所長の用務を補佐

するために 2 名以内の副所長を置くことができるが、2005 年 10 月に津田敏隆教授が副所

長に指命された。 

 

5．1．2 協議員会 

1) 研究所の重要事項を審議するため協議員会が置かれている。協議員会は専任教授および 

学内関連研究科である理学、工学、農学、情報学研究科の研究科長、宇治地区部局長会議

世話部局長により組織され、協議員会に関する事務は宇治地区事務部において処理するこ
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ととなっている 

2) 協議員会は必要に応じ所長が招集し議長となる。協議員会では次の事項が審議される。 

①所長候補者の選考に関すること。 

②教員人事に関すること。 

③重要規程の制定・改廃に関すること。 

④その他研究所運営に関する重要事項。 

 

5．1．3 専任教授会 

1) 協議員会からの付託事項その他必要な事項を審議するため専任教授会が置かれている。 

専任教授会は専任教授で組織され、専任教授会に関する事務は宇治地区事務部において処 

理することとなっている 

2) 専任教授会は所長が招集し議長となり、原則として月１回開催され、所長から提示のあ

った議題についての審議とともに、教員の兼業、海外渡航にかかる承認報告も行われ

ている。専任教授会では次の事項が審議される。 

①教員の公募に関する事項。 

②教授、助教授及び講師の選考にかかる、候補者の推薦に関する事項。 

③助手の採用に関する事項。 

④開放型研究推進部長及び生存圏学際萌芽研究センター長の選考に関する事項。 

⑤生存圏学際萌芽研究センター学内研究担当教員及び学外研究協力者の選考に関す

る事項。 

⑥客員教員の選考に関する事項。 

⑦研究員等の選考及び受入に関する事項。 

⑧研究生等の受入に関する事項。 

⑨教員の兼業、兼職等に関する事項。 

⑩予算に関する事項。 

⑪外部資金の受入に関する事項。 

⑫規程及び内規の制定、改廃にかかる建議に関する事項。 

⑬その他管理運営に関し必要な事項。 

 

5．1．4 運営委員会 

1) 研究所の運営に関する重要事項について所長の諮問に応じるため運営委員会が置かれて 

いる。運営委員会は専任教授、全国共同利用専門委員会委員長を担当している専任助教授、

学内関連研究科である理学、工学、農学、情報学研究科の教授４名、学外関連研究機関の
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研究者１１名により組織され、運営委員会に関する事務は宇治地区事務部において処理す

ることとなっている。 

2) 運営委員会は必要に応じ所長が招集し議長となる。運営委員会では、研究組織の改変に 

関する事項、全国共同利用研究に関する事項について協議が行われる。 

 

5．1．5 ミッション推進委員会 

1) 1) 研究所にとって最も重要な柱である 4 つのミッション遂行について所長の諮問に応

じるためミッション推進委員会が置かれている。ミッション推進委員会は所長、開放型

研究推進部長、生存圏学際萌芽研究センター長、研究ミッションの責任者 8 名、および

インターミッションプロジェクトの取りまとめ担当者 1 名により組織されている。 

2) ミッション推進委員会は必要に応じ所長が招集し議長となる。ミッション推進委員会で 

は、①環境計測・地球再生、②太陽エネルギー変換・利用、③宇宙環境・利用、④循環型 

資源・材料開発の 4 つのミッション推進とこれに関連する事項について協議が行われる。 

 
5．1．6 教員会議 
1) 専任教授会からの委任事項、運営に関する一般的事項、関連事務事項その他必要な事項 

を協議・連絡するため教員会議が置かれている。ただし、重要事項についての最終意思決 

定は専任教授会が行う。教員会議は専任教員全員と研究所所属の技術職員で組織され、必 

要に応じて宇治地区事務部に出席を求めることとなっている。 

2) 教員会議は所長が招集し議長となり、原則として月 1 回開催され、重要事項にかかる構 

成員の合意形成、各種委員の選定、諸課題に対する役割分担等について協議が行われると

ともに所内および全学の動きについての情報提供、開放型研究推進部、生存圏学際萌芽研

究センター、各種委員会からの報告、事務的連絡が行われている。 
 
5．1．7 開放型研究推進部運営会議 

1) 開放型研究推進部の運営に関する重要事項について推進部長の諮問に応じるため開放型 

研究推進部運営会議が置かれている。開放型研究推進部運営会議は推進部長、生存圏学際

萌芽研究センター長、共同利用専門委員会委員長 10 名、共同利用実務担当教員 4 名およ

び所長により組織されている。運営会議に関する事務は宇治地区事務部において処理する

こととなっている。 

2) 開放型研究推進部運営会議は必要に応じ推進部長が招集し議長となる。運営会議では、 

全国の共同利用研究及び国際共同研究の推進とこれに関連する事項について協議が行わ

れる。 
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5．1．8 全国・国際共同利用専門委員会 

1) 全国の共同利用研究の運営に関する事項について推進部長の諮問に応じるため共同利

用専門委員会が置かれている。共同利用専門委員会は共同利用に供する設備、共同研究

プログラムに関連する分野の専任教員と学内外および国外の研究者により組織され、現

在 10 つの委員会が立ち上げられている。共同利用専門委員会に関する事務は宇治地区

事務部において処理することとなっている。 

2) 共同利用専門委員会は必要に応じ各専門委員会委員長が招集し議長となる。専門委員会

では、共同利用の公募・審査、設備の維持管理、共同研究プログラム、将来計画等に

関する事項について協議が行われる。 
 
5．1．9 生存圏学際萌芽研究センター運営会議 

1) 生存圏学際萌芽研究センターの運営に関する重要事項についてセンター長の諮問に応じ

るため生存圏学際萌芽研究センター運営会議が置かれている。生存圏学際萌芽研究セ

ンター運営会議は、センター長、開放型研究推進部長、研究ミッションの代表者 8 名、

学内関連研究科である理学、工学、農学、情報学研究科の教授 4 名および所長により

組織されている。 

2) 生存圏学際萌芽研究センター運営会議は必要に応じセンター長が招集し議長となる。運

営会議では、生存圏のミッションに関わる萌芽的研究、学内外研究者による融合的、

学際的な共同研究の推進とこれに関する事項について協議が行われる。 

 

5．1．10 その他の委員会 

1) 研究所の管理運営を円滑に行うために各種委員会が設置されている。委員会は各々の所

掌事項について検討し、その結果は教員会議で報告される。教員会議または教授会にお

いて了承が得られた事項については順次実行に移される。専任教員は何らかの委員を担

当することにより研究所の運営を自覚する民主的なシステムとなっている。 

2) 現在、次のように 22 の委員会（担当を含む）が立ち上げられ、それぞれの役割を担っ

ている。 

（委員会） 

①広報、②将来構想、③予算経理、④内規、⑤教育・学生、⑥客員、⑦通信情報、

⑧建物、⑨安全衛生、⑩ミッション推進（5.1.5 参照）、⑪人権、⑫兼業審査、⑬情報

セキュリティ、⑭自己点検・評価、⑮客員教員選考、⑯人事制度検討、⑰放射線障

害防止、⑱中期計画、⑲競争的資金獲得ＷＧ 

（担当） 

①人権相談窓口担当者、②エネルギー管理要員、③安全衛生担当者 

 
広報委員会 
（１）生存圏研究所公開講演会の開催 
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宇治キャンパス公開のある 10 月 8 日(土)の午後に開催することを決め，木質ホールで

以下の講演者・題目により実施し，盛会であった。 
松本紘 「宇宙開発・宇宙科学と私たちの暮らし―元気の出る宇宙生存圏開発―」 
塩谷雅人 「人工衛星から見る私たちの生存圏」 
吉村剛 「シロアリと生存圏科学－シロアリは地球を救うか？－」 
伊東隆夫 「わが国と中国における木の文化を較べる」 

（２）Wood Research と木材研究について 

木質科学研究所時代の定期出版物であった｢木材研究・資料｣，｢Wood Research｣は廃

刊とすることとし，新たに和文，欧文の雑誌を新たな方針で発行することを決定し

た。 

（３）欧文雑誌（タイトル：Sustainable Humanosphere） 

所長挨拶(経過説明を含む)，修士論文・博士論文要旨，受賞の紹介，研究紹介，文献

リストの構成で，毎年 3 月末現在の内容で年 1 回発行することとした。なお，随時「紀

要」としての成果の紹介も行う。 

（４）和文雑誌 (タイトル:生存圏研究) 

所長挨拶(初回のみ)，総説（宇治キャンパス公開及び生存圏研究所公開講演の講演者

の発表内容），共同利用活動の報告，資料（紀要に準じる），研究業績（自己点検のホ

ームページを紹介）という構成で，毎年 12 月末現在の内容で年 1 回発行することと

した。今年度に限り，平成 16 年と 1７年の 2 冊の発行を目指している。 

（５）生存研だより 

「木質研だより」として一般向けに年 2 回，イベント時に刊行されていたものを継承

する。和文雑誌送付時にも同封する。今年度は後期に第１号を作成し、展示会・講演

会等で配布した。 

（６）ホームページ 

名前からたどれるようにする。上記の諸出版物は PDF で公開する。 

（７）生存研メール（メルマガ） 

木研メールの継続として発行する。メルマガを希望する人たちのアドレス収集を学会

などでも行う。 

（８）和文パンフレット 

教授の定年退職と新教授４月着任に伴う改訂を行った。 

（９）学外広報活動 

国内での学会、研究会、琵琶湖環境メッセ、拠点大学国際シンポジウムなどの機会を

捉え、展示ブースを設置し広報活動を行った。 

 

将来構想委員会 

本委員会は、長期的な視点から生存圏研究所の将来図、研究所における研究・教育のあ

り方、新たな生存圏科学の構築、生存圏科学に向けての学会やコミュニティの枠組み作り、
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等を討議・検討し、提案を行っていくことを目的としている。 

 今年度は、生存圏研究所が全国・国際共同利用の新生研究所として活動を展開させ、具

体的な作業内容を優先せざるを得なかったため、委員会を開催することができなかったが、

生存圏研究所の長期的な方向を多面的に討議し、将来構想を構築していくことは研究所と

してきわめて重要であるので、今後、論議を進め、かつ深めていきたい。 

 特に、生存圏科学に関する新たな学問分野を構築するため、新学会“生存（圏）科学学

会”を立ち上げることが課題である。研究所のミッションとも関連させた学際萌芽研究セ

ンターの主催する「オープンセミナー」、プロジェクト共同利用専門委員会が管轄し今年度

中には開催件数が 35 回を越える「生存圏シンポジウム」、さらに今年度から新たに開始し

た「公募型研究集会・シンポジウム」などを基礎にして、将来的な展望をもって研究会と

して定着させ具体化する必要がある。同時にこれを核として、宇治キャンパスの他研究所、

さらには学内の関連研究者、学外、海外の研究者を包含していく学会やコミュニティを構

築していくことを目指したい。 

委員：今村（委員長）、伊東、津田、大村、矢崎、矢野、山本（衛）、畑、松本（道）、岡本、

井上（清） 

 

予算経理委員会 

中期計画期間中における運営費交付金が漸次削減される状況の中で、全国共同利用型の研

究所としての活動を拡大していくためには、運営の効率化と外部資金の獲得に努める必要

がある。予算経理委員会では、効率化係数の導入、特別教育研究経費の配分など平成 17 年

度に生じた経理状況の変化に対応した予算配分方法を決定した。即ち、各研究分野に対し

ては昨年度並みの当初配分額を確保しつつ、ミッションプロジェクトや全国共同利用の推

進に必要な活動予算を確保する新たな予算配分ルールを決定した。また、平成 17 年度から

さらに運営費交付金の配分が減少すると予想される平成 18 年度の予算配分案について議論

した。平成 17 年度中、予算経理委員会の開催日時および、その主な議題は以下の通りであ

る。委員：津田*、渡邊（隆）*、川井、今村、小松、篠原、山本（衛）、臼井、前田経理課

長、勝部第二運営費掛長、緒方第二運営費掛員、井上室長（*委員長） 

 

委員会の活動 

第 1 回予算経理委員会 （平成 17 年 5 月 30 日開催） 

平成 17 年度と平成 16 年度の予算比較表を基に、平成 17 年度予算配分の基本方針につい

て討議した。平成 17 年度支出予算の事業別科目について討議した。 

第 2 回予算経理委員会 （平成 17 年 6 月 27 日開催） 

研究－特別教育研究経費（拠点形成）の配分について討議し、予算配分方針を決定した。 

第 3 回予算経理委員会 （平成 17 年 10 月 31 日開催） 

共通経費の執行状況を確認し、今後の支出予想について検討した。また、研究所共通経

費負担項目を決定した。間接経費の配分方法を検討した。研究－特別教育研究経費（拠
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点形成）の予算配分について検討した。財務会計システムの教育・研究の振り分け、平

成 18 年度の予算配分方法について議論した。 

第 4 回予算経理委員会 （平成 18 年 2 月 3 日開催予定） 

平成 18 年度の予算配分方法および平成 17 年度の予算執行に関し審議する予定である。 

 

教育・学生ワーキンググループ 

生存圏研究所では、広範な研究分野の背景を持った教員による分野横断的な学際教育を

通して、新たな学問領域である生存圏科学を担う多彩な人材育成に取り組んでいるが、そ

の一環として、教育・学生委員会が中心となり研究所全体での修士 2 年の学生発表会を開

催している。これは、狭い学問分野にとどまることなく広く研究内容を聞く場、あるいは

研究内容をわかりやすく他分野の人にも説明する場を積極的に設けようという趣旨にもと

づいて開催されているものである。今年度は平成 18 年 1 月 13 日に実施し、約 120 名の参

加があった。その他、これまでに個別におこなってきた全学共通科目授業を見直し、今年

度から「生存圏の科学」と題した全学共通科目授業 3 科目の提供をはじめた。次年度はさ

らに研究所が目指すミッションテーマとの対応を意識して、この全学共通科目授業を 4 科

目に広げて提供する予定である。 

 
通信情報委員会 

研究所のネットワーク環境に関する整備を以下の通り行った。 

以下の活動を行った。 

（１）生存研のプライバシー･ポリシー 

京都大学のプライバシー･ポリシーに従うこととした。 

（２）研究所全構成員を対象とした講習会の開催 

 8 月に全構成員(常勤教職員の他，非常勤研究員，補佐員，学生，大学院生を含む)を対象

とした「情報セキュリティ・個人情報保護に関する講習会」を開催した。職員 60 名以上，

学生院生約８０名と日本語の分かる構成員の 6-7 割の参加があった。資料に関しては，工学

研究科附属情報センター，学情メディアセンターのご協力を得た。 

（３）英文ホームページの作成 

（４）所内ネットワークならびにメールシステムの維持管理 

 
安全衛生委員会 

生存圏研究所発足の準備段階および発足当初は『リスク管理委員会』として安全衛生面

について討議していたが、新年度を迎え、宇治地区事業場において衛生委員会が発足した

のを契機として、名称を統一すべく、『安全衛生委員会』に名称を変更し現在に至っている。 

委員会の構成は以下の通りである。 

伊東隆夫（委員長）、井上雅文、服部武文、橋口浩之、三谷友彦、山本雅之、吉村 剛（2005

年2月から本田与一）、師岡敏朗、梅澤俊明、林 隆久、 
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松本総務課長、藤田経理課長 

 

なお、宇治事業場衛生委員会委員として以下の2名が当該研究所から参画している。 

衛生管理者（第2号委員）：井上雅文 

衛生に関し知識・経験を有する者（第4号委員）：伊東隆夫 

 

◆ 安全衛生教育について、化学研究所主催の安全衛生教育講習会に便乗させて頂くかたち

で、5 月 13 日に安全衛生教育を行った。 

 
◆ 生存圏研究所における安全衛生面を徹底するために、各研究室に安全衛生担当者を置い

た。 
所内安全衛生担当者（敬称略） 

バイオマス形態情報分野：馬場啓一 

バイオマス変換分野：渡邊隆司 

森林代謝機能化学分野：服部武文 

森林圏遺伝子統御分野：黒田宏之 

大気圏精測診断分野：堀之内 武 

大気圏環境情報分野：江口菜穂 

レーダー大気圏科学分野：山本真之 

生物機能材料分野：師岡敏朗 

循環材料創生分野：井上雅文 

生活圏構造機能分野：小松幸平 

居住圏環境共生分野：吉村 剛 

生存科学計算機実験分野：臼井英之 

生存圏電波応用分野：三谷友彦 

宇宙圏電波科学分野：小嶋浩嗣 

 

人権委員会 

窓口相談を含め、全学の動きにあわせ、１７年６月３日の専任教授会において「京都大

学生存圏研究所人権委員会内規」を承認した。幸いにも人件委員会を開催しなければなら

ない事案は生じていない。 

 人件委員会構成（内規第３条）は以下のとおりである。所長、専任の教授又は助教授若

干名、宇治地区事務部長、その他所長が特に必要と認めた教職員：松本松本（H17.9.30 ま

で）、川井、矢崎、杉山、中村、角田（H17.10.1-12.31）。 

相談窓口構成（内規第６条）は以下のとおりである。専任教授又は助教授若干名、宇治

地区事務部総務課長、その他所長が特に必要と認めた教職員：杉山、中村、角田。 
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兼業審査委員会： 

委員は、所長（H17.9.30 まで松本教授が、H17.10.1-12.31 間は川井教授が兼務）、開放

型研究推進部長（津田教授）及び生存圏学際萌芽研究センター長（H17.9.30 まで川井教授

が、H17.10.1-12.31 は今村教授が兼務）、橋本教授、小松教授の４名で構成されている。

とくに内規を定めていない。平成１７年度の兼業審査は４件であり、いずれも委員会委員

および産業界の技術指導に関するものである。 

 

情報セキュリティ委員会 

委員の構成（内規第３条）は以下のとおりである。所長、開放型研究推進部長及び生存

圏学際萌芽研究センター長、幹事、専任の教授若干名、その他の教員若干名、（内規第４

条により委員長は所長をもって充て、副委員長は幹事をもって充てる）：松本（H17.9.30

まで）、川井、津田、今村（H17.10.1-12.31）、橋本、伊東、田中、橋口 

本委員会は所長を中心とする重い委員会のため，情報セキュリティに関する多くの事項

の審議を通信情報委員会に付託し、重要事項を審議するものとした。 
 

客員選考委員会 

 平成１６年度に決定された客員選考委員会の内規と同申し合わせに従って、外国人客員

教員の選考業務を行った。そのプロセスは、教員会議で所内受入教官より招聘候補に関す

る簡単なコメントを求め、それに対する教員の意見を聴取した後、可及的速やかに選考委

員会を開催し、委員会としての意見を集約した後、専任教授会において所長に委員会の意

見を上申し、最終選考の決定が下されるというものである。 

以上のプロセスを経て平成 17 年度に招聘された外国人客員教員のリストを以下に示す。 
外国人客員教員の

所属と名前 
年

齢 
国

名 
研究課題 代表受入研究者 滞在期間 

インド地磁気研究

所教授 ラキーナ 
ガルパックス  
Lakhina Gurbax  

61
才  

イ

ン

ド  

宇宙プラズマ中の非線形プ

ラズマ波動の研究  
生存科学計算機

実験分野教授  
大村 善治  

平成 17 年 2
月 1 日～  
平成 17 年 7
月 31 日  

SRI インターナショ

ナル研究主幹 ツノ

ダ ローランド  
Tsunoda Roland  

63
才  

米

国  
電離圏 E-F 領域の沿磁力結

合に関する研究  
レーダー大気圏

科学分野教授  
深尾 昌一郎  

平成 17 年 3
月 1 日～  
平成 17 年 5
月 31 日  

デルフト工科大学

助教授  
レイチェン アドリ

アヌス  
Leijten Adrianus  

52
才  

オ

ラ

ン

ダ  

拡張チューブと高密度積層

木材(DVW)で補強した接合

法の耐震性能  

生活圏構造機能

分野教授  
小松 幸平  

平成 17 年 4
月 1 日～  
平成 17 年 6
月 30 日  
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ロシア科学アカデ

ミー、（IZMIRAN）

部長 ﾊﾟﾌﾞﾛﾌ ｱﾅﾄﾘ 
ｳﾞﾗｼﾞﾐﾛｳﾞｨｯﾁ 
Pavlov Anatoli 
Vladimirovich 

54
才 

ロ

シ

ア 

ＭＵレーダー観測と電離

圏・プラズマ圏結合モデル

による擾乱時電離圏の比較

研究 

レーダー大気圏

科学分野教授 
深尾昌一郎  

平成 17 年

７月１日～

平成１７年

９月３０日 

南京林業大学教授 
リーダガン 
Li Dagang  

45
才 

中

国 
中国産木材の多様性に関す

る研究 
バイオマス形態

情報分野教授 
伊東隆夫 

2005/07/01 
- 
2005/12/31  

NASA Jet Propulsion 
Laboratory  ブルー

ス ツルタニ 
Bruce. T. Tsurutani  

64
才 

米

国 
精密衛星測位による地球環

境監視技術の開発 
大気圏精測診断

分野教授 
津田敏隆 

平成１７年７

月１日～平

成１７年９月

２９日  

NASA Jet Propulsion 
Laboratory  ブルー

ス ツルタニ 
Bruce. T. Tsurutani  

64
才 

米

国 
精密衛星測位による地球環

境監視技術の開発 （上記

の研究の期間延長） 

大気圏精測診断

分野教授 
津田敏隆 

平成１７年１

０ 月 １ 日 ～

平成１７年１

０月３１日 

インド宇宙研究機

関国立 MST レーダ

観測所所長 
ダ グ マ テ ィ   

ナ ラ ヤ ナ  ラ オ

Daggumati Narayana 
Rao  

５

６

才 

イ

ン

ド 

GPS 掩蔽による大気圏・電

離圏観測に関する研究 
大気圏精測診断

分野教授 
津田敏隆 

平成１７年１

２ 月 １ 日 ～

平成１８年２

月２８日 

サンクトペテルブ

ルグ大学物理学研

究大気科学部門主

任研究員ガブリロ

フニコライ 
Gavrilov,   Nikolay 

５

８

才 

ロ

シ

ア 

大気重力波砕波乱流が大気

微量成分の対流圏－成層圏

間輸送に及ぼす効果の研究 

レーダー大気圏

科 学 分 野 教 授 

深尾昌一郎 

平 成 １ ８ 年 
年 １ 月 １ ０ 

日～平成１

８ 年 ４ 月 ９ 

日 

高麗大学環境生態

工学部教授 
キ ム       

ギューヒョック 
Kim Gyu-Hyeok 

４

６

才 

韓

国 
保存処理木材の生物処理に

よるリサイクルシステムの

構築 

居住圏環境共生

分野助教授 
吉村 剛 

平成１８年

１月１日～ 

平成１８年

６月３０日 

 また、平成１７年度に招聘された（予定）国内客員教員は以下の通りである。 
 

客員教員の所属と

名前 
年齢 研究課題 代表受入研究者 滞在期間 
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信州大学工学部 
助教授 

いそだ ひろし 
五十田 博 

３９

才 
エコ住宅の地震時挙動に関

する研究 

生活圏構造機能

分野助手 
森 拓郎 

平成１７年

４月１日～ 

平成１７年

９月３０日 

東京大学大学院農

学生命科学研究科

教授 

さめじま まさひろ 

鮫島正浩  

51 
才 

持続的生存基盤確立に資す

る木質科学統合プラットフ

ォームの構築 

森林代謝機能化

学分野教授 
梅澤俊明 

 

平成１８年

１月１日～ 

平成１８年

３月３１日 

 
 なお、平成 17 年 12 月の教員会議において、川井所長より、外国人客員教員の招聘枠を

有効に活用して、１年程度ミッション研究に専念してもらう外国人客員研究員を考えては

どうかという提案があり、人事制度検討委員会の審議を経て、この提案は平成１８年度の

客員招聘計画から実行されることとなった。これにより、１年程度の長期で滞在するミッ

ション研究専念型外国人客員研究員の枠が優先的に確保されることとなった。 
平成 17 年度の選考委員会の構成は、小松教授（委員長）、島田教授（退任後は伊東隆夫教

授に交代）、大村教授、塩谷教授、杉山助教授、橋口助教授、小嶋助教授、田中助教授であ

る。 
 

人事制度検討委員会 

 研究所発足と同じ年度に大学の法人化がおこなわれ、研究所として今後の人事制度につ

いて自立的に考えていくことがますます重要性になってきているという認識から、昨年度

後半に本委員会は設立された。年度途中で、研究所運営に関わる重要問題を掘り下げて論

議するため、少人数のメンバーからなるワーキンググループも設置されている。今年度は 3

回の委員会と、1 回のワーキンググループの集まり、さらにメールでの意見交換をおこなっ

た。 

その中で比較的長期的な問題として、1) 大学院重点化の流れの中で博士取得者さらには

ポスドクが増加しており、同時に助手ポジションが定員削減などにより減少している状況

にどう対処するか、2) 分野(講座)運営体制の多様化(小講座制的なものや大講座制的なもの)

の中で教授・助教授などシニアなポジションの役割と分野のユニットについてどう考える

か、などについて意見交換をおこなった。 

また、短期的な問題として、研究所立ち上げに際して想定していたような人材の配置が

実現していないことや、研究所として開拓すべき新分野を担う人材の確保ができていない

状況にどう対処するか論議した。その方策のひとつとして、ミッション推進に関わる研究

活動をおこなうにふさわしい外国人研究者を招聘する場合、現在ある 3 名の外国人客員の

ポジションのうち 1 名の枠を積極的に活用してはどうかという提案をおこなった。 
 
放射線障害防止委員会 

１．2004 年度に引き続き放射線取扱主任者として服部武文が、また、Ｘ線作業主任者とし
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て杉山淳司が担当した。 

２．日本アイソトープ協会によるＲＩ廃棄物の集荷が平成 17 年 10 月 6 日に行われた。 

内容物は以下の通り。 

可燃物：50ℓ×1、難燃物：50０ℓ×2 

３ ．ＲＩ実験室における毎月のサーベイテスト、スミアテスト、3 ヵ月ごとの排気検査で

は異常は認められなかった。 

４．ＲＩ実験室における毎月の作業環境測定（放射線）による、空気中の放射線の濃度に

異常は認められなかった。 

５．平成 17 年 9 月 27 日に学内の放射線障害予防小委員による放射性同位元素等使用施設

等調査点検が行われた。 

指摘事項は以下の通り 

RI に関して 

z 廃棄保管庫の金属製のケースに内容物が分かるよう表示をつける。 

z 使用室内および屋外の排水設備に関し、流れの方向を示す矢印の表示をつける。 

z 事業所境界の測定点を測定記録に明示する。 

X 線に関して 

z 昆虫実験室の部屋の入り口の表示を使用室に改める。 

z 昆虫実験室装置にエックス線装置の表示をつける。 

z 昆虫実験室のマッピングの結果を分かりやすい場所に掲示する。 

z バイオマス形態情報の使用簿記録に一部鉛筆書きがあり改める。 

z バイオマス形態情報電子顕微鏡に電子顕微鏡の表示をつける。 

z 結晶解析室、使用簿は年度ごとにとじる。 

 

中期計画作成委員会 

本委員会は大学本部の要請（平成 17 年 11 月 17 日付け）に応じて、生存圏研究所の「京

都大学中期計画・年度計画等の平成 17 年度計画進捗状況調査」の作成に当たった。 
委員は以下の通りである。 

臼井英之、梅澤俊明、大村善治、川井秀一、黒田宏之、塩谷雅人、篠原真毅、津田敏隆、

角田邦夫、橋本弘蔵、矢野浩之、山本 衛、吉村 剛、渡辺隆司、 

井上清司（事務部） 

委員会による原案作成とメールによる教員の審議を経て、12月7日に回答書を提出した。 

作業班の編制とその素案の分担委員を以下に示す。 

・ 教育：橋本（取り纏め）、山本、吉村、黒田 

・ 研究：臼井（取り纏め）、矢野、梅澤、塩谷 

・ 社会・業務運営、財務、国際：角田（取り纏め）、渡辺、篠原、津田、井上 

・ その他、自己点検等：川井（全体取り纏め）、大村、角田 

・ 全体ファイルの取り纏め：臼井 
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以下、平成 17 年度計画進捗状況回答書の中から、重要事項を抽出して記載する。 
 

≪教育に関するもの≫ 
01. 生存圏の科学に関する全学共通科目を 3 科目開講した。 
02. 学部・研究科からの情報に基づき、学生のインターンシップを奨励し、一部学生は参加

した。 
03. 幅広い分野の教育を行うとともに、最新の知識を習得させるための高度専門教育プログ

ラムを整備については、各研究科と協議の上協力して実施している。 
04. 遠隔講義システムを利用した教育、情報メディアを使用した教育を行っている。前年度

に引き続き、研究所が参加している 21 世紀 COE「活地球圏の変動解明」において、バンド

ン(インドネシア)・京都をインターネットで結んだ国際遠隔セミナーを実施した。 
05. 全国共同利用設備（MU レーダー、AKDK, 木質材料実験棟、DOL、LSF、生存圏デー

タベースなど）を利用した高度な研究に大学院生を参加させる他、客員教授・研究員によ

るセミナー受講、外国人研究者との共同研究に大学院生を積極的に係わらせるなどして、

総合的な教育を推進している。また、世界をリードできる研究に触れさせることを通じて，

博士課程進学の動機を高めた。 
06. 研究所が主催する国際シンポジウム等における、大学院生による研究発表を奨励してい

る他、審査付の国際学術誌に投稿することを奨励している。 
07. 生存圏シンポジウムを通じて、大学院学生に生存圏の科学の基礎知識を習得させつつあ

る。 
08. 所内に常設の教育・学生委員会を設置し、学習相談等については教員が助言・支援に当

たっている。また、国内外の教員、研究員の求人情報の提供や多様な進路に対応した進路

指導を行った。 
09. 協力研究科の制度にのっとった社会人ドクターや研究生を積極的に採用した。 
10. 全国共同利用設備の共同利用を通じて社会人を含む学内外の研究者への高度な教育を

行った。 
 

≪研究に関するもの≫ 

11. 全国共同利用研究所「生存圏研究所」として、人類の生存基盤を支えるための新たな学

際的学問領域の創成を目指し努力を行い、4 つのミッション「環境計測・地球再生」、「太陽

エネルギー変換・利用」、「宇宙環境・利用」および「循環型資源・材料開発」を推進した。

生存基盤高等研究院の創設に向けて 5 研究所共同で検討を開始した。 

12. 開放型研究推進部が核となり、全国・国際共同利用研としての活動を順調に推進してい

る。大規模施設・実験設備利用、データベースの共用、ならびにプロジェクト共同利用に

よる全国共同利用研究を新たに 6 件開始し、従来から行っていた全国共同利用研究（3 件）

とともに引き続き推進、発展させた。今年度の共同利用の全採択件数は、211 件である。後

期からは国際共同利用も一部開始された。年度計画を上回って実施中である。 
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13. 生存圏学際萌芽研究センター主導の学内研究担当教員との共同研究、ミッション専攻研

究員（6 名）による萌芽プロジェクト研究、開放型研究部を中心にした国際・国内共同利用

研究により特色あるプロジェクト研究の立ち上げ、推進、その発展に努力している。 

14. 外国人客員のポジションを積極的に活用する（7 名）と共に、学術振興会拠点校事業等

による外国人共同研究者等（35 名）を受け入れ、研究活動の国際化を一層促進した．また、

現地対応機関の協力、衛星回線の利用などネットワークの高度利用により、赤道大気レー

ダーやアカシア研究フィールドのインドネシア研究拠点などの海外研究拠点の円滑な共同

利用をはかった。 
15. 各種シンポジウム（生存圏シンポジウムは年度内に合計 19 回、公募型シンポジウムは

8 回開催予定）、研究交流会、懇談会、公開講演会を開催し、研究成果を社会に還元すると

共に、産・官・学の連携による共同研究の促進を図った。 

16. 光ファイバー利用によるネットワークの高速化、高度化により、国内外からの円滑な共

同利用を図った。 
17. 学術雑誌、書籍における出版、講演を通じて研究成果を公表するとともに、機関誌、広

報誌、International Newsletter、メールマガジン、ホームページを通じて、研究成果の公開促

進に努めた。国際誌、国際シンポジウム等を通じて研究成果を海外に発信した。 

 
≪組織・運営体制≫ 
18. 生存圏に関する総合学際研究を行うに適した部門構成を維持するとともに、専門化した

研究、全国共同利用および国際共同研究に対処する体制を構成して運営を行っている。 
19. 全国共同利用，萌芽プロジェクトなどを通して開放型研究推進部、生存圏学際萌芽研究

センターの機能の充実をはかった。 
20. 各種委員会を効率的に運営し、特に研究所運営委員会、ミッション推進委員会、全国共

同利用研究専門委員会、自己点検・評価委員会の充実をはかった。 
21. 教員の採用には公募制を採用するとともに、応募者の選抜にあたっては能力を重視した

上でバランスにも配慮している。 
22. 各部局間との協議のもとで、必要に応じて、教員の複数部局間の兼任・兼担を進め、研

究の活性化を図る努力を行いつつある。並行して、学内研究担当教員を 43 名委嘱し、学内

共同研究の推進を図った 

23. 共同利用研究を効果的に推進させるために、6 名の所内措置のミッション専攻研究員、

10 名の RA を任用し、学際的・萌芽的な研究およびその支援に従事させている。 

24. 特殊技能（計算機管理、データベース管理、木工機械管理等）を持つ研究者・研究補助

者として研究支援推進員（7 名）を配置した。 
 

≪財務・業務運営≫ 
25. 予算経理委員会を設置して研究経費を弾力的かつ公正に運用している。また、ミッショ

ンに深く関わるプロジェクト研究の遂行に関して、様々な機会を通じて外部資金の獲得に
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努めた。 
26. 概算要求「特別教育研究経費」を確保し，予算経理委員会ならびに開放型研究推進部運

営会議のもと公正な評価に基づいて配分した。 
27. 大規模設備利用型共同利用研究に供する大型研究施設に関する 18 年度分概算要求など

の予算要求を行ったが、認められなかった。今後とも予算要求を行い導入、整備を図る努

力を行う。 
28. 宇治地区総合研究実験棟を含めた研究スペースを確保した。 
29. 既設建物における車椅子利用者などの障害者への環境整備を進めるとともに、新しく竣

工した宇治キャンパス総合研究実験棟のバリアフリー化を行ったが、さらなる改善が必要

である。 
30. 常設の教育・学生委員会が中心となり学生のニーズに関する聞き取り調査を行い、その

結果をもとに、学生の実験・学習スペースについて改善を実施した。また、互いに学びあ

える環境の整備を行い、談話スペースを活用した留学生と日本人学生との交流が日常的に

行われるようになった。 
31. 研究所内の研究会セミナーの開催情報を共有するなど、情報ネットワークとメーリング

リストの整備によるアクセスフリー化をより一層推進した。 
32. 研究所に所属する学生への各種奨学金に関する情報提供を組織的に行った。また、外国

人客員教員等との交流会等によって文化交流を推進した。 
 
≪社会≫ 
33. 広報誌、International News Letter、生存圏シンポジウム（年度内に合計 19 件、公募型は

8 件）、公開講演、公開講座、学会・見本市等での展示、生存研メール等により研究成果を

積極的に社会に紹介し、産官学の連携により新たな知財の創出と活用の促進を図った。 
34. 随時ホームページを更新し、ホームページを通じた最新の研究成果の公開促進に努めた。 

35. 複数の全国共同利用設備を使用した公開実験を実施し、また、宇治キャンパス公開時で

の生存圏研究所公開講演会、農学研究科森林科学専攻と共催の京都大学公開講座を開催し

た。さらに 21 世紀 COE(エネルギー)での月 1 回の市民講座に参加し、最新の知識を社会に

提供した。 
36. 京都大学知的財産本部、TLO 等の連携により、特許の取得、産業界への技術移転に努め

た。また、知的財産として認知されたものについて、京都大学知的財産本部、TLO を介し

た実施権許諾等により社会への還元に努めた。 
 
≪その他、自己点検等≫ 
37. 16 年度自己点検評価を行い、冊子作成を行いホームページに公開した。その過程におい

て挙げられた、活動状況調査、問題点の指摘、改善方法の提言をもとに、総合的に研究活

動の質の向上をはかる努力を引き続き行っている。また、教育活動および教育活動を評価

する項目について検討した。 
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38. 個々の研究者の研究実績をもとに、4 つのミッションの研究の進展状況、ならびに全国

共同利用研究の進展状況を評価し、公表した。 
39. 研究者の研究内容、学術論文や専門書の出版、取得特許等に関するデータを公表するこ

とにより、自己点検評価を行っている。 
40. 全国共同利用専門委員会および自己点検・評価委員会による研究活動評価を進め、その

公開を行っている。 
41. 教員の研究業績データを収集整理してデータベース化すべく、システムを構築し取りま

とめ要領を作成した。 
42. 薬品・機器や廃液処理については、所内労働安全衛生委員会が中心となり管理体制の整

備が進んだ。労働安全点検の定期的巡視を実行した。また京都大学や宇治地区全体との連

携体制を整えた。 
43. 学生等に対する安全教育については、宇治地区の労働安全委員会と連携し、教職員・学

生を対象に複数回の労働安全講習会を開催した。 
44. 学生の教育研究環境を改善した。 
 
競争的資金獲得ＷＧ 

生存研の研究ミッションに関係するプロジェクト推進、国際・国内共同研究の遂行、outreach 

あるいは capacity building に関する事業、ならびに外国人研究者や留学生の招聘に関する経

費は交付金では賄いきれないため、外部資金を獲得する必要がある。このＷＧでは、生存

研教員が応募しうる競争的研究経費を調査し、申請スケジュール等を周知するとともに、

ミッション推進委員会などを通じて申請を促す。 

 

5．2 研究所の組織 

5．2．1 組織図  

図 1 および 11 参照。 

 

5．2．2 人員構成（平成 18 年 1 月 1 日現在） 

教 員 
教授 14 名（内兼務教授 1 名）、 助教授 13 名、 講師 2 名、 助手 10 名   計 39 名 

客員教員 

国内客員教授 1 名、 外国人客員教授 1 名   計 2 名 

 

非常勤職員 

 非常勤研究員（ミッション専攻研究員）6 名、 非常勤研究員 2 名、 

研究支援推進員 7 名、 研究員（産学官連携、科学研究費）8 名、 

 事務補佐員 18 名、 技術補佐員 8 名、 臨時用務員 1 名、 教務補佐員 4 名 

                              計 54 名 
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大学院生 

  修士課程 56 名、 博士課程 41 名   計 97 名 

 

その他 

  受託研究員 2 名、 研修員 1 名、 研究生 10 名、 日本学術振興会特別研究員 3 名 

                              計 16 名 
 
5．2．3 事務組織 （図 12 参照） 

 事務組織は、従前各研究所にあった事務部を平成 12 年 4 月 1 日から宇治地区事務部とし

て改組統合し、化学研究所、エネルギー理工学研究所、生存圏研究所、防災研究所の事務

を一元的に処理し、総務課に部局担当事務を置き、生存圏研究所担当として専門員 1 名と

非常勤職員 3 名を配置し、研究所固有の事務処理に当たってきたところであるが、先に宇

治地区事務改善検討委員会により実施された事務処理体制に関するアンケート調査をもと

に、事務部において、特に教員へのサービスの充実に向け効率的な事務体制のあり方につ

いて検討が行われ、平成 17 年 4 月から経理課、研究協力課における所掌事務を見直し、宇

治地区事務部組織の再編が行われる中で、生存圏研究所担当の非常勤職員の配置が 2 名に

減員された。また、今回の再編において生存圏研究所担当専門員に生存圏研究所担当事務

室長の名称が付加されることとなった。 

 
5．2．4 技術組織 

 技術職員 1 名が配置され、データベース共同利用の一環として木材標本の整理・保管、

材鑑サンプルの作成に関する業務を行う傍ら、研究所全体の研究教育支援および広報業務、

安全衛生業務に従事している。 

 
5．2．5 研究教育支援の状況 
 研究分野における研究教育支援業務に従事する正規職員は、研究所全体で技術職員 1 名 
が配置されているのみで、研究教育支援業務は実質上各研究分野に所属する研究員（産学

官連携、科学研究費、科学技術振興）、事務補佐員、技術補佐員、教務補佐員等の日々雇用

または時間雇用の非常勤職員や研究所全体の研究教育支援を担当する非常勤研究員、研究

支援推進員により支えられている。 
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図 11 生存圏研究所組織(2) 
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図 12 宇治地区事務部組織図 
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6．1 予算 

6．1．1 予算配分額 
○運営費        

人件費 415,780,870 円  物件費  450,284,000 円 

                       (20,619,503 円)              

         ※（ ）内数字は外数で外国人教師等給与である。 

  

○受託研究 

     113,717,031 円 

○共同研究 

     15,453,600 円 

○科学研究費補助金 

     188,700,000 円 

○間接経費 

      15,622,359 円  

 

6．1．2 学内特別経費の配分状況 

       平成 17 年度該当なし 

 

6．2 学外資金 

6．2．1 科学研究費補助金 

       基盤研究（A）      2 件  14,500,000 円 

       基盤研究（B）      14 件   61,200,000 円 

       基盤研究（C）      4 件   5,400,000 円 

             特定領域研究       5 件   65,300,000 円 

萌芽研究       4 件      6,200,000 円 

       若手研究（A）    1 件    5,200,000 円 

       若手研究（B）    7 件   11,900,000 円 

       特別研究員奨励費   9 件      9,000,000 円  

       特別研究員奨励費 外国人 

                  9 件     10,000,000 円 

                  合計      55 件    188,700,000 円 

 

6．2．2 奨学寄付金 

       受入 43 件    29,308,000 円 

       払出          26,603,312 円 
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6．2．3 受託研究費の受入状況 

       22 件   143,499,150 円（契約金額） 

 

6．2．4 民間との共同研究 

       11 件   16,831,250 円（契約金額） 
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7．施設・設備 

7．1 施設設備の維持管理 

7．1．1 庁舎管理 
  建物の管理については法人化後、国有財産監守計画に基づく月 1 回の点検報告はなくな

り、各部屋あるいは建物を使用している者が適宜点検を行い、異常があれば事務部におい

てその改善について速やかに対応している。 

 居室や実験室の清掃は教職員・学生が自ら行い、廊下やトイレ等供用部分の清掃につい

ては外部委託により処理されている。保安については、外部委託により守衛業務担当者を

常駐させ、正門での部外者の入構確認、不法駐車の取締り、夜間休日の緊急時の連絡に当

たらせている。法令により定められているエレベーター、火災報知器、電気工作物等の保

守点検についても専門業者の外部委託により処理されている。 

 

7．1．2 実験研究用設備 
  主な実験研究用設備は別記のとおりである（主要機器一覧参照）。 

高額機器に対する維持費は経年により順次減額され措置されなくなったものもあり、修理

に要する経費が研究費を圧迫する事態に至っていることもしばしば見受けられる。機器の

更新が困難な状況から、維持費の確保は研究を実施する上で是非とも必要である。 

 

7．1．3 危険老朽建物 
 本研究所では、旧陸軍の工場施設の製紙試験工場（RC 造 347m2）を現在も使用している。

同建物は昭和 15 年建築の工場建物で内部には部屋はなく、簡単な電気配線と給水管が配管

されている程度で、研究実験は内部に人工気象室を設置して使用しており、屋根は鉄板葺

で天井はなく、研究実験を行うには極めて不適切な状況にある。従来は建物の新築要求を

行い、新築が実現するまでの仮の研究実験施設として電気容量の増設等、小規模な営繕要

求を行ってきたが、予算措置には至っていない。 

 同建物は、経年劣化により、屋根の雨漏り、屋根の塗料の室内への落下、木製の窓枠・

ドアの傷みが激しく、仮の実験室として使用するについても、防火・防犯ならびに安全衛

生の面からも早急に対策を講じる必要があった。同様の状況にある建物としては、他に繊

維板試験工場、ファイトトロン実験室があり、これら危険老朽化した建物を本格的な実験

室として使用するには大規模な補修を必要とするため、当面の対策として、安全衛生面で

の基準をクリアーするため、リーダーシップ経費、研究所共通経費を投入し一定の改善を

図った。 

 更に、本館の生存圏研究所北側玄関についても、今年度新しく発足した研究所として相

応しいものとするため、リーダーシップ経費により、かなり大掛かりな改修を行った。 

また、信楽 MU 観測所についても、完成後 20 年余りが経過し随所に不良箇所が見られるよ
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うになっており施設全体として大規模な補修が必要であるが、緊急に対応を必要とする観

測棟のカーテンウォールの漏水について研究所共通経費を投入し、応急的な修理を行った。 

 

7．1．4 実験研究設備の安全・防災対策 
1) 火災対策については、宇治地区消防計画に基づいて日常的な管理を行っている。 

2) 木工機械、プレス、ボイラーなどの実験設備については、労働安全衛生法の規定に基づ 

き必要な作業資格を取得させ、マニュアルどおりの操作を行うことにより、安全防災対 

策を講じている。 

3) 放射線障害防止対策に対しては、年１度の学内立入検査や、文部科学省の立入検査など 

により、施設・使用状況を厳しく点検されている。 

4) 地震対策については、ガスボンベの転倒防止策は実施しているが、什器類等については 

不十分な面もある。 

5) 毒物・劇物の保管に関しては、専用の保管庫を追加購入し部外者が持ち出せないよう厳 

重に管理している。 

6) 16 年度からは法人化に伴い労働安全衛生法の適用を受けることとなったが、所内衛生管 

理者による居室、実験室等の巡視が年２回実施され、安全な作業環境を確保するため、 

細部にわたり改善等の指摘が行われている。 

 

7．2 施設設備の将来計画 
  本研究所では、持続発展可能な脱石油社会への転換を図るための方策を提言する学術基

盤として、新機能性植物の分子育種と共生微生物・菌類の高度利用に向けた植物生命科学・

木質材料開発に関する研究の強化推進を目指しており、それを実現するためのモデル環境

制御と解析評価機能を備えた「持続的生存圏創成システム」の新設を計画している。 

 

主要機器一覧（1 件 500 万円以上）① 

物     品     名 設置年月日 供 用 分 野 設置場所 

万能引張圧縮試験機 TOM5000X 型 S.46.10.15 生物機能材料 HM208 

熱機械試験機 TM-1500L 型 S.50. 3.31   〃 HM305 

インストロン動的試験機 1331 型 S.53.12.18 生活圏構造機能 繊維板工場 

SOFTEX SV-100A 型 S.54.11.9 居住圏環境共生 HP012 

マイクロデンシトメーター3CS S.55.1.16 バイオマス形態情報 HM507 

恒温恒湿装置 S.55.3.31 生物機能材料 HM307 

日立分光光度計 260-30 S.56.10.26 森林代謝機能化学 HM410 

走査電子顕微鏡 JSM-35CFⅡ S.56.12.18 バイオマス形態情報 HM501 

ラボプラストミル ME 型 S.58.2.15 循環材料創成 繊維板工場 

液体シンチレーション LS-1800 S.58.11.15 森林代謝機能化学 HM513 
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木材分解前処理装置 S.59.1.31 バイオマス変換 製紙試験工場 

ナイフリングフレーカーPZ-8 S.59.3.1 循環材料創成 繊維板工場 

ゴールドプレス VCD6-433 S.59.3.10   〃  〃 

ウルトラミクロトーム E 型 S.60.1.14 バイオマス形態情報 HM507 

熱媒式加熱装置 S.60.3.29 循環材料創成 繊維板工場 

高速液体クロマトグラフ LC-6A 型 S.60.3.30 森林代謝機能化学 HM410 

配向性ボード用マットホ－マー

OBM-750 

S.60.12.20 

 

循環材料創成 繊維板工場 

画像解析装置 IBAS-1000 S.62.3.24   〃 HM309 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

JMS-DX303 

S.63.1.20 森林代謝機能化学 HM311 

スチームインジェクションプレス 

SIP-1 型 

S.63.2.8 循環材料創成 繊維板工場 

高真空凍結割断装置 BAF400D S63.2.29 バイオマス形態情報 HM501 

X 線回析装置 RAD-1C S.63.3.14 生物機能材料 HM313 

環境試験室 VHT-50MP S.63.3.31 居住圏環境共生 製紙試験工場 

フーリエ変換赤外分光光度計 FT/ 

IR7000 型 

H.元.3.1 生物機能材料 HM301 

DNA シークェンサーシステム 1 式 H.2.10.26 森林圏遺伝子統御 HM208 

蒸気噴射プレス LSC-1 H.2.2.28 循環材料創成 繊維板工場 

フィンガージョインターC64-FA H.3.2.21 循環材料創成  〃 

電子顕微鏡 JEM2000EX H.3.3.25 バイオマス形態情報 HM501 

画像解析装置 IBAS H.3.3.25   〃 HM309 

熱定数測定装置 TC-7000M H.3.10.31 循環材料創成 木質材料実験棟 

連想型培養保存槽 H.4.3.24 バイオマス変換 HM407 

単管式貫流ボイラーTMG-500 型 H.4.10.30 生活圏構造機能 繊維板工場 

パワーウッドマシン OWMA-1 型 H.5.2.1 生物機能材料  〃 

タンパク精製 W650 プロテインシ 

ステム 45m1 

H.5.2.15 森林代謝機能化学 HM512 

動的粘弾性自動測定器 DDV-25FP H.5.3.30 生物機能材料 HM305 

赤外線熱画像装置 TVS2200ST H.5.11.5 循環材料創成 木質材料実験棟 

デジタル油圧サーボ式材料試験機 H.6.3.30 生活圏構造機能  〃 

島津オートグラフ AG-5000E H.6.3.31 生物機能材料 HM305 

木質系高分子生分解機構解析シス 

テム 

H.7.3.24 バイオマス変換 

居住圏環境共生 

HM109 

HP016 

高性能 X 線光電子分析システム H.8.2.15 循環材料創成 木質材料実験棟 
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クライオ・トランスファ・システム H.8.2.28 バイオマス形態情報 HM507 

パワーウッドマシン KU-HD1525 H.8.3.15 生物機能材料 繊維板工場 

高温焼成炉 XWH2-10A H.8.3.28 バイオマス変換 

循環材料創成 

木質材料実験棟 

西側屋外 

DNA シーケンサ H.8.3.29 森林圏遺伝子統御 HM207 

プロテインシーケンサ H.8.3.29   〃  〃 

ガスクロマトグラフ質量分析計 H.8.10.25 循環材料創成 木質材料実験棟 

走査電子顕微鏡 JSM-5310 H.9.1.31   〃  〃 

全自動 CHNS/0 元素分析装置 

2400Ⅱ 

H.9.2.3 居住圏環境共生 HP006 

自己収縮性材料成型テスト用ホッ

トプレス KHC-PRESS 

H.10.2.27 生物機能材料 繊維板工場 

強力 X 線発生装置 ultraX18HF H.10.3.20   〃 HM313 

樹木・森林微生物培養人工気象装置 H.10.11.30 森林代謝機能化学 製紙試験工場 

樹木・森林微生物滅菌培養装置 H.10.11.30   〃  〃 

電子顕微鏡用試料作成装置 H.11.1.29 循環材料創成 木質材料実験棟 

ガスクロマトグラフ質量分析装置 

GCMS-QP5050A 

H.11.2.26 森林代謝機能化学 HM515 

エネルギー分散型 X 線分析装置 H.11.3.26 循環材料創成 木質材料実験棟 

リアルタイム走査型レーザー顕微

鏡 

H.11.12.20 生物機能材料 HM305 

ESR（電子スピン共鳴）分析装置 H.12.2.25 バイオマス変換 HM408 

ガスクロマトグラフ質量分析装置 H.12.3.21   〃 HM407 

トータルバイオ・イメージングシス

テム 

H.12.3.28 森林圏遺伝子統御 HM207 

真空蒸着装置 H.12.3.29 バイオマス形態情報 HM101 

パーソナルレーザー H.12.10.30   〃 HM507 

蛍光／発光／吸光マルチプレート 

リーダー 

H.13.3.19 森林圏遺伝子統御 HM208 

エネルギー分散型 X 線分析装置 

EDAXPhoenix システム 

H.15.9.29 循環材料創成 木質材料実験棟 

多機能超遠心機 Optima L-90K H.15.10.15 森林圏遺伝子統御 HM208 

フーリエ変換赤外分光分析装置 

SpectrumOne IMAGE システム 

H.14.8.9 バイオマス形態情報 HM507 

 

SPS7800 卓上型 ICP 発光分光分 

析装置 

H.15.9.26 居住圏環境共生 HP006 
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In Via Basis S1 ラマンスペクトロ 

メータ 

H.15.10.16 循環材料創成 木質材料実験棟 

高速液体クロマトグラフ質量分析 

装置 LCMS-2010A 

H.15.12.9 森林代謝機能化学 HM515 

磁気浮遊式天秤装置 H.16.2.10 生物機能材料 HM305 

四重極型質量分析計 JMS-K9/M H.16.2.27 森林圏遺伝子統御 HM208 

走査型プローブ顕微鏡システム H.16.2.27 循環材料創成 木質材料実験棟 

島津ガスクロマトグラフ質量分析

計 GCMS-QP505 

H.16.6.28 バイオマス変換 HM407 

 

主要機器一覧（1 件 500 万円以上）② 

物     品     名 設置年月日 供 用 分 野 設置場所 

260／6 BIR レーダーシステム H.12.2.28 開放型（ＭＵレーダ

ー） 

信楽 MU 観測

所 

赤道大気レーダー（可搬型レーダー） H.13.3.23 レーダー大気圏科学 インドネシア 

宇宙太陽発電所発送受電システム H.13.3.30 生存圏電波応用 METLAB 

大容量データ記録装置 H.14.2.28 生存科学計算機実験 HS208 

衛星通信システム EC-13923 H.14.3.25 大気圏環境情報（山

本） 

HS408 

  〃 H.14.3.25   〃 インドネシア 

電力分配移相器 179D749002 H.14.3.29 生存圏電波応用 SPSLAB 

ディジタル位相制御装置 H.14.3.29   〃  〃 

ビーム形成制御サブシステム 

MK-58SSP-0102SB 送電部本体 

H.14.3.29   〃  〃 

 

ビーム形成制御サブシステム 

MK-58SSP-0102SB パイロット信

号送受信機 

H.14.3.29   〃 〃 

ネットワークアナライザー H.14.3.29   〃  〃 

位相同期半導体発振器 NZ-0259 H.14.3.29   〃 〃 

送受電展開構造試験装置 

MK-58SSP- 02 

H.14.3.29   〃 〃 

マグネトロン発振器 179D749001 H.14.3.29   〃  〃 

マイクロ波送電サブシステム 

MK-58SSP-0101SB 

H.14.3.29   〃  〃 

フェイズドアレイ評価装置

NZ-0261 

H.14.3.29   〃  〃 
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マイクロ波受電整流サブシステム 

MK-58SSP-0103SB 平面展開構造部 

H.14.3.29   〃  〃 

マイクロ波受電整流サブシステム 

MK-58SSP-0104SB 擬似球形展開構

造部 

H.14.3.29   〃  〃 

ステンレスチャンバーHU700 H.14.3.29   〃  〃 

高速並列演算用クラスター装置 H.14.3.29   〃 HW403 

流星レーダーシステム SKiYMET／

KO1 

H14.11.15 大気圏環境情報（山

本） 

インドネシア 

MF レーダーシステム H15.10.7 大気圏精測診断 インドネシア 

DigiCORAⅢ-S サウンディングシス

テム 

H.16.2.19 開放型（ＭＵレーダ

ー） 

信楽 MU 観測

所 

MU レーダー観測強化システム（多

チャンネルデジタル受信システム） 

H.16.2.27   〃  〃 
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8．学術情報 

 

8．1 研究所の方針と組織 
観測データ等の大量の学術情報をオンラインでアクセスできるようにすることは、国内

外の研究者と共同研究を展開する上で、必要なときに人手を介さず必要なデータにアクセ

スできる手段を提供するという観点から非常に重要である。本研究所では、これまでに MU

レーダー、科学衛星観測データをデータベース化し、オンラインで共同研究者に公開して

きたが、これらに加え、現在、材鑑、遺伝子情報等に関するデータについてもオンライン

化を進めているところである。これらの学術情報データの維持管理・提供等については、

開放型研究推進部に設置されている生存圏データベース全国・国際共同利用専門委員会が

中心となっておこなっている。特に今年度は、科学研究費補助金・研究成果公開促進費の

支援を受け、人間生活圏や森林圏をベースとする木質標本材鑑データ、木構造データ、植

物遺伝子資源データ、大気圏の基本データとなる MU レーダーデータ、赤道大気データ、

グローバル大気データ、さらに宇宙圏を中心とした宇宙圏電磁環境データの整備をおこな

った。 

学術文献情報については、宇治地区共通図書室を通してその収集、提供、維持管理を行

っているものが多いが、利用上の便から一部は本研究所の図書室で管理している。情報通

信等に関しては所内通信情報委員会の管理下とし、同委員会が管理運営に当たっている。 

 

8．2 図書管理 
1) 運営の状況 

書籍類の購入・管理は、宇治地区共通図書室を通じて行っている。 

1) 教育研究との関連、サービスと利用の状況 

 研究所共通で購入した書籍類および国内外の研究機関から、交換、寄贈された機関誌な 

どは、宇治地区共通図書室に配置し、国内外の研究者、学生等の閲覧に供しており、広

く利用されている。また現在電子ジャーナル化を幅広く推進している。 

 一方、各研究室において、独自に購入した図書、定期刊行物等については、各研究室

において保管し、同じく、研究者、学生の閲覧に供している。 

2) 蔵書・資料等の収集・保存・整備 

 所内における書類の収集形態には、大きくわけて、研究所共通経費で購入する物、他研

究機関と交換しているもの、各研究室単位で購入する物に大別される。 

 なお、定期刊行物の購入契約は、基本的に研究所で一括して行っている。 

(1) 研究所共通で収集する書籍類 

 共通購入定期刊行物類については、年１回、購入継続、新規購入の希望調査を行い、他

研究所の購読状況を考慮しながら、調整を行い購読の採否を決定している。 
  また、交換機関誌類については、宇治地区図書委員を通じて教員会議に提案の上、教授



 96 

会の議をへて、交換の採否を決定している。交換機関誌類収集後は、宇治地区共通図書室

に整理・保管し、閲覧、貸し出しの業務に供している。 

(2) 各研究室単位で収集する書籍類 

 各研究室単位で収集する書籍類のうち、定期刊行物の購入契約は、研究所で一括して行

っているが、単行本などの購入は、各研究室で個別に発注している。 

 収集後は、各研究室において整理・保管し、閲覧、貸し出しの業務に供している。 

3) 施設・整備・機器の状況 

 宇治地区４研究所共通図書室が設置されており、宇治地区図書委員会を組織し、化学研

究所を中心に管理を行い、閲覧、貸し出しの業務を行っている。 

 また、同図書室には、オンライン検索機器が設置されており、二次文献情報の検索サー

ビスがおこなわれている。 

 

8．3 生存圏データベース 
宇宙圏電磁環境データベース、木構造データベース、材鑑データベース以外に関しては、2．

2．2．7 および 2．2．2．8 項を参照。 

材鑑データベース 

材鑑データベースについて 材鑑データベース の構築を目指して、年度初頭より以下の既

存のデータについては、ＨＰからの検索ができるように、システムの構築を検討した。既

存データは① 15000 余りの所蔵木材標本（KYOw）、② 10000 超の所蔵プレパラート、③ ４

３０種の本邦広葉樹の解剖学的記述、④ 図説木材の組織、⑤ 和英 IAWA 解剖学用語、⑥ 日

本の木本植物名などであり、また① Cellulose の多様性、②- Lignan の多様性など植物種と

化学構造の差に基づくケモタキソノミ的なデータについても検討を始めた。またすでに公

開しているものには、宇治キャンパス内の７０種ほどの有用木材を紹介するページがある

が、これらも上記のデータと同時に検索ができるように構成している。 

 検索の可能な項目は① 15000 余り所蔵木材標本（KYOw）では、fileno / KYOw No. / Family 

/ Genus / Species / Subsp./var. / 和名 / 一般名（英語名） / 一般名（英語名） / 原産地名 / 旧

番号 / 旧番号（さく葉） / 受入元 / 提供者 / 年 / 備考 / 国名、② 10000 超の所蔵プレパ

ラートでは、No./和名/英語名/種名/科名/採取地（産地）/提供元の番号/提供元/鑑番号/製作者

/製作年/備考である。③ ４３０種の本邦広葉樹の解剖学的記述および④ 図説木材の組織に

ついては、専門的な解剖学用語/和名 / 一般名（英語名） / 一般名（英名）な で、検索出

来る。当所から、バイオマス形態情報分野および材鑑定調査室の VLAN 内（アドレス

10.244.37.119）で調整してきたのもを年度末に公開する。 

 また新たに構築中のデータベースとして遺跡出土木材の樹種と用途および古建築材の寺

院・時代・部位に関する資料がある。さらには、日本産木材５００種の解剖学的記載と顕

微鏡写真の英語版および中国産木材 1000 種の解剖学的記載を日本語、中国語、英語で作成

中である。 
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植物遺伝子データベース 
モデル植物としてシロイヌナズナに続きイネのゲノム解析が終了し、植物の持つ遺伝情報

の全容が次第に明らかになりつつある。これらの遺伝子情報やリソースを用いた逆遺伝学

や機能遺伝学的解析が飛躍的に進歩してきている。その一方で、植物を特徴付ける二次代

謝系の遺伝子は、その複雑さゆえにまだ多くの部分が未解明のまま残されている。本「植

物遺伝子データベース」は、植物の二次代謝とその代謝産物の転流・蓄積に関与すると考

えられる膜輸送遺伝子に焦点を絞り、二次代謝産物の生産に特化した植物の培養細胞を遺

伝子資源として、二次代謝産物生産時に高発現している遺伝子の EST 解析を行い、その遺

伝子情報を想定される遺伝子機能と共に公開するものである。利用に当たっては、キーワ

ード検索のほかに、利用者の持つ遺伝子配列を用いた BLAST 検索を提供し、様々な生物種

からの目的遺伝子の homology-based cloning に資するとともに、高保存性アミノ酸やモチ

ーフの同定、分子進化的解析に必要な情報を提供する。将来的には、各 EST データに対し

て確実性の高いものに関してはその生合成反応式、あるいは代謝産物の予測膜輸送機構を

添付し、利用者に詳細な情報を提供することを図る。さらに、プローブとして当研究所の

持つ EST クローンそのものの提供を希望する利用者に、フリーズストックの配布を行う。 
 
宇宙圏電磁環境データベース 

宇宙空間は、プラズマで満たされる領域であるが、そこでは粒子同士の衝突によるエネ

ルギー交換がない世界、つまり、無衝突プラズマの世界である。そこでは、粒子のもつ運

動論的なエネルギーは、電波(電場、磁場)を介して授受が行われる。従って、電波によりそ

こで発生しているプラズマプロセスがわかることになる。逆にいうと、宇宙空間で環境の

変化が起きるとそこで電波が発生する。これによって、宇宙空間の環境即ち、宇宙圏電磁

環境を知ることができる。「宇宙圏電磁環境データベース」では、科学衛星によって宇宙空

間で観測された電波データについてのデータベースである。具体的には、その大部分を 1992

年に打ち上げられたジオテイル衛星によるプラズマ波動観測データで占められる。この観

測データは、スペクトル情報と波形情報を含むが、特にスペクトル情報は、24 時間で 1 枚

のカラーグラフにしたものを、当研究所の Web サイトでユーザーが検索して自由に表示・

閲覧することができるようになっている。ここでは特にユーザー制限を設けておらず、正

解中の誰もがアクセスできる状態にある。一方、詳細な解析を行うための生データや、波

形データは、研究目的等を簡単にまとめた Proposal を、当研究所教授で、ジオテイル衛星

波動観測班の主任研究員である松本紘教授あてに提出、了解を得たのちに、当研究所のも

つ 8.7TBytes の Raid disk システムへのアクセス権をあたえられ、データの利用が開始される

ことになっている。収容データは、生データからグラフィックデータまで、10 年以上の観

測の蓄積があり、既に数 TBytes の容量となっている。 

 

木構造データベース 
新生研究所移行後のデータベース拡充に伴い、木構造に関するデータベースの立ち上げを
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行なった。本データベースにおいては、伝統的な建築物、集成材建築物についてのデータ

の蓄積を測っている。また、これらのデータを元に、新しい研究のアイデアや接合部、建

築構法の提案などが行われ、全国の木構造研究者とのデータやアイデアの共有を図り、新

たな全国共同利用研究へと展開していくことを期待している。特に、木構造関連企業（集

成材メーカー等）との連携が重要な部分を占めるデータベースであるため、企業からのデ

ータ提供の利便性を考慮したフォーム作りなどを行った。これもまた、企業との共同研究

の基礎になると考えている。 
現在、当該研究分野にあるデータを入力することで、データベースの立ち上げ作業を行っ

ている。加えて、CAD 図面が作れるものや手書きの概要図が書けるものについてはそれら

のデータを入力するようにしている。また、前述のように企業へのデータ提供の働きかけ

を行っている。伝統建築を中心に 30 棟ほどのデータの蓄積が完了している。 

 

8．4 京都大学統合情報通信システム(KUINS)との関係 
現在、本研究所のネットワークには、ワークステーション、パーソナルコンピュータ等

が多数登録されている。KUINS の主な利用方法は、大型計算機を含む種々の計算機の直接

利用のみならず、電子メールを用いた研究者間の連絡や、Web を用いた情報交換など多岐

に渡っており、今や研究活動に欠かせない存在となっている。KUINS を通して広く国内外

の共同研究者との交流を行い、衛星・レーダー観測データや材鑑データ等の転送、学術情

報の交換を行うほか、先端電波科学計算機実験装置(A-KDK)を用いた共同利用においても、

直接、本研究所に赴くことなく、学術情報ネットワーク、KUINS 経由で全国からの利用が

行われている。近年その利用が拡大しているインターネット上の WWW に関しても、当研

究所のホームページを設けて、研究内容の紹介、学際萌芽研究や共同利用関係の案内など

を一般に公開するように推し進めている(アドレスは、http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/)。また、

宇治キャンパス内の樹木を紹介するページも開設している。MU レーダー共同利用に対する

サービスとして、信楽 MU 観測所に 100Mbps の光ファイバーネットワークを導入し、IPSec

を用いた VPN 技術によりネットワーク間の相互接続を行い、これによって相互に計算機の

利用が可能となっている。 

貴重なデータを不正アクセスにより失うことがないよう、セキュリティ対策にも努めて

いる。すなわち、Web サーバーなど外部への直接接続が必須の計算機のみ KUINS-II(グロー

バル IP ネットワーク)に接続し、本研究所の大部分の計算機は``安全なネットワーク''である

KUINS-III(プライベート IP ネットワーク)に接続している。KUINS-II の部局ゲートウェイは

独自に管理を行い、不要なパケットをフィルタリングすることによりセキュリティを向上

させている。さらにコンピュータウィルスへの感染を防ぐため、研究所のメイルサーバー

と個々人の計算機の両方にウィルス検出ソフトウェアを導入し、二重の安全体制を取って

いる。一方、出張先等から所内のネットワークにアクセスできるよう、PPTP サーバーを設

置し、安全性と利便性の両立を図っている。 
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9．国際学術交流 

 

9・1 日本学術振興会(JSPS)拠点大学方式による国際学術交流事業 
 a) 概要 

石油等の化石資源に基づいた産業社会は先進国のみならず発展途上国にも大いなる繁栄

をもたらしたが、一方で温暖化の原因となる二酸化炭素の増加など地球環境に深刻な負の

影響を及ぼしている。それゆえ、再生可能な資源利用を基盤とした持続的型社会を構築す

ることがますます重要となってきている。 

森林・木質資源は地球上における最大の再生資源である。したがって、木質資源の効率

的かつ環境に調和した生産と利用システムの構築が、持続型社会を確立する上できわめて

重要である。また、早生樹木、低質・未利用な木材、森林・農産廃棄物等の利用技術の確

立が、わが国はもちろんインドネシアをはじめとする東南アジア諸国から強く求められて

いる。 

この日本学術振興会の拠点大学方式による学術交流事業では、「木質科学」に関して京都

大学木質科学研究所が日本側の拠点校となり、1996 年からインドネシア、マレーシアとの

間で、“循環型社会の構築を目指した熱帯森林資源の持続的な生産と利用”について、アジ

アの地域性に関連する共同研究を実施し、国際的な学術交流事業を充実・発展させてきて

いる。 

 実施組織は以下の通りである。すなわち、当研究所を日本側拠点大学とし、以下の 20 協

力大学の参加を得ている。 

1. 北海道大学大学院農学研究科、2. 秋田県立大学木材高度加工研究所、3. 岩手大学

農学部、4. 宇都宮大学農学部、5. 東京大学大学院農学生命科学研究科、6. 東京農工

大学農学部、7. 岐阜大学農学部、8. 静岡大学農学部、9. 名古屋大学大学院生命農学

研究科、10. 京都大学大学院農学研究科、11. 京都大学宙空電波科学研究センター、

12. 京都府立大学大学院農学研究科、13. 鳥取大学農学部、14. 島根大学総合理工学部、

15. 愛媛大学農学部、16. 高知大学農学部、17. 九州大学大学院農学研究院、18.山形

大学農学部、19. 香川大学農学部、20. 近畿大学農学部 

 また、インドネシアおよびマレーシアでは、Research and Development Unit for Biomaterials, 

LIPI を拠点とし、以下の２７研究機関の協力校としての参加を得ている。 

1. Research Center for Physics, LIPI、2.Research Center for Chemistry, LIPI、3.Technical 

Implementation Unit for Chemical Processing of Materials, LIPI、4.Research Center for 

Biotechnology, LIPI、5.Research Center for Biology(Botany Division), LIPI、6.Research 

Institute of Human Settlements Technology、7.Research and Development Center for 

Forest Products Technology、8.Bogor Agricultural University、9.Biotechnology Research 

Unit for Estate Crops、10.Institute for Research and Development of Cellulose Industry, 

Bundung(IRDCLI)、11.Faculty of Forestry, Gadjah Mada University、12.Center for 
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Research and Development of Isotopes and Radiation Technology, National Nuclear 

Energy Agency、13.Faculty of Forestry, Mulawarman University、14.Faculty of Forestry, 

Winaya Mukti University、15.Faculty of Forestry, Tanjungpura University、16.Forestry 

Department, Hasanuddin University、 17.The University of North Sumatera 、 18. 

Department of Forestry, University of Bengkulu、 19. Environment Research Center 

Lambung Mangkurat University、20. Civil Engineering Department Sriwijaya University、

21.Foresty Department, Faculty of Agriculture, The State University of Papua、 22. 

Environmental Engineering Department Bandung Institute of Technology、23. Forest 

Department in Faculty of Agricultruer. , Pattimura University、24. Dept. of Forest 

Production , Faculty of Forestry, Universiti Putra Malaysia、25. School of Biological 

Sciences, Universiti Sains Malaysia、26. Forest Research Institute, Malaysia、27. Faculty 

of Civil Engineering Universiti Teknologi Mara 

 

b) 共同研究 

拠点大学事業において、最も重要な事業が共同研究である。循環型社会を目指した熱

帯森林資源の持続的な活用のため、現在まで以下の 4 つの主要研究目標のもとに合計 26

課題の共同研究を実施してきた。 

1）熱帯木質資源の持続的利用のための木質材料科学 

2）熱帯産樹種を対象とする木質バイオマス利用技術の開発 

3）熱帯産樹種を対象とする木質生命科学およびその応用技術の開発 

4）森林資源と環境科学の横断的研究プロジェクト 

また、本拠点事業が 8 年目を迎えた平成１５年度より、「循環型社会の構築に向けた熱帯

森林資源の持続的生産・利用に関する俯瞰的研究」と題した共同研究を新たに立ち上げ、

過去７年間の総括と今後の進むべき方向性につき検討を開始した。 

共同研究課題については、当研究所内だけでなく国内協力校研究者からも幅広く提案

され、共同参加研究者のみならず、日本側研究代表者としても積極的に本拠点事業に携

わっている。共同研究のテーマについては、インドネシアの実情に即したものであるこ

とを要件として設定し、実施にあたっては 2，3 年というある程度長期間にわたる計画に

基づいて着実に遂行されてきている。 

 これらの共同研究の成果は、原著論文として国際学術雑誌に発表されるとともに、プ

ロシーディングスとして国際学会等で発表されてきた。（累積原著論文数：52 報、プロシ

ーディングス：50 報）また、原著論文の多くは、インパクトファクターの高い国際誌

（Proceedings National Academy Sci. USAなど）や当該分野の一流紙（Journal of Wood Science、

Biotech. Bioctechnol. Biochem.など）に掲載されている。また、共同研究の成果の中には、

竹/オイルパーム/熱帯早生樹を用いた高性能セメントボードの開発、熱帯早生樹材を圧密

して積層した床材の開発、熱帯産竹材の高度利用、など熱帯木質資源の新規用途や機能

化技術などの開発をはかったほか、熱帯早生樹材である Albizia falcata の抽出成分の有効
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利用やインドネシア熱帯性樹林から有用菌を分離し、それらの生産するリグニン分解酵

素を利用した環境調和型の高効率パルプ漂白法の開発など実用化されたものが多数ある。 

 
c) 国際木質科学シンポジウム (International Wood Science Symposium: IWSS) 

上記共同研究と並び、拠点校事業において重要な位置を占めるものが、国際木質科学

シンポジウムである（当初はセミナーと呼んでいたが、第 3 回よりシンポジウムに改称）。

このシンポジウムは 1996 年から隔年に開催され、これまでに５回を数えている。開催地

は第 1 回が日本で、以後インドネシアと交互に開催している。セミナー参加者数は 1996

年から回数を重ねるごとに増加し、2004 年には 202 名が参加した。また、このセミナー

における論文発表数は 1996 年の 44 件から年々増加し、2004 年には 115 件となっており、

研究の生産性の量的な増加を示している。 

 また、2003 年 10 月には、初めてテーマ（アカシアマンギウム）を 1 つに絞りミニシン

ポジウムを実施したことにより、分野を超えて関連研究者が一同に会する機会となり、

各方面からも非常に大きな反響が寄せられた。 

 

d) 研究者交流 

 拠点校事業における第 3 の柱が、研究者交流である。この事業予算枠では、年間約 10

名程度の研究者が、1～2 週間程度、相互の研究機関を訪問して、共同研究の立ち上げに

繋がる研究情報の交換や様々な人的交流を行うものである。事業の進展に伴い、この枠

は漸減して、順調に共同研究枠に移行してきた。 

 
e) 若手研究者育成 

 本拠点事業を基とした国際交流事業では、より積極的に研究者、留学生を受け入れ、

人材育成にも努めてきた。学位取得者は現在までに国費留学生 3 名、論博研究者 2 名とな

り、現在、2 名の国費留学生（拠点枠）と 1 名の論博研究者が当研究所に在籍している。 

 また、博士号を取得して帰国したこれら留学生のすべては、現在拠点大学交流事業の

メンバーであり、共同研究の推進に精力的に取り組んでいる。 

 2003 年 7 月には、インドネシア研究者の Erman MUNIR 氏が本拠点事業の共同研究に

関連して、優れた研究者に授与される”Outstanding Scientist Award-2003”を LIPI から受賞し

た。 

 

f) インドネシアにおける研究環境向上への貢献 

 インドネシアにおいては、本拠点事業にかかわる研究者が中核となり、インドネシア木

質科学学会を 1996 年 8 月に発足させた。会員数は創設時 30 名から 2003 年には 200 名以上 
以上へと増加しており、その多くは本拠点事業にかかわった研究者である。 

また、2003 年に発足した“Research and Development Unit for Biomaterials – LIPI”は、こ
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のプログラムのインドネシア側代表機関である R & D Center for Physics の木質科学関連の

研究者がまとまって、生物材料とくに木質関連の研究所として新たに設置されたもので、

本プログラムによる研究成果がインドネシア政府に高く評価されたことを示している。 

 

g) サテライトオフィスの設置 

本拠点校事業の成果を元に、Research and Development Unit for Biomaterials – LIPI 内にサ

テライトオフィスを 2005 年 2 月に設置した。本オフィスは、インドネシアとの共同研究を

いっそう発展させ熱帯森林資源の持続的生産・利用に関する東南アジア域での広域的な国

際共同研究を担う拠点とすることを目的としている。また、国際共同研究の情報解析・集

積拠点や、日本人研究者の研究の現地拠点とするとともに、出前講義や分析・解析・計測

などの実習を実施する拠点としても機能させる。 

 

h) 出前講義 

本拠点校事業の成果のインドネシア社会への還元と、若手人材育成のため、平成１８年

３月５～７日に、Wood Science School in Cibinong 2006 を、Research and Development Unit for 

Biomaterials – LIPI 内のサテライトオフィスにて開催する予定である。 
 

i) その他 

 本拠点事業の実施状況や共同研究の成果については、“International Newsletter”（A4 判 8

ページ）として年に 2 号発行し、現在、No.15 号までを発行した。国際学術交流の最新情報

について、広く関係各国並びに国内関連研究機関に発信するのと同時に、その内容は木質

科学研究所の公式ホームページにも掲載し、JPEG ファイル化された記事を外部から自由に

閲覧することができる。 

 

9．2 国際学術協定(Memorandum of  Understanding: MOU 協定) 
当研究所では、現在までに下に示す 11 の海外の大学、研究機関との間に、MOU 協定を

取り交わして国際的な学術交流を促進している。 

 

1. Research and Development Unit for Biomaterials, Indonesian Institute of Sciences 

2. Forintek Canada Corp 

3. Nanjing Forestry University 

4. Department of Wood and Timber Engineering Otto-Graf-Institute, University of Stuttgart 

5. New Zealand Forest Research Institute, Limited 

6. Centre de Recherches sur les Macromolécules Végétales 

7. University Putra Malaysia, Faculty of Forestry 

8. School of Buological Sciences, University Sains Malaysia 

9. Latvian State Institute of Wood Chemistry 
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10. Structural Timber Research Unit, University of Brighton 

11. National Institute of Aeronautics and Space of the Republic of Indonesia (LAPAN) 

このうち 11 は赤道大気レーダーの建設・運営・共同研究に関するインドネシア航空宇宙庁

(LAPAN)との MOU である。平成 17 年度中に当初の 5 年間を終了したため、LAPAN との議

論の上で次の 5 年間のために必要な改正と延長を行った。 

 

9．3 国際会議・国際学校 

生存圏研究所では、本研究所が中心となって推進している研究課題に関して、国際会議を

企画し・開催してきている。下表 にこれまでに文部科学省・科学研究費補助金その他の助

成を受けて開催した国際研究集会をまとめて示すが、2004 年および 2005 年にその回数はと

りわけ多くなり、それぞれ年 3 回国際会議等を運営している。最先端の研究成果に関する

情報交換を行うために、こういった国際会議を開催することが本研究所の研究活動を刺激

する上で大変重要であることは 

論を待たないが、一方、本研究所は国際社会への貢献として国際的に先端教育を広めるた

めの交流も行っている。 

つまり、生存圏研究所が再編・統合以前から過去に蓄積した研究成果・研究手法を広く

海外の研究者に提供し、当該研究分野の研究者層を国際的にも育成するための活動が行わ

れている。例えば、国際学校を企画・開催し、宇宙プラズマの計算機実験ならびに大気の

レーダー観測技術に関する一連の講義を実施して、本研究所が保有する最先端の研究成

果・技術を若手研究者や発展途上国の研究者に広く伝授している。 

とりわけ、計算機実験の分野では、本研究所は国際的にもその草分け的存在であり、1982

年以来 10 年以上にわたって、プログラム実習をも含めた国際学校(宇宙空間シミュレーショ

ン学校 (ISSS))を開催してきている。これに対する参加希望は大変多く、またソフトウェア

等の供給の要請も年々増加してきている。前回の第 5 回宇宙空間シミュレーション国際学

校（ISSS5）にでは世界 14 カ国から 182 名の参加を得たが、2004 年度においても第 7 回宇

宙空間シミュレーション国際学校（ISSS7）が開催され、約 250 名が参加した。 

国際木質科学シンポジウムもほぼ 10 年にわたって平均 2 年に一回の頻度で開催してきて

おり、今年度の参加者は 200 名であった。 

 

 

過去 5 年間に主催または教員が代表となった国際会議等 

会議名 実施年度 

第１回 S-RAMP シンポジウム 2000 

国際 EPIC シンポジウム 2002 

京都大学 21 世紀 COE プログラム「環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」 

第 1 回シンポジウム 
2003 
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京都大学 21 世紀 COE プログラム「環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」 

第 2 回シンポジウム 
2004 

第 5 回国際木質科学シンポジウム 2004 

第 7 回宇宙空間シミュレーション国際学校 2004 

第 6 回国際木質科学シンポジウム 2005 

第 6 回環太平洋木材解剖学会議 2005 

植物ポストゲノムシンポジウム 2005 

  

一方、地球科学のなかでも地域研究的な特色をもった、大気の地上観測の分野を発展さ

せるために、赤道域に分布する発展途上国の研究者との交流も重視している。最近では、

インドネシア政府機関と共同で、ジャカルタにおいて国際シンポジウムを開催し、最先端

の研究成果をインドネシア人研究者に紹介するとともに、観測技術等に関する研修コース

を開催している。こういった活動により、当該分野の研究の地域性の発見を通して、発展

途上国における人材の発掘ならびに研究グループの育成・指導をも積極的に推進している。 

なお、平成 18 年 3 月 5～7 日に、日本学術振興会(JSPS)拠点大学方式による国際学術交流

事業の一環として、Wood Science School in Cibinong 2006 を、Research and Development Unit 

for Biomaterials – LIPI 内のサテライトオフィスにて開催する予定である。 

 

9．4 研究者の招へい 

本研究所には、外国人客員部門である戦略流動研究系・総合研究分野と、圏間研究分野

が設置されており、最先端の研究成果の相互理解や、生存圏科学のそれぞれの「圏」を融

合する分野の研究のため、国際的に著名な学者を客員教授 2 名と客員助教授 1 名を招へい

している。人事選考に際して、本研究所に 3 か月以上滞在し、関連分野の最新知識につい

て講義をできることを条件としている。再編・統合以前も含めた過去 5 年間においては、

客員部門および外国人研究員として総計 172 名の外国人研究者が着任しており、生存圏研

究所として発足した 2004 年度も計 33 名と数多くの研究者が、本研究所において最先端の

研究を進めた。2005 年度における外国人研究者の訪問も、教授会に付議され下記の身分を

与えた例だけで 60 名を数え、短期間の訪問者数はこの数倍にのぼる。本研究所には広く世

界各国から優秀な研究者が集まり、国内の研究者だけでは包括しきれない諸問題の研究を

推進し、いずれも優れた研究成果を上げている。 

２００５年度実績 外国人研究員（外国人客員教授・助教授）    9 名 

         招へい外国人学者              19 名 

         外国人共同研究者              32 名 

          合計                   60 名 
 

9．5 国際共同利用 
平成 17 年度には全国共同利用の国際化が実行に移された。具体的には、まず MU レーダ
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ー観測共同利用に関して 2 件(フランスから 1 件、台湾から 1 件)の申請課題を採択し実施し

た。また年度後期には赤道大気レーダー観測共同利用を日本及びインドネシアからの限定

付で開始したところ、インドネシア研究者から 4 件の申請があり採択の上実施した。 
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10．社会との連繋 
 

10．1 研究所の広報・啓蒙活動 
  本研究所の目的は、危機的状態にある生存圏を正しく診断・理解し、自然と調和・共生

する持続可能社会の発展に貢献するとともに、生存圏を新たに開拓・創成する先進的な技

術を開発することにある。このことは人類の生存基盤と深くかかわっていて、本研究所の

活動を一般社会に広報し、注目を喚起することは社会のあり方に問題を投げかける啓蒙活

動につながる。逆に、広報活動の過程で、本研究所に対する社会のニーズを敏感に察知し、

研究動向にフィードバックすることが重要であろう。また、このような広報・啓蒙活動は

分野横断的な学際総合科学である「生存圏科学」を担う次世代の人材を獲得し、育成して

いくためにも重要と考える。 

 

施設の公開 

1984 年に滋賀県甲賀市に完成した信楽 MU 観測所は、本研究所の主な共同利用研究活動

の舞台の 1 つとなっており、MU レーダーを初めとする最新の大気観測装置が設置されてい

る。本センターでは、これらの観測施設を一般に公開し、その特徴・機能ならびに研究内

容について広報活動を行ってきた。 

 観測所は国有林の山中に位置し、公共交通機関の便が悪いにもかかわらず、1984 年 11 月

に開所して以来 2006 年 1 月までの見学者の累計は、下表に示すように延べ 8,000 名を越え

ている。国内外の専門家はもちろん、学会・大学関係者を初め、教育関係者・学生あるい

は産業界等から数多くの見学者が訪れている。また、国内・国際の学会・シンポジウムの

開催に合わせて研究者がツアーとして一度に多数訪問することもたびたびある。例えば

1993年 8月～9月に京都市で開催された、第 24回国際電波科学連合(URSI)総会においては、

111 名が見学に訪れた。本センターは、これらの見学者を積極的に受け入れ、研究活動の内

容と意義について、映画・講義・パンフレットを用いて解説をしている。 

 一方、信楽町内外の一般社会人や様々な団体、小・中学校等からの見学も多々あり、

最先端の電波技術と地球大気科学の研究成果の紹介・啓蒙に努力している。こういった見

学に加えて、新聞社・放送局などによる信楽 MU 観測所内の諸施設の取材が行われている。

これまでの総取材件数は 60 件を越えており、本センターの活動状況の広報に大いに役立っ

ている。MU レーダー完成 10 周年を迎えた 1994 年 11 月には、これを記念して、地元信楽

町で記念式典を挙行した他、初の「MU レーダー一般公開」を行い、県内、県外から約 350

名の見学者が観測所を訪れ、研究施設や活動の紹介を行うことができた。さらに、県下の

中学生とその父母を信楽 MU 観測所に招いて開催した「親と子の体験学習」では、40 名の

生徒、両親および教師がレーダーの製作体験実習などを楽しみ、併せてレーダー観測所内

の施設を見学した。その後も 15 周年にあたる 1999 年 10 月に第 2 回目の「親と子の体験学

習」と「MU レーダー一般公開」を開催、20 周年に当る 2004 年 9～10 月には「高校生のた

めの電波科学勉強会」と第 3 回目の「MU レーダー一般公開」を実施した。第 2 回・第 3 回



 107 

の一般公開への参加者は、おおよそ 400～430 名に達している。以上の一般向け行事は、本

研究所の研究活動の広報や地域社会と研究所の交流にとって意義が高かったと考えている。 

 
信楽 MU 観測所見学者数の内訳 （平成 18 年 1 月まで） 

年度 一般 大学関係者 

文部科 

学省等 外国人 年度合計 取材件数 

昭和 58 827 216 23 5 1071 14 

昭和 59 531 97 5 60 693 13 

昭和 60 380 230 13 8 631 7 

昭和 61 628 39 1 7 675 1 

昭和 62 215 70 4 9 298 0 

昭和 63 247 138 5 37 427 3 

平成元 215 169 0 3 387 1 

平成 2 178 36 4 8 226 1 

平成 3 102 70 6 92 270 1 

平成 4 86 21 4 10 121 3 

平成 5 102 77 14 137 330 6 

平成 6 483 94 6 16 599 3 

平成 7 57 77 7 7 148 1 

平成 8 21 118 5 14 158 1 

平成 9 105 109 2 25 241 2 

平成 10 33 43 21 62 159 1 

平成 11 495 41 18 26 580 3 

平成 12 78 96 9 8 191 3 

平成 13 22 91 1 58 172 0 

平成 14 65 22 7 36 130 0 

平成 15 14 111 4 4 133 0 

平成 16 509 88 0 19 616 1 

平成 17 71 107 0 24 202 0 

合計 5464 2160 159 675 8458 65 

 

本研究所では MU レーダー観測にもとづく特別シンポジウムを以下のように開催してき

ている。それらは 1995 年 3 月の地球惑星科学関連学会合同大会における「MU レーダ観測

10 年」と題する公開シンポジウム、1995 年 10 月の日本気象学会における「大気レーダー

が開く新しい気象」と題するシンポジウム、2005 年 5 月の地球惑星科学関連学会合同大会

における特別セッション「MU レーダー20 周年」である。いずれのシンポジウムも多数の



 108 

参加者を集め、内外の権威者から忌憚ない意見を伺うと共に、今後の発展へ向けての熱い

期待が寄せられている。 

 一方、1996 年 10 月 1 日には、COE の先導的研究施設として導入された「マイクロ波エ

ネルギー伝送実験装置(METLAB)」を用いて、目標自動追尾式マイクロ波エネルギー伝送公

開実験が行われた。公開実験では、マイクロ波のビーム制御法に関するデモンストレーシ

ョンが日産自動車と共同で行われ、約 40 名の来聴者があった。デモンストレーションは成

功し、来聴者からはマイクロ波技術のさらなる発展へ向けての大きな期待が寄せられた。

2001 年 5 月 18 日には同じく METLAB 内で宇宙太陽発電所模擬システムである発送電一体

型マイクロ波送電システム SPRITZ の公開実験も実施し、多くの新聞・TV メディアで取り

上げられた。また、2002 年 6 月には、宇宙太陽発電所研究棟が完成し、METLAB と合わせ

て多くの見学者を迎え入れ、宇宙太陽発電所とその周辺技術に関する啓蒙活動を行ってい

る。 

 1980 年に設立された材鑑調査室は、国際木材標本室総覧に正式登録されていて、材鑑や

さく葉標本の収集のほか、内外の大学、研究所、諸機関との材鑑交換を行っている。本施

設は「木の文化」に深く関わっており、多くの見学者が訪れている(下表参照)。1994 年に完

成した木質材料実験棟は、大断面集成材による木造 3 階建ての構造物で、新規に開発した

材料や部材が用いられているほか、木質材料と他材料の居住性能が直接比較できるような

混構造部分も組み込まれていて、建物自体が試験体となっている。3 階部分がセミナー室と

なっていて、本研究所の主催する講演会やシンポジウムなどの参加者を含めて多くの見学

者を受け入れている。また、常時 3 つのイエシロアリコロニーをもつシロアリ飼育棟では、

その生理・生態、薬剤の効力、建築材料の耐蟻性を含む各種試験が行われていて、各種の

イベントの際に多くの見学者を受け入れている。 

 
材鑑室見学者数 

年度 宇治市 一般 大学関係者 文部科学省等 外国人 合計 取材件数 
平成 12 年 2 175 50 24 23 274 9 
平成 13 年 15 133 102 9 31 290   
平成 14 年   134 111 1 21 267   
平成 15 年   110 48 2 13 173 1 
平成 16 年   70 50 18 33 171   

平成 17 年  190 62 7 30 289        1 
 

 

新聞記事等 

当研究所の研究活動は、人類の現在、未来の社会生活に密接に関係しており、その重要

さは新聞・雑誌・テレビ等メディアを通じて度々紹介されている。 
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     新聞記事など   

関連分野 メディア名 内容 年月日 

森林圏遺伝子統御 科学新聞 長距離作用機構に迫る 2005 年 12 月 2 日 

生物機能材料 
毎日放送・ニュース
「Ｖｏｉｃｅ」 

バクテリアセルロースを用いたフレ
キシブル透明基板の開発 

2005 年 5 月 27 日 

生物機能材料 
テレビ東京・ワールド
ビジネスサテライト 

同上 2005 年 3 月 9 日 

生物機能材料 ＢＳ・What's on Japan 同上 2005 年 3 月 25 日 
生物機能材料 京都新聞 夕刊 同上 2005 年 1 月 25 日 

生物機能材料 朝日新聞 夕刊 同上 2005 年 1 月 25 日 
生物機能材料 読売新聞 夕刊 同上 2005 年 1 月 25 日 

生物機能材料 
日本経済新聞  夕刊 
（1 版） 

同上 2005 年 1 月 25 日 

生物機能材料 
日本経済新聞  夕刊 
（4 版） 

同上 2005 年 1 月 25 日 

生物機能材料 産経新聞 同上 2005 年 1 月 26 日 
生物機能材料 日刊工業新聞 同上 2005 年 1 月 26 日 
生物機能材料 日経産業新聞 同上 2005 年 1 月 26 日 
生物機能材料 毎日新聞 朝刊 同上 2005 年 1 月 26 日 
生物機能材料 日経産業新聞 同上 2005 年 1 月 27 日 
生物機能材料 日経蚕業新聞 同上 2005 年 10 月 17 日 
生物機能材料・生
活圏構造機能 

読売新聞 竹繊維から軽量接合具 2005 年 4 月 24 日 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

文教速報、第 6719 号 
JSPS 拠点校事業に関連して、生存圏研
究所がインドネシアにサテライトオ
フィスを開設した。  

2005 年 3 月 18 日 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

文教ニュース、第 1822
号 

同上 2005 年 3 月 21 日 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

京大広報、No.600  同上 2005 年 4 月 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

京大広報、No.603 
JSPS 拠点校事業に関連して、インドネ
シア科学院(LIPI)の長官が来学し、生
存圏研究所を訪問の後、本部棟で入倉
副学長と懇談した。  

2007 年 7 月 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

文教ニュース、第 1836
号 

生存圏研究所今村、梅澤教授がインド
ネシア科学院(LIPI)長官とともに日本
学術振興会を訪問し、理事ら関係者と
国際交流について懇談した。  

2005 年 6 月 27 日 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

文教速報、第 6761 号 同上 2005 年 7 月 4 日 

居住圏環境共生･
バイオマス変換 

JSPS Quartery, No.13 同上 2005 年 8 月 

宇宙圏電波科学・
居住圏環境共生 

文教ニュース、第 1849
号 

JSPS 拠点校事業に関連して、生存圏研
究所がインドネシア・バリ島において
第６回国際木質科学シンポジウム開
催  

2005 年 9 月 26 日 

宇宙圏電波科学・
居住圏環境共生 

文教速報、第 6794 号 同上 2005 年 9 月 30 日 
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宇宙圏電波科学・
居住圏環境共生 

京大広報、No.605  同上 2005 年 10 月 

居住圏環境共生 
Newton, Vol.25, 
No.13,p.6 

木質炭素化物中にダイヤモンド結晶
を成長させた世界初の試みに成功し
た 

2005 年 12 月 7 日 

 
 
 

公開講演等 

当研究所は公開講演や公開講座を開催している。これらの公開講演や公開講座は、3～4 名

の教員が一般の方々を対象に関連分野の研究活動や研究成果を広く紹介するために開かれ

たものである。参加人数は多いときで 100 名を超え、また参加者は職種、年齢層とも幅が

広く、近県外から来られる方も多い。今年度は第２回生存圏研究所公開講演会が宇治キャ

ンパス内木質材料実験棟で開催され、所内 33 名、その他 78 名の計 111 名の参加があった。

各回の講演題目と講演者を下表に示す。 

 この他にも、一般講演や各種イベントでの展示を行うことにより研究所の紹介や研究成

果について広報を行っている。特に、一般講演では関連した幅広い話題を紹介することで

研究分野の重要性を説き、一般の方が日常の社会生活の中で興味を抱いてもらうことを主

要な目的としている。また、様々なイベントで展示を行うことで、直接見たり触れたりす

る機会を設け研究に対して親近感を与えるように努めている。最近の一般講演および展示

表にして示す。 

過去 5 年間の公開講座の内容 

公開講座のテーマ 講演題目 講師 
樹木フェノール成分の代謝工学 助教授 梅澤俊明 
地球を救う木質成分変換 -不思議な
キノコのミラクル木材分解物- 助教授 渡邊隆司 第 55 回木研公開講演

（平成 12 年 5 月） 
熱による木質サイエンス 助手 畑 俊充 
炭素循環 むかし・いま・みらい 助教授 林 隆久 
木質資源のグリーンケミストリー 教授 桑原正章 
世界一強い木材と弱い木材 -次世代
の木質材料を目指して- 助教授 矢野浩之 第 56 回木研公開講演

（平成 13 年 5 月） 
建築関連 5 団体の「地球環境・建築憲
章」 -その背景とねらい- 鳥取大学教授 木俣信行 

幻の古代都市「ニヤ遺跡」と木材 教授 伊藤隆夫 
オイルパームのゼロエミッション -
年間 400万トン廃棄されている老幹を
どうするか- 

助手 野村隆哉 

大空間建築への展開を目指して 助手 森拓郎 

第 57 回木研公開講演
（平成 14 年 5 月） 

木と建築の構築性 客員教授 片岡靖夫 
木材を攻撃するキノコの特異なエネ
ルギー獲得戦略 教授 島田幹夫 

「バイオマス・ニッポン」とキノコの
遺伝子工学 助教授 本田与一 

シロアリと水の話 助教授  吉村剛 

第 58 回木研公開講演
（平成 15 年 5 月） 

凹凸と□ 東京芸術大学講師 矢野
健一郎 
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植物を使った地球環境浄化は可能か 教授 矢崎一史 
大型レーダーで高層大気の謎解きに
挑む 教授 深尾昌一郎 

木材から宇宙で使える材料へ 講師 畑 俊充 

第 1 回生存圏研究所公
開講演会（平成 16 年 10
月） 

宇宙太陽発電所 SPS による生存圏の
拡大 助教授 篠原真毅 

宇宙開発・宇宙科学と私たちの暮らし 
ー元気の出る宇宙生存圏開発ー 教授 松本紘 

人工衛星から見る私たちの生存圏 教授 塩谷雅人 
シロアリと生存圏科学 
－シロアリは地球を救うか？－ 助教授 吉村剛 

第２回生存圏研究所公
開講演会（平成 17 年 10
月） 

わが国と中国における木の文化を較
べる 教授 伊東隆夫 

 
 

 本研究所が関与した過去 5 年間の一般講演・展示 
 研究テーマ  

応用生命関係 ○○件 
林産関係 ○○件 
宇宙電波科学関係 ○○件 

一般講演 

大気科学関係 ○○件 
GEOTAIL プラズマ波動観測 URSI 京都会議(1993) 
METS/MILAX マイクロ波エネルギー送電
実験 

URSI 京都会議(1993) 

MU レーダーシステム URSI 京都会議(1993) 
超高層電波科学の最前線 京都大学創立百周年記念(1997) 
マイクロ波エネルギー伝送 滋賀県環境ビジネスメッセ '98 

(1998) 
木質科学研究所の研究紹介 ウッド・サイエンス・パーク（2002） 
木質科学研究所の研究紹介 第 19 回大阪木工機械展（2002） 
木質科学研究所の研究紹介 ウッディーカレッジ（2003） 
生存圏研究所の紹介 地球惑星科学合同大会（2004） 
生存圏研究所の紹介 京都大学時計台 100 周年記念館

（2004） 
生存圏研究所の紹介 第 54 回日本木材学会年次大会

（2004） 
生存圏研究所の紹介 琵琶湖環境ビジネスメッセ（2004） 
生存圏研究所の紹介 京都大学時計台 100 周年記念館

（2004） 
生存圏研究所の紹介 高校生のための電波科学勉強会 

（2004） 
MU レーダー及び関連研究の紹介 MU レーダー一般公開 

（2004） 
生存圏研究所の紹介 琵琶湖環境ビジネスメッセ（2005） 
生存圏研究所の紹介 ニューアース 2005（2005） 

展示 

生存圏研究所の紹介 木づくり木づかいフォーラム
（2005） 

METLAB 公開実験 宇治キャンパス公開（2002,2003, 
2004,2005） 

SPORTS 公開実験 (2002) 
東本願寺の柱の座屈状況に関する実験 (2005) 

公開実験 

６ｍラーメンフレームの耐力実験 木質純ラーメン構造研究会（2005） 
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 公開講演会・研究集会の開催実績 

公開講演会・研究集会名 主催者(共催者) 開催場所 開催期日 参加者数 

第 2 回生存圏研究所公開研究集会 京大・生存圏研究所 生存研木質ホール  2005/12/7 180 

持続的生存圏創成のためのエネル
ギー循環シンポジウム −宇宙太陽
発電とバイオマス変換− 

京大・生存圏研究所 生存研木質ホール 2005/2/28 70 

第 2 回環太平洋シロアリ研究グル
ープ年次会議 

角田邦夫 バンコク  2005/2/28－3/1 65 

木材保存剤の環境へのインパクト
国際シンポジウム「生存圏における
安全で健全な環境を実現するため」 

京大・生存圏研究所 京大会館 2005/3/15 58 

第６回国際木質科学シンポジウム 
京大・生存圏研究所、イン
ドネシア科学院 

インドネシア、バ
リ島 

2005/8/29-31 200 

3rd Japanese-German Joint 
Symposium 京大・ウルム大学(JSPS) 金沢ハイテク交流

センター 
2005/9/27-9/30 50 

17th Intl Symp. Sustainable 
Humanosphere 京大・生存圏研究所 生存研木質ホール 2005/10/1 50 

第 18 回生存圏シンポジウム・木の
文化と科学 II 
－歴史的建造物を探る－ 

京大・生存圏研究所 生存研木質ホール 2005/10/5 120 

森林科学公開講座 
京大・生存圏研究所、京大
農学研究科森林科学専攻 

生存研木質ホール 2005/10/22-23 70 

第 22 回生存圏シンポジウム・木の
文化と科学Ⅲ 
－中国と日本における人と木－ 

京大・生存圏研究所 
百周年時計台記念
ホール 

2005/11/21 26 

第２０回生存圏シンポジウム東南
アジアにおける生存科学に関する
国際共同研究の構築-熱帯人工林の
環境貢献とその持続的生産・利用を
目指して- 

京大・生存圏研究所 生存研木質ホール 2005/11/25 70 

第 23 回生存圏シンポジウム・木の
文化と科学Ⅳ 
－古代エジプトとヨーロッパにお
ける木の文化－ 

京大・生存圏研究所 生存研木質ホール 2005/12/12 27 

6th PRWAC IAWA、IUFRO S 5.01 百周年時計台記念
ホール 

2005/12/1-5 130 

第 2 回生存圏研究所公開研究集会 京大・生存圏研究所 生存研木質ホール  2005/12/7 180 

第 24 回生存圏シンポジウム 京大・生存圏研究所 
京都大学時計台ホ
ール 

 2005/12/27 100 

第９回生存圏波動分科会 京大・生存圏研究所 
京大・生存圏研究
所 セ ミ ナ ー 室
（HW525） 

 2005/2/1-2 30 

全国共同利用化に向けた第８回生
存圏シンポジウム「宇宙太陽発電と
無線電力伝送に関する研究会」（仮
称：METLAB 研究会） 

京大・生存圏研究所 
京大・生存圏研究
所１階会議室(遠隔
講義室) 

2005/2/22-23 50 

第 19 回「生存圏シンポジウム」 

京大・生存圏研究所 
(名大・太陽地球環境研究
所 、地球電磁気・地球惑
星圏学会プラズマ粒子シ
ミュレーション分科会 
共催) 

生存圏研究所  総
合 研 究 実 験 棟
HW525 

 2005/11/15,16 21 
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10．2 民間等との共同研究・受託研究 
 本研究所が対象とする研究テーマを遂行する上で、本研究所が運営する実験装置や設備

が必要となる場合がある。これらの施設ならびに実験装置はその設計や開発の学術的意義

が高いだけではなく、産業界における実用化にも大いに興味が持たれている。そのため、

本研究所と民間等との共同利用が積極的に実施されている。 

平成 17 年度における本研究所が実施した、あるいは実施中である共同研究・受託研究は

表に示す通りである。当該の課題はいずれも現在及び近い将来にその成果が社会に還元さ

れることを期待された課題である。 

 直接的な共同研究が実施されない場合も、研究成果は学会や研究集会において公表され

ており、関連の産業分野において既に活用あるいは将来活用されることが期待されている。

また、研究開発の過程で培われた技能・知識を保有する人材（学生など）が社会で活躍す

ることにより研究成果は産業界に還元され、本研究所の活動が社会活動の向上に貢献して

いると言える。 

 

 平成 17 年度の民間等への共同研究ならびに受託研究 

研究種別 受託研究課題名 研究相手 

植物による環境浄化に関する応用研究 ニッタ株式会社 

高精度衛星帯電シミュレーションに関する研究
（その２） 宇宙航空研究開発機構 

菌根菌バイオレメディエーション技術の開発研
究 

（株）環境総合テクノス 生物
環境研究所 

局地観測用気象レーダーによるメソ気象観測 三菱電機特機システム株式会
社 

マグネトロンに関する計算機実験 松下電子応用機器株式会社 

マイクロ波送電の高効率化および高精度化に関
する研究（その３） 三菱重工業株式会社 

セルロース系ナノファイバーコンパウンドの製
造 

木村化工機株式会社 ／三菱
化学株式会社／松下電工株式
会社 先行・融合技術研究所 

マイクロ波送電を用いた電気自動車充電システ
ムの評価研究 

日産自動車（株）総合研究所 
第四技術研究所 

マイクロ波送電を用いた電気自動車充電システ
ムの評価研究 日産ディーゼル工業（株） 

民間等との
共同研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

薬用資源植物ムラサキの分子遺伝学的研究 天藤製薬株式会社 
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ポプラ再分化効率の向上 （財）地球環境産業技術研究機
構（ＲＩＴＥ） 

植物細胞の成長制御機構の解明 独立行政法人農業・生物系特定
産業技術研究支援センター  

ＳＳＰＳ用アクティブ集積アンテナアレイの試
作研究 

独立行政法人宇宙航空研究開
発機構総合技術研究本部 

自然素材活用型真壁仕様木造軸組み架構の開発 農林水産技術会議事務局 

林学分野に関する学術動向の調査・研究 独立行政法人日本学術振興会 

マイクロ波電力電送における電磁波漏洩技術の
調査 

清水建設株式会社 技術研究
所 

モデル植物を用いた細胞壁形成及び心材形成の
代謝プロファイリング 

バイオテクノロジー開発技術
研究組合  

白色腐朽菌の持つリグニン分解機構の解明と分
解能強化 

財）地球環境産業技術研究機構
（ＲＩＴＥ） 

形態・生理機能の改変による新農林水産物の創
出に関する総合研究（細胞壁関連酵素の分子機
構） 

独立行政法人森林総合研究所 

流域圏における水循環・農林水産生態系の自然
共生型管理技術の開発（里山における生態系の
機能の再生・向上技術の開発） 

独立行政法人森林総合研究所 

平成 17 年度オゾン層破壊の長期変動要因の解
析と将来予測に関する研究 独立行政法人国立環境研究所 

平成 17 年度衛星観測データを利用した極域オ
ゾン層破壊の機構解明に関する研究 独立行政法人国立環境研究所 

トラス効果を発揮する革新的新型合板の製造技
術とプラントの開発 財団法人しまね産業振興財団 

①バイオマスナノファイバー製造技術の実用化
開発②ナノファイバー均一分散コンパウンドお
よび樹脂複合ナノファイバーシートの作製、試
験片評価 

関西ティー・エル・オー株式会
社 

地球環境研究総合推進費「衛星観測データを利
用した極域オゾン層破壊の機構解明に関する研
究」の委託に関わる他衛星データを用いたデー
タ質調査に関する研究 

独立行政法人情報通信研究機
構 

GPS 掩蔽による気温・水蒸気変動解析（地球観
測システム構築推進プラン） 文部科学省 研究開発局 

プロファイラ観測・実時間データ（地球観測シ
ステム構築推進プラン 

独立行政法人海洋研究開発機
構 

受託研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

センシングネットワーク技術の研究開発におけ
る新型レーダーのための基礎技術検討および基
礎調査 

（独）情報通信研究機構  
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マイクロ波送電および通信技術の開発に関する
フィージビリティスタデイ 

財団法人無人宇宙実験システ
ム研究開発機構 

構造用エンジニアードウッド等の生物劣化評価
手法の開発 （社）日本木材保存協会 

選択的白色腐朽菌－マイクロ波ソルボリシスに
よる木材酵素糖化前処理法の研究開発 

独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構 

衛星観測データにおける解析手法の検討 富士通エフ・アイ・ピー（株） 

 

平成 13 年から 17 年度までの研究費の推移 

 研究種別・部局   平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 

木研 13,953 18,504 59,525 
受託研究 

宙空 21,370 21,438 14,055 
81,680 95,955

 合計 35,323 39,942 73,580 81,680 95,955

木研 7,220 6,840 8,995 共同研究 

  宙空 9,100 10,180 15,680 
34,513 12,631

  合計 16,320 17,020 24,675 34,513 12,631

 

10．3 教員の学外活動 

本研究所の教員は、生存圏研究に関する学外の研究機関や団体との連携を深め、より広

範囲の分野にわたってその研究成果の向上に貢献するために、積極的に外部団体の専門委

員等としてその運営や研究活動に参加している。本研究所の教員が担当している学外委員

会への参加状況は 2005 年 3 月現在、下表の通りである。本研究所の教員は国内外の多くの

研究機関や団体において専門委員等として活躍しており、外部団体の研究成果の向上に寄

与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



学会名 委員会名・役職(人数)
開始年月

日
終了(予定)
年月日

日本木材学会 会長・理事 2005/6/1 2007/5/31
日本木材学会 理事(2) 2005/10/27 2007/5/31
日本木材学会 広報・情報委員会委員 2005/4/1 2007/3/31
日本木材学会 将来構想検討委員会委員(4) 2005/4/1 2007/3/31
日本木材学会 編集委員長 2005/5/30 2007/5/31
日本木材学会 木材学会編集委員(3) 2005/4/1 2009/4/1
日本木材学会 広報・情報委員会委員 2005/4/1 2007/3/31
日本木材学会 将来構想検討委員会委員(4) 2005/4/1 2007/3/31
日本木材学会 機関幹事 2003/4/1 2007/3/31
日本木材学会 日本木材学会賞・奨励賞選考委員会  2005/4/1  2006/3/31
日本木材学会 抽出成分と木材利用研究会幹事   2005/4/1   2007/3/31
セルロース学会 関西支部長 2005/4/1 2007/4/1
セルロース学会 理事 2005/4/1 2007/4/1
セルロース学会 ICC2007組織委員 2005/4/1 2007/4/1
日本顕微鏡学会 関西支部幹事 2004/4/1
日本菌学会 幹事 2003/4/1 2006/3/31
日本菌学会 日米菌学会大会会計幹事 2004/4/1 2006/3/31
日本きのこ学会 評議員(2) 2003/4/1 2007/3/31
日本農芸化学会 関西支部評議員 2005/4/1 2007/3/31
日本農芸化学会 関西支部評議員 2004/1/1 未定
日本生物工学会 バイオリファイナリー研究部会委員 2005/4/1 2007/3/31
日本材料学会 理事・副会長 2005/5/20 2007/5/19
日本材料学会 木質部門委員会・幹事 2004/4/1 2006/3/31
日本材料学会 論文査読委員 2005/4/1 2006/5/1
日本材料学会 編集委員 2005/4/1 2006/4/1
日本接着学会 木質・複合接着研究会・幹事 2004/4/1 2006/3/31
日本糖質学会 評議員 2005/4/1 2008/3/31
生体キノン研究会 幹事 2005/4/1 未定
植物生理学会 評議員 2004/1/1 2007/12/31
Plant Cell Physiol 編集委員 2004/1/1 2007/12/31
植物細胞分子生物
学会

幹事 2002/1/1 2005/12/31

Plant Biotechnology 編集委員 2004/1/1 2007/12/31
木質炭化学会 運営委員・編集委員 2003/6/25
日本建築学会 接合部設計小委員会・主査 2004/4/1 2007/4/31
日本建築学会 近畿支部木造部会構造ＷＧ幹事 2004/4/1 2007/3/31
日本環境動物昆虫
学会

副会長(1)・理事(2) 2004/11/1 2006/10/31

木質炭化学会 副会長・理事 2003/6/1 2007/5/31
環太平洋シロアリ
研究グループ

会長(1)・事務局長(1) 2003/3/8 未定

国際木材保存会議
(IRG) 理事 2004/5/1 2006/4/30

日本気象学会 関西支部・幹事 2004/7/1 2006/3/31
日本気象学会 理事 2004/7/21 2006/6/30
地球電磁気・地球
惑星圏学会

評議委員(2) 2003/4/1 2007/3/31

地球電磁気・地球
惑星圏学会

運営委員 2003/4/1 2007/3/31

電子情報通信学会 査読委員 1984～
電子情報通信学会 研専運営会議・委員 2005～
電子情報通信学会 宇宙太陽発電時限研究専門委員会・幹事 2004 2006

教員の学外活動(学会)　平成17年の一部あるいは全部を任期に含む場合
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日本地球惑星科学
連合

企画委員会・委員長 2005/6/1 2007/5/31

国際電波科学連合 Ｈ分科会・副委員長 2005/10/28 2008/8/15
日本太陽エネル
ギー学会

理事 2004 2006

電子情報通信学会 フェロー 2005/9/1
RAST 2005 2nd
International
Conference on
Recent Advances in
Space Technologies

 国際プログラム委員及びSession Organizer 2005～

PIERS (Progress in
Electromagnetics
Research
Symposium)

組織委員会委員 2006/8/1

アジア・パシ
フィックマイクロ
波会議

大会副委員長 2005/10/1 2007/3/1

国際電波科学連合
（URSI） SPS研究委員会（ICWG）・幹事 2002 2005

電子情報通信学会 通信ソサイエティ研専運営会議　委員 2005/5/28 2006/5/総会

アジア・パシ
フィックマイクロ
波会議

組織委員会委員 2005/10/1 2007/3/31

宇宙太陽発電研究
会

幹事 2003～

日本学術会議 電波科学研究連絡委員会・委員 1997/10/1 2006/9/30
日本学術会議 宇宙空間研究連絡委員会・委員 2000/10/1 2005/9/30
日本学術会議 SCOSTEP専門委員会・委員 2000/10/1 2005/9/30
日本学術会議 地球電磁気学研究連絡委員会・委員 2003/10/1 2005/9/30
日本学術会議 日本学術会議・連携会員 2005/10/7 2006/3/31
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機関名 委員会名・役職(人数) 開始年月日
終了(予定)
年月日

地球環境産業技術研究
機構（RITE）

プログラム方式二酸化炭素固定化・有効
利用技術開発研究推進委員

2004/12/15 2005/3/31

地球環境産業技術研究
機構（RITE）

プログラム方式二酸化炭素固定化・有効
利用技術開発研究推進委員(2)

2005/5/12 2006/3/31

地球環境産業技術研究
機構（RITE） 技術評価分科会委員 2003/12/8 2006/11/30

財団法人 有機質資源再

生センター
評議員 2002/11/13 2006/3/31

新エネルギー・産業技
術総合開発機構

研究助成審査委員 2005/4/2 2006/3/31

生物多様性影響評価検
討会

評価検討委員 2005/4/10 2006/3/31

Human Frontier Science
Program 研究助成審査委員 2005/4/2 2006/3/31

文部科学省
科学技術・学術審議会委員(測地学分科会

長，資源調査分科会長代理) 2005/2/1 2007/1/31

名古屋大学
太陽地球環境研究所

北極レーダー委員会委員長・委員 1996/4/1 2005/3/31

名古屋大学太陽地球環
境研究所

大気圏専門委員会・委員 2004/4/1 2006/3/31

名古屋大学太陽地球環
境研究所

共同利用委員会・委員 2004/4/1 2006/3/31

名古屋大学太陽地球環
境研究所

電磁気圏専門委員会・委員長 2004/4/1 2006/3/31

大学共同利用機関法人
情報システム研究機構
国立極地研究所

共同研究員 2004/4/1 2009/3/31

情報・システム研究機
構国立極地研究所

専門委員会･委員 2003/9/29 2005/9/28

情報・システム研究機
構国立極地研究所

専門委員会･委員 2003/9/29 2005/9/28

情報・システム研究機
構国立極地研究所

非干渉散乱レーダ委員会･委員長 2004/7/1 2006/6/30

情報・システム研究機
構国立極地研究所

南極観測審議委員会･委員 2004/6/1 2006/5/31

情報・システム研究機
構国立極地研究所

南極設営計画審議委員会･委員 2004/6/1 2006/5/31

情報・システム研究機
構　国立極地研究所

運営会議委員 2004/4/1 2006/3/1

財団法人生産開発科学
研究所

学術顧問 2005/7/1 2007/3/31

独立行政法人海洋研究
開発機構

地球観測ｼｽﾃﾑ構築推進ﾌﾟﾗﾝ「海大陸ﾚｰﾀﾞｰ
ﾈｯﾄﾜｰｸ構築」研究運営委員会･委員(2)

2005/10/25 2007/3/31

　　　教員の学外活動(公的機関・組織)　平成17年の一部あるいは全部を任期に含む場合
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日本学術会議 SCOSTEP専門委員会・委員長 2004/4/1 2005/12/4

日本学術会議 電波科学研究連絡委員会・委員 2003/10/1 2005/9/30

日本学術会議 日本学術会議連携会員(2) 2005/12/5 2006/3/31

地球電磁気・地球惑星
圏学会

運営委員会・委員 2005/4/1 2007/3/31

衛星設計コンテスト 審査委員会・委員 2003/4/1 2006/3/31

（財）日本住宅・木材
技術センター

ISO/TC165国内審議会木材保存分科会・

委員長
2005/8/24 2006/3/31

（財）日本住宅・木材
技術センター

安全・安心な高品質木材保存処理技術開
発事業推進委員会・委員

2005/6/9 2006/3/31

京都府久御山町 久御山町都市計画審議会・委員 2005/7/28 2007/7/27

独立行政法人　情報通
信研究機構

アドバイザリーコミッティー委員 2005/1/18 2006/1/17

独立行政法人 海洋研究

開発機構
地球シミュレータ課題選定委員会委員 2002 2006/3/31

独立行政法人 海洋研究

開発機構
地球シミュレータ計画推進委員会委員 2004 2006

独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構　宇宙科
学研究本部　宇宙プラ
ズマ研究系

客員教授 2003/10/1 2006/3/31

独立行政法人 宇宙航空

研究開発機構
客員教授 2005/10/3 2006/3/31

宮崎県木材利用技術セ
ンター

第１０回木質構造国際会議・国内諮問委
員会・委員

2005/10/12 2008/6/5

岡山県木材加工技術セ
ンター

木材加工技術試験研究アドバイザー 2005/9/24 2007/9/23

第10回木質構造国際会

議実行委員会
国内諮問委員会委員 2005/10/12 2008/6/5

財団法人応用科学研究
所

評議員 2005/
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協会名 委員会名・役職(人数）
開始年月

日
終了(予定)
年月日

紙パルプ科学技術協会 木材科学委員 2002/4/1 2007/3/31
バイオインダストリー協会 編集委員 2002/4/1 2007/3/31
(社)日本木材加工技術協会 関西支部企画委員(3) 2006/5/31
(社)日本木材加工技術協会 理事(2)・関西支部長 2003/5/ 2005/5/17
(社) 日本木材加工技術協会 関西支部・企画委員 2009/5/20
(社)日本木材加工技術協会 合板部会・幹事 2004/4/1 2006/3/31
(社)日本しろあり対策協会 理事 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本しろあり対策協会 広報・普及委員長 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本しろあり対策協会 資格検定委員 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本しろあり対策協会 仕様書・薬剤認定委員 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本しろあり対策協会 防除技術・新工法委員 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本しろあり対策協会 関西支部副支部長 2005/4/1 2007/3/31
(社)日本木材保存協会 副会長・理事 2007/5/31
(社)日本木材保存協会 広報委員 2005/7/1 2007/6/30
(社)日本木材保存協会 LCA 部会長 1995/5/1 2007/5/1
(社)日本木材保存協会 西日本事業推進部会長 2005/6/1 2007/5/31
(社)日本木材保存協会 西日本事業推進部会・委員 2005/6/1 2007/5/31
（財）日本住宅・木材技術セ
ンター

ISO/TC165国内審議会集成材分科会

委員
2006/3/31

（財）日本住宅・木材技術セ
ンター

評議員 2006/5/31

日本木材保存剤審査機関
性能評価委員会・委員、技術検討委
員会・委員長

2005/2/2 2009/12/31

（財）日本建築総合試験所 木質構造性能評価委員会副委員長 2004/4/1 2006/3/31

（財）建築研究協会 非常勤研究員 2005/4/1 2009/3/31

（社）農林水産技術情報協会
農林水産研究高度化事業専門評価委
員

2005/12/1 2006/3/31

                     教員の学外活動(協会)　平成17年の一部あるいは全部を任期に含む場合
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企業名 委員会名・役職 開始年月日
終了(予定)
年月日

シーシーアイ（株） 研究指導（集中） 2004/12/15 2005/1/31

伊藤国際教育交流財団 理事 1990 2005/12/31

トリスミ集成材（株） 技術顧問 2005/8/26 2006/3/31

大幸TEC（株）
NEDOバイオマス等未活用エネルギー

実証試験事業委員会・委員
2005/9/2 2006/3/20

KDDI株式会社 技術懇談会委員 2005/4/4 2007/4/3

(株)三菱総合研究所
マイクロ波による宇宙エネルギー利用
システム検討委員会WG委員(2) 2005/8/23 2006/3/31

     教員の学外活動(企業など)　平成17年の一部あるいは全部を任期に含む場合
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